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1． 概要 

1.1   設置目的 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，炉心の著しい

損傷が発生した場合において，格納容器内の圧力及び熱を外部へ放出し，格納

容器の圧力及び温度を低下させることで，格納容器の破損を防止する目的で設

置する。 

排気ラインに設置するフィルタ装置により，サプレッション・チェンバの排

気ライン又はドライウェルの排気ラインを経由して排出する排気ガスに含まれ

る放射性物質を低減することで，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧

力逃がし装置の使用時の環境への影響を緩和する。 

また，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，格納容

器内に滞留する水素ガスを環境へ放出する機能，及び，設計基準事故対処設備

に係る 終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合で，かつ残留熱除

去系の使用が不可能な場合において，炉心の著しい損傷又は格納容器破損を防

止するため，大気を 終ヒートシンクとして熱を輸送するための機能も併せ持

っている。 

 なお，フィルタ装置を設置することにより，排気ガスに含まれる放射性物質

を十分に低減できると考えているが，環境への影響を更に低減させるため，自

主的な安全性向上対策として，フィルタ装置の下流に，排気ガスに含まれるよ

う素を除去するためのよう素フィルタを設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.1－1 図 格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置 

全体概要 
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1.2   設備構成の概略 

1.2.1   機器配置 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，圧力開放板，隔離弁等と，これ

らを接続する配管で構成する。 

第 1.2.1－1 図から第 1.2.1－5 図に 6 号炉及び 7 号炉の機器配置を示す。 

6 号炉について，原子炉格納容器に接続する配管及び隔離弁は，サプレッシ

ョン・チェンバ側を原子炉建屋地下 1 階，ドライウェル側を原子炉建屋 2 階に

設置しており，原子炉建屋 3 階に設置されている二次隔離弁及びフィルタ装置

入口弁を経由して，フィルタ装置が設置されている 6 号炉原子炉建屋東側地上

部まで配管を設置している。フィルタ装置の出口には圧力開放板を設け，その

下流側配管を 6 号炉原子炉建屋の屋上部まで導き，大気に開放する。 

また，7 号炉について，原子炉格納容器に接続する配管及び隔離弁は，サプ

レッション・チェンバ側を原子炉建屋地下 1 階，ドライウェル側を原子炉建屋

2 階に設置しており，原子炉建屋 3 階に設置されている二次隔離弁及びフィル

タ装置入口弁を経由して，フィルタ装置が設置されている 7 号炉原子炉建屋南

東側地上部まで配管を設置している。フィルタ装置の出口には圧力開放板を設

け，その下流側配管を 7 号炉原子炉建屋の屋上部まで導き，大気に開放する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.1－1 図 機器配置図（平面図） 

 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 1.2.1－2 図 機器配置図（6 号炉原子炉建屋地下 1 階及び 2 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.1－3 図 機器配置図（6 号炉原子炉建屋 3 階） 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 1.2.1－4 図 機器配置図（7 号炉原子炉建屋地下 1 階及び 2 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.1－5 図 機器配置図（7 号炉原子炉建屋 3 階） 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，圧力開放板，隔離弁等と，

これらを接続する配管で構成する。 

 6 号炉について，原子炉格納容器に接続する配管及び隔離弁は，サプレッシ

ョン・チェンバ側を原子炉建屋 1 階，ドライウェル側を原子炉建屋 2 階に設置

しており，原子炉建屋地下 2 階を経由して，フィルタ装置が設置されている 6

号炉原子炉建屋北側地下ピットまで配管を設置している。フィルタ装置の出口

には圧力開放板を設け，その下流側配管を 6 号炉原子炉建屋の屋上部まで導き，

大気に開放する。 

 また，7 号炉について，原子炉格納容器に接続する配管及び隔離弁は，サプ

レッション・チェンバ側を原子炉建屋地下 1 階，ドライウェル側を原子炉建屋

2 階に設置しており，原子炉建屋地下 2 階を経由して，フィルタ装置が設置さ

れている 7 号炉原子炉建屋北東側地下ピットまで配管を設置している。フィル

タ装置の出口には圧力開放板を設け，その下流側配管を 7 号炉原子炉建屋の屋

上部まで導き，大気に開放する。 
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1.2.2   系統概要図 

第 1.2.2－1 図に格納容器圧力逃がし装置の系統概要図を，第 1.2.2－2 図に

代替格納容器圧力逃がし装置の系統概要図を示す。 

 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，圧力開放板，隔離弁等と，これ

らを接続する配管で構成されており，原子炉格納容器内雰囲気ガスを，不活性

ガス系及び耐圧強化ベント系ラインを経由してフィルタ装置へ導き，フィルタ

装置において放射性物質濃度を低減させた後に，原子炉建屋屋上に設ける排気

管を通じて，大気に放出する。 

格納容器からの取り出し口は，ドライウェル，サプレッション・チェンバそ

れぞれに設け，いずれの箇所からも排気することが可能な設計としている。 

格納容器圧力逃がし装置は，既設の不活性ガス系と耐圧強化ベント系ライン

よりフィルタ装置に導くが，他の系統・機器とは弁で隔離することで，他の系

統や機器への悪影響を防止する設計としている。 

弁の構成は，以下のとおり。原子炉格納容器内からの排気は，これらの弁を

開操作することにより行う。 

・一次隔離弁：空気駆動弁（ＡＯ弁） 

・二次隔離弁：電動駆動弁（ＭＯ弁） 

・フィルタ装置入口弁：空気駆動弁（ＡＯ弁） 

空気駆動弁は，電源喪失時においても，ラチェットハンドルにより，人力で

操作が可能な設計とする。また，二次格納施設の外からボンベを用いて操作す

ることも可能な設計としている。 

電動駆動弁については，駆動部にエクステンションを設け，二次格納施設外

に導くことで，全電源喪失時においても，放射線量率の低い二次格納施設外か

ら遠隔で操作することができる。 

なお，格納容器圧力逃がし装置は，他号炉と共用しない。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の系統は，フィルタ装置，圧力開放板，隔離弁

等と，これらを接続する配管で構成されており，原子炉格納容器内雰囲気ガス

をフィルタ装置へ導き，フィルタ装置において放射性物質濃度を低減させた後

に，原子炉建屋屋上に設ける排気管を通じて，大気に放出する。また，フィル

タ装置は，地下ピット内に設置する。 

格納容器からの取り出し口は，ドライウェル，サプレッション・チェンバそ

れぞれに設け，いずれの箇所からも排気することが可能な設計としている。 

代替格納容器圧力逃がし装置は，他の系統とは独立の配管を経由してフィル
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タ装置に導くことにより，他の系統や機器への悪影響を防止する設計としてい

る。 

弁の構成は，以下のとおり。原子炉格納容器内からの排気は，これらの弁を

開操作することにより行う。 

・一次隔離弁：電動駆動弁（ＭＯ弁） 

・二次隔離弁：電動駆動弁（ＭＯ弁） 

電動駆動弁については，駆動部にエクステンションを設け，二次格納施設外

に導くことで，全電源喪失時においても，放射線量率の低い二次格納施設外か

ら遠隔で操作することができる。 

なお，代替格納容器圧力逃がし装置は，他号炉と共用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置系統概要図 
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第 1.2.2－2 図 代替格納容器圧力逃がし装置系統概要図 
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1.3   設備性能の概略 

1.3.1   設備の使用方法の概略 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置を使用する場合には，原子炉格納容器一次隔離弁及

びフィルタ装置入口弁を「全開」，二次隔離弁を「調整開」とすることにより，

原子炉格納容器内雰囲気ガスをフィルタ装置に導く。 

この際，原子炉格納容器内の圧力を確認し，原子炉格納容器内圧力の低下が

認められない場合には，二次隔離弁の開度を増す操作を実施する。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置を使用する場合には，原子炉格納容器一次隔離

弁を「全開」，二次隔離弁を「調整開」とすることにより，原子炉格納容器内雰

囲気ガスをフィルタ装置に導く。 

この際，原子炉格納容器内の圧力を確認し，原子炉格納容器内圧力の低下が

認められない場合には，二次隔離弁の開度を増す操作を実施する。 

 

1.3.2   放射性物質除去性能の概略 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の粒子状放射性物

質の除去性能（以下，「DF」という）は，サプレッション・チェンバからの排気

を行う場合において，DF が 1,000 以上となることを確認している。 

一方，ドライウェルからの排気を行う場合においては，原子炉格納容器から

排出すると想定される粒子状放射性物質は，サプレッション・チェンバ内での

スクラビングによって，粒子径の大きな粒子状放射性物質の除去がされないこ

とから，サプレッション・チェンバからの排気を行う場合と比較して，粒子径

が大きくなる。このため，サプレッション・チェンバからの排気を行う場合と

比較して，DF は大きくなることから，DF は 1,000 以上となる。 

また，自主的な更なる安全性向上対策として，「pH 制御」を行いサプレッシ

ョンプール水の pH を 7 以上に制御することにより，原子炉格納容器内でのよう

素の発生を抑制するとともに，銀ゼオライトを吸着剤として用いる「よう素フ

ィルタ」を，フィルタ装置の下流に設置する。よう素フィルタは DF50 以上を確

保する。 
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2． 設計方針 

2.1   設計条件 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，重大事故時に

おいて原子炉格納容器の過圧破損を防止する設備として，格納容器の減圧機能

及び放射性物質の除去機能が求められる。 

そのため，格納容器の減圧機能を満足するための排気するガスの条件と，放

射性物質の除去性能より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃が

し装置の設計条件を第 2.1－1 表の通り定める。また，格納容器圧力逃がし装置

及び代替格納容器圧力逃がし装置の機器クラスと耐震クラスについても，第

2.1－1 表の通り定める。 

第2.1－1表 設計条件 

設計条件 考え方 

高使用圧力 620 kPa[gage] 

原子炉格納容器が過大リークに至らな

い限界圧力である 高使用圧力の 2 倍

の圧力（原子炉格納容器 高使用圧力

310kPa[gage]の 2 倍）にて適切なベン

トが実施できるよう，620kPa[gage]と

する。 

高使用温度 200℃ 
原子炉格納容器が過温による破損に至

らない限界温度である 200℃とする。 

設計流量 

（ベントガス流量） 
31.6kg/s 

原子炉格納容器が 高使用圧力の 2 倍

の圧力にてベントを実施した際に，原

子炉定格熱出力の2%相当の飽和蒸気を

排出可能な設計とする。 

効率 
粒子状放射性物質に

対して 99.9%以上 

粒子状放射性物質に対して，効率99.9%

以上（DF1000 以上）とする。 

ベントガス組成 

（蒸気割合） 

蒸気：100% 

非凝縮性ガス：100%

ガス組成は，ベント時に変化すること

から，100%蒸気だけでなく，非凝縮性

ガス 100%の場合も考慮する。 

機器クラス 重大事故等クラス 2 
常設の重大事故等対処設備であること

から，『重大事故等クラス 2』とする。

耐震クラス 
基準地震動 Ss にて 

機能維持 

基準地震動 Ss による地震力により，格

納容器圧力逃がし装置の機能が喪失し

ないよう，『基準地震動 Ss にて機能維

持』とする。 
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2.2   格納容器圧力逃がし装置（原子炉格納容器フィルタベント系） 

2.2.1   フィルタ装置本体構造 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置用フィルタ装置は，

金属フィルタと水スクラバで構成する。 

水スクラバは，粒子状放射性物質を含んだガスが水中を通過する過程で，粒

子状放射性物質を捕捉することを目的に設ける。 

また，スクラバノズルで，ガスを勢いよく噴射し，後述する気泡細分化装置

で気泡を細かくすることで，粒子状放射性物質の捕捉効率を上げている。 

金属フィルタは，粒子状放射性物質を含んだガスが金属フィルタを通過する

過程で，粒子状放射性物質を捕捉することを目的に設ける。 

フィルタ装置本体の構造図を第 2.2.1－1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－1 図 フィルタ装置本体構造図 

 

2.2.1.1   容器 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の容器の構造図を第 2.2.1－2 図に示す。 

容器は，縦置き円筒型とし，スカートにて支持する。スカートには，剛性を

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 



-15- 

確保するため，補強リブを設置する。また，スカートには，容器の底部点検の

ため，マンホール（500Ａ）を設置する。 

容器の 高使用温度は 200℃， 高使用圧力は 620kPa[gage]とする。 

容器は，以下の部材で構成する。 

①上部胴板 

②下部胴板 

③上部鏡板 

④下部鏡板 

⑤マンホール平板 

また，容器に設置する管台は以下の通りである。 

Ｎ１：ガス入口ノズル（400Ａ） 

Ｎ２：ガス出口ノズル（500Ａ） 

Ｎ３：給水ノズル（65Ａ） 

Ｎ４：ドレンノズル（50Ａ） 

Ｎ５：液面計ノズル（25Ａ） 

Ｎ６：液面計ノズル（25Ａ） 

Ｎ７：液面計ノズル（25Ａ） 

Ｎ８：マンホール（上）（600Ａ） 

Ｎ９：マンホール（下）（600Ａ） 

 

容器，各ノズル，スカート及びベースプレートの材質については，腐食の発

生を考慮し，SUS316L を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



-16- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－2 図 格納容器圧力逃がし装置構造図（容器） 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の容器の構造図を第 2.2.1－3 図に示す。 

容器は，縦置き円筒型とし，スカートにて支持する。スカートには，剛性を

確保するため，補強リブを設置する。また，スカートには，容器の底部点検の

ため，マンホール（500Ａ）を設置する。 

容器の 高使用温度は 200℃， 高使用圧力は 620kPa[gage]とする。（格納容

器圧力逃がし装置と同等の設計条件とする） 

容器は，以下の部材で構成する。 

①上部胴板 

②中間胴板 

③下部胴板 

④上部鏡板 

⑤下部鏡板 

⑥マンホール平板 
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また，容器に設置する管台は以下の通りである。 

Ｎ１：ガス入口ノズル（400Ａ） Ｎ８：液面計ノズル（25Ａ） 

Ｎ２：ガス出口ノズル（500Ａ） Ｎ９：液面計ノズル（25Ａ） 

Ｎ３：給水ノズル（50Ａ）    Ｎ１０：液面計ノズル（25Ａ） 

Ｎ４：ドレンノズル（65Ａ）   Ｎ１１：差圧計ノズル（25Ａ） 

Ｎ５：薬液補給ノズル（25Ａ）  Ｎ１２：差圧計ノズル（25Ａ） 

Ｎ６：薬液補給ノズル（25Ａ）  Ｎ１３：マンホール（上）（600Ａ） 

Ｎ７：液面計ノズル（25Ａ）   Ｎ１４：マンホール（下）（600Ａ） 

 

容器及びノズルの材質については，腐食の発生を考慮し，SUS316L を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－3 図 代替格納容器圧力逃がし装置構造図（容器） 
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2.2.1.2   内部構造物 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)   スクラバノズル 

第 2.2.1－4 図にスクラバノズルの構造図及び配置図を示す。 

スクラバノズルは，シャワーヘッド状の形状とし，ノズルレイアウトに

示す位置に 140 本設置する。スクラバノズルは，ベントガスが均一に噴射

するよう，容器中心から同心円状に配置する。 

スクラバノズルの穴径は，φ5mm とし，1 つのスクラバノズルには，φ5mm

の穴を 50 個設置することから，合計で，φ5mm の穴を 7000 個設置してい

る。 

スクラバノズルの材質については，腐食の発生を考慮し，SUS316L を用

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－4 図 スクラバノズル 

 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(2)   気泡細分化装置 

第 2.2.1－5 図に気泡細分化装置を示す。 

気泡細分化装置内には，メッシュ状の充填物を充填する。充填物は，試

験により，装置通過後の気泡が も細分化されたものを用いる。 

気泡細分化装置は，スクラバノズルから 990mm 上方に設置し，充填厚さ

は，1,000mm とする。 

気泡細分化装置の材質については，腐食の発生を考慮し，SUS316L を用

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－5 図 気泡細分化装置 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(3)   金属フィルタ 

第 2.2.1－6 図に金属フィルタの配置図及び構造図を示す。 

金属フィルタは，円筒状であり，内部は 3 層構造となっている。 

1 層目には，φ30μm の金属繊維からなるウェブを設置し，大粒径のエア

ロゾルやスクラバ水の飛沫を捕捉する。 

2 層目には，φ2μm の金属繊維焼結シートを設置し，小粒径のエアロゾ

ルを捕捉する。 

3 層目には，1 層目と同様にφ30μm の金属繊維からなるウェブを設置す

る。 

金属フィルタは，スクラバノズルから 5,038mm 上方に設置し，第 2.2.1

－6 図の金属フィルタレイアウトに示す位置に 128 本設置する。 

金属フィルタの材質については，腐食の発生を考慮し，SUS316L を用い

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－6 図 金属フィルタ 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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第 2.2.1－7 図 金属フィルタ（詳細） 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(4)   整流板 

第 2.2.1－8 図に整流板の配置図及び構造図を示す。 

整流板は，金属フィルタへのガスの流れを整流するため，金属フィルタ

の下方にある入口配管の支持鋼材に設置する。また，整流板は地震発生時

にスロッシングにより，スクラバ水の波面が金属フィルタに到達すること

も防止する。 

整流板にはパンチングメタルを用い，材質については，腐食の発生を考

慮し，SUS316L を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.1－8 図 整流板 

 

 

 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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2.2.1.3   スクラバ水 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)   必要水量 

フィルタ装置においてスクラビング機能を確保するため，待機時の水位

はスクラバノズル先端から 1000mm とする。スクラビング機能については，

水位が 500mm 以上あれば機能が確保される。また，フィルタ装置使用時に

は，フィルタ装置内での気泡の吹き上がりにより水位が上昇し,水位が

5000mm（代替格納容器圧力逃がし装置は 6000mm）まで上昇すれば金属フィ

ルタ下端に到達することから，上限水位を 2500mm（代替格納容器圧力逃が

し装置は 3000mm）として管理する。 

 

(2)   水質への要求事項 

フィルタ装置に内包するスクラバ水は，薬液（チオ硫酸ナトリウムと水

酸化ナトリウム）を溶解した水溶液としている。 

ガス状の無機よう素は，チオ硫酸ナトリウムによる下記の化学反応によ

り，よう素イオンとしてスクラバ水中で捕捉することにより，ベントガス

より除去される。なお，下記の化学反応による捕捉を安定させるためには，

スクラバ水の pH を７以上のアルカリ性に保つ必要があることから，スク

ラバ水には水酸化ナトリウムも溶解する。 

4I2+S2O3
2-+10OH- → 8I-+2SO4

2-+5H2O 

 

2.2.2   格納容器圧力逃がし装置系統構成 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の系統構成図を第 2.2.2－1 図に示す。フィルタ装置

入口弁以降を格納容器圧力逃がし装置の系統範囲としている。 

格納容器圧力逃がし装置は， 高使用温度は 200℃， 高使用圧力は

620kPa[gage]とする。なお，格納容器から格納容器圧力逃がし装置の間には，

不活性ガス系と耐圧強化ベント系のラインが設置されている。これらの 高使

用温度と 高使用圧力は，格納容器と同じ 171℃，310kPa[gage]であるが，格

納容器圧力逃がし装置の使用条件（200℃，620kPa[gage]）で機能を確保できる

ことを確認している。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の系統構成図を第 2.2.2－2 図に示す。格納容器

からの取り口以降を代替格納容器圧力逃がし装置の系統範囲としている。 

代替格納容器圧力逃がし装置は， 高使用温度は 200℃， 高使用圧力は

620kPa[gage]とする。 
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第 2.2.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置系統範囲図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.2－2 図 代替格納容器圧力逃がし装置系統範囲図 
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2.2.2.1   主配管 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の主配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 350A，400A 

・ フィルタ装置出口側 ： 500A 

【7 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 550A，400A 

・ フィルタ装置出口側 ： 500A 

主配管の口径については，格納容器圧力逃がし装置の容量（31.6kg/s）を満

足するのに十分になるように設定している。 

 

格納容器圧力逃がし装置の主配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 炭素鋼，フィルタ装置近傍はステンレス鋼 

・ フィルタ装置出口側 ： 炭素鋼 

【7 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 炭素鋼，フィルタ装置近傍はステンレス鋼 

・ フィルタ装置出口側 ： 炭素鋼 

フィルタ装置入口側の配管のうち，フィルタ装置近傍部については，スクラ

バ水による腐食の発生を考慮し，ステンレス鋼を用いる。 

また，主配管の耐圧強化ベント系の分岐から，フィルタ装置を介して，原子

炉建屋屋上に排気するまでのルーティングは，第 2.2.2.1－1 図から第 2.2.2.1

－8 図の通りとなる。 
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第 2.2.2.1－1 図 主配管ルート図（6 号炉 原子炉建屋 3 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.2.1－2 図 主配管ルート図（6 号炉 原子炉建屋 4 階） 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.2.2.1－3 図 主配管ルート図（6 号炉 屋外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.2.1－4 図 主配管ルート図（7 号炉 原子炉建屋 3 階） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.2.2.1－5 図 主配管ルート図（7 号炉 原子炉建屋 4 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.2.1－6 図 主配管ルート図（7 号炉 屋外） 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.2.2.1－7 図 主配管鳥瞰図（6 号炉） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.2.2.1－8 図 主配管鳥瞰図（7 号炉） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の主配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 400A 

・ フィルタ装置出口側 ： 500A 

【7 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 400A 

・ フィルタ装置出口側 ： 500A 

主配管の口径については，代替格納容器圧力逃がし装置の容量（31.6kg/s）

を満足するのに十分になるように設定している。 

 

代替格納容器圧力逃がし装置の主配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 炭素鋼，フィルタ装置近傍はステンレス鋼 

・ フィルタ装置出口側 ： 炭素鋼 

【7 号炉】 

・ フィルタ装置入口側 ： 炭素鋼，フィルタ装置近傍はステンレス鋼 

・ フィルタ装置出口側 ： 炭素鋼 

フィルタ装置入口側の配管のうち，フィルタ装置近傍部については，スクラ

バ水による腐食の発生を考慮し，ステンレス鋼を用いる。 
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2.2.2.2   主要弁等 

(1)   主要弁 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置に接続される配管には，一次隔離弁，二次隔離弁，

フィルタ装置入口弁の３台の弁が設置されている。一次隔離弁は不活性ガス

系に，二次隔離弁及びフィルタ装置入口弁は耐圧強化ベント系に設置されて

いる。一次隔離弁及び二次隔離弁は既設の弁である。フィルタ装置入口弁は，

格納容器圧力逃がし装置の設置に伴い新たに設置した弁である。フィルタ装

置入口弁の仕様は，一次隔離弁と同仕様のものを設置している。 

空気駆動弁である一次隔離弁及びフィルタ装置入口弁の構造を第 2.2.2.2

－1 図に示す。また，電動駆動弁である二次隔離弁の構造を第 2.2.2.2－2 図

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.2.2－1 図 空気駆動弁 
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第 2.2.2.2－2 図 電動駆動弁 

 

 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置に接続される配管には，一次隔離弁，二次隔離

弁の２台の弁が設置されている。これらの弁は，代替格納容器圧力逃がし装置

の設置に伴い新たに設置した弁である。一次隔離弁及び二次隔離弁は電動駆動

弁で同仕様のものを設置している。これらの弁の構造を第 2.2.2.2－2 図に示

す。 

 

(2)   圧力開放板 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置には，系統内を

窒素置換する際の大気との隔壁として，圧力開放板を設置する。 

この圧力開放板は，格納容器ベントの障害とならないよう，格納容器ベン

ト時の格納容器圧力と比較して十分低い圧力にて開放するよう設定している。

なお，開放設定圧力は，100kPa[gage]である。 

また，開放後には，圧力開放板部分での圧力損失が小さくなるよう，開放

断面積の大きい第 2.2.2.2－3 図の構造としている。 
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第 2.2.2.2-3 図 圧力開放板 

 

(3)   オリフィス 

【格納容器圧力逃がし装置】 

フィルタ装置出口側配管には，オリフィスを設置している。オリフィスの

穴径は以下の通り設定している。 

【6 号炉】 

・オリフィス穴径 ： φ260mm 

【7 号炉】 

・オリフィス穴径 ： φ245mm 

なお，オリフィスの穴径は，格納容器から原子炉建屋頂部に設置した放出

口までの配管の摩擦・局所圧損，フィルタ装置の圧損，オリフィスの圧損，

及び圧力開放板の圧損を考慮した場合に，格納容器が 620kPa[gage]でベント

した際に，格納容器圧力逃がし装置の容量である 31.6kg/s の水蒸気を通気で

きるように設定している。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

フィルタ装置出口側配管には，オリフィスを設置する。 

オリフィスの穴径は，格納容器から原子炉建屋頂部に設置した放出口まで

の配管の摩擦・局所圧損，フィルタ装置の圧損，オリフィスの圧損，及び圧

力開放板の圧損を考慮した場合において，格納容器が 620kPa[gage]でベント

した際に，代替格納容器圧力逃がし装置の容量である 31.6kg/s の水蒸気を通

気できるように設定する。 
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(4)   伸縮継手 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の主配管には，フィルタ装置入口側・フィルタ装

置出口側ともに，原子炉建屋と遮へい壁の渡り部に伸縮継手を設置している。 

伸縮継手の可動範囲は以下の通りとなる。 

【6 号炉】 

・フィルタ装置入口側 ： 上下左右前後方向に 300mm 

・フィルタ装置出口側 ： 上下左右前後方向に 300mm 

【7 号炉】 

・フィルタ装置入口側 ： 上下左右前後方向に 300mm 

・フィルタ装置出口側 ： 上下左右前後方向に 300mm 

なお，柏崎刈羽原子力発電所における基準地震動 Ss が作用した場合の，原

子炉建屋と遮へい壁の渡り部の相対変位について評価を実施しており，その

結果，地震時に生じる相対変位は６号炉，７号炉ともに水平方向に約 100mm，

鉛直方向に約 10mm であり，上記の伸縮継手の可動範囲と比較して十分小さな

値となることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.2.2-4 図 伸縮継手 

 

ベロー部材質：SUS316 
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2.3   附帯設備 

2.3.1   格納容器圧力逃がし装置電源設備 

2.3.1.1   概要 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後に必要な計測制御設備，

電動駆動弁，空気駆動弁用電磁弁，ドレンポンプを作動させるため，常設代替

直流電源設備（ＡＭ用直流 125V 蓄電池），非常用低圧母線より必要な電力を供

給する設計としている。 

格納容器圧力逃がし装置については，代替交流電源設備（ガスタービン発電

機，電源車）及び常設代替直流電源設備（ＡＭ用直流 125V 充電器，ＡＭ用直流

125V 蓄電池）から給電可能であり，全交流電源が喪失した場合でも監視，操作

できる設計としている。 

また，電源喪失時においても，電動駆動弁については，駆動部にエクステン

ションを設け，二次格納施設の外から人力による操作が可能な設計としている。

空気駆動弁については，二次格納施設の外から，ボンベを用いて操作するか，

ラチェットハンドルにより人力で操作することが可能な設計としている。 

2.3.1.2   電源供給負荷 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後に電源供給が必要な負荷

は，第 2.3.1.2－1 図及び第 2.3.1.2－1 表に示すとおりである。 
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第2.3.1.2－1表 格納容器圧力逃がし装置の電源供給負荷 

電源供給元  格納容器圧力逃がし装置の 

電源供給負荷 ６号炉 ７号炉 

① Ｓ／Ｃベント用出口隔離弁 

(原子炉格納容器一次隔離弁 

（サプレッション・チェンバ側）)

交流 120Vフィルタベント

無停電電源装置 

（MCC 6C-1-1，直流 125V

フィルタベント分電盤）

交流 120V フィルタベン

ト無停電電源装置 

（MCC 7C-1-1，直流 125V

フィルタベント分電盤）

② 耐圧強化ベント系 ＰＣＶベント

ラインフィルタベント側隔離弁 

（フィルタ装置入口弁） 

交流 120Vフィルタベント

無停電電源装置 

（MCC 6C-1-1，直流 125V

フィルタベント分電盤）

交流 120V フィルタベン

ト無停電電源装置 

（MCC 7C-1-1，直流 125V

フィルタベント分電盤）

③ ＰＣＶ耐圧強化ベント用連絡配管

隔離弁 

（原子炉格納容器二次隔離弁） 

MCC 6C-1-3 MCC 7C-1-3 

④ Ｄ／Ｗベント用出口隔離弁 

（原子炉格納容器一次隔離弁 

（ドライウェル側）） 

交流 120Vフィルタベント

無停電電源装置 

（MCC 6C-1-1，直流 125V

フィルタベント分電盤）

交流 120V フィルタベン

ト無停電電源装置 

（MCC 7C-1-1，直流 125V

フィルタベント分電盤）

ドレンポンプ（区分Ⅰ） 

（ドレン流量計含む） 

現場分電盤 

（MCC 6C-1-3） 

現場分電盤 

（MCC 7C-1-2） 

⑤ 

ドレンポンプ（区分Ⅱ） 

（ドレン流量計含む） 

現場分電盤 

（MCC 6D-1-2） 

現場分電盤 

（MCC 7D-1-2） 

－ 計測制御設備 

 

直流 125Vフィルタベント

分電盤 

（常設代替直流電源設備）

又は 

直流 125V 分電盤 6A-1 

直流 125V フィルタベン

ト分電盤 

（常設代替直流電源設備）

又は 

直流 125V 7A-1-1 

－ フィルタ装置水素濃度計 

（サンプルポンプを含む） 

交流 120V 中央制御室計

測用分電盤 6A 

（MCC 6C-1-8） 

交流120V中央制御室計測

用分電盤 7A-1 

（MCC 7C-1-7） 

－ フィルタ装置スクラバ水 pH 計 現場分電盤 

（MCC 6C-1-3） 

現場分電盤 

（MCC 7C-1-2） 
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【代替格納容器圧力逃がし装置】  

代替格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後に電源供給が必要な

負荷は，第 2.3.1.2－2 図及び第 2.3.1.2－2 表に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.1.2－2 図 代替格納容器圧力逃がし装置概略図 
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第2.3.1.2－2表 代替格納容器圧力逃がし装置の電源供給負荷 

電源供給元 
 

代替格納容器圧力逃がし装置の 

電源供給負荷 ６号炉 ７号炉 

① 地下式 FCVS 原子炉格納容器一次隔離弁

（サプレッション・チェンバ側） 

MCC 6C-1-1 MCC 7C-1-1 

② 地下式 FCVS 原子炉格納容器二次隔離弁

（サプレッション・チェンバ側） 

MCC 6C-1-1 MCC 7C-1-1 

③ 地下式 FCVS 原子炉格納容器一次隔離弁

（ドライウェル側） 

MCC 6C-1-1 MCC 7C-1-1 

④ 地下式 FCVS 原子炉格納容器二次隔離弁

（ドライウェル側） 

MCC 6C-1-1 MCC 7C-1-1 

ドレンポンプ（区分Ⅰ） 

（ドレン流量計含む） 

現場分電盤 

（MCC 6C-1-2）  

現場分電盤 

（MCC 7C-1-1） 

⑤ 

ドレンポンプ（区分Ⅱ） 

（ドレン流量計含む） 

現場分電盤 

（MCC 6D-1-3）  

現場分電盤 

（MCC 7D-1-1） 

－ 計測制御設備 直流 125V HPAC MCC 

（常設代替直流電源設備），

又は 

直流 125V 分電盤 6A-1 

直流 125V HPAC MCC 

（常設代替直流電源設備），

又は 

直流 125V 分電盤 7A-1-2A

－ フィルタ装置水素濃度計 

（サンプルポンプを含む） 

交流 120V 中央制御室計

測用分電盤 6A 

（MCC 6C-1-8） 

交流 120V 中央制御室計

測用分電盤 7A-1 

（MCC 7C-1-7） 

－ フィルタ装置スクラバ水 pH 計 現場分電盤 

（MCC 6C-1-2） 

現場分電盤 

（MCC 7C-1-1） 

 

2.3.1.3   単線結線図 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置電源設備の単線結線図は，第 2.3.1.3－1 図に示すと

おりである。 
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2.3.1.4   電源設備の多重性又は多様性及び独立性 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)   原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備用電源の多様性及び独

立性 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，設計基準事

故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ機能）及び当該系統の除

熱を行う原子炉補機冷却水系，原子炉補機冷却海水系に対し，多様性を確保

する設計としている。 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，区分Ⅰの非

常用電源から，残留熱除去系（格納容器スプレイ機能）（２系統）は，区分Ⅱ

／Ⅲの非常用電源から，各々供給されており，電源としては互いに独立性を

確保する設計としている。 

具体的には，区分分離された非常用電源は，基準地震動 Ss による地震力に

対して十分な耐震性を有している。区分Ⅰと区分Ⅱ／Ⅲの非常用電源盤が設

置されている電気品室については，位置的分散（第 2.3.1.4－1 図参照）を図

る設計としている。また，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃

がし装置用の電路については，電線管で布設され，感知，消火対策が施され

ていることから，単一火災により格納容器スプレイ機能と同時に機能喪失し

ない設計としている。また，区分Ⅰと区分Ⅱ／Ⅲの非常用電気品室及び計測

制御用電気品室は溢水防護区画により分離されていることから，溢水に対し

ても同時に機能喪失しない設計としている。 

 

(2)   格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置用電源の多重

性又は多様性及び独立性 

  格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置用電源について

は，24 時間の長期にわたる全交流電源喪失時においても機能が維持されるよ

う，区分Ⅰの直流電源から供給するものとする（第 2.3.1.3－1 図参照）。ま

た， 低限必要な動的機器（原子炉格納容器一次隔離弁，二次隔離弁，フィ

ルタ装置入口弁）は人力にて操作できる設計としている。 

  24 時間を超える格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装

置の運転において必要不可欠な動的機器であるドレンポンプ及び付属する流

量計については，単一故障を想定し二重化する設計としていることから，こ

の電源（交流）については各々区分Ⅰ，Ⅱの非常用電源から供給するものと

する（第 2.3.1.3－1 図参照）。区分Ⅰ及びⅡの非常用電源については，(1)

にて述べたとおり独立性を確保する設計としている。 

また，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の多重化

を図る計測制御設備については，電源（直流）の単一故障を想定し，同じ区
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分Ⅰではあるものの位置的分散（第 2.3.1.4－1 図参照）を図ると共に，電気

的分離を確保するために相互に接続されることのない措置を講じた蓄電池

（直流 125V 蓄電池 A：              ，ＡＭ用直流 125V 蓄電池：         ）

より供給していることから独立性を確保する設計としている（第 2.3.1.3－1

図参照）。 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.3.1.4-1 図 電源設備配置図

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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2.3.2   格納容器圧力逃がし装置計測制御設備 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

2.3.2.1   概要 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後に，系統の圧力とフィル

タ装置の水位を監視するため，圧力検出器と水位検出器を設置する。また，格

納容器圧力逃がし装置の入口及び出口配管に水素濃度検出器，フィルタ装置出

口に放射線検出器，フィルタ装置ドレン移送ラインにフィルタ装置ドレン流量

検出器，フィルタ装置スクラバ水の pH 検出器，フィルタ装置内金属フィルタの

差圧検出器を設置する。これらの監視パラメータは，中央制御室又は現場で監

視可能な設計としている。 

なお，代替格納容器圧力逃がし装置についても同様の設計としており，ここ

では代表として格納容器圧力逃がし装置の計測設備について記載する。 

 

2.3.2.2   計測設備の目的 

(1)   格納容器圧力逃がし装置の使用時の状態 

格納容器圧力逃がし装置の使用時の状態を以下の通り確認する設計とし

ている。 

a.格納容器内のガスがフィルタ装置へ導かれていることの確認：フィルタ

装置入口圧力，フィルタ装置出口放射線モニタ 

b.フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認：フィルタ装置水

位 

c.放出されるガスの放射線量の確認：フィルタ装置出口放射線モニタ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.2.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置 使用時の概略図 
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使用時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a.フィルタ装置の閉塞等によりガスの導入が妨げられていないこと 

フィルタ装置入口圧力計にて，格納容器ベント実施により待機圧力か

ら上昇した圧力が，格納容器圧力の低下に追従して低下傾向を示すこと

を確認することで把握できる。また，フィルタ装置出口放射線量率が初

期値から上昇することを計測することによりフィルタ装置が閉塞して

いないことを把握できる。 

 

b.フィルタ装置の除去性能が低下していないこと 

フィルタ装置水位計にて，水位が約 500mm～約 2500mm の間（2.2.1.3

参照）であることを確認することで把握できる。 

    

c.放出されるガスの放射線量の確認 

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口配管に内包さ

れる放射性物質から放射線量率を監視し，排出経路の放射性物質濃度を

評価することが可能である。 

 

(2)   格納容器圧力逃がし装置の待機時の状態 

格納容器圧力逃がし装置の待機時の状態を以下のとおり確認する設計

としている。 

a.フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認：フィルタ装置水

位 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認：フィルタ装置入口圧力，フィ

ルタ装置出口圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.2.2－2 図 格納容器圧力逃がし装置 待機時の概略図 

MO MO

MOMO

可燃性ガス濃度制御系

気水分離器より

主排気筒

二次格納施設 原子炉建屋

ボンベ

原

子

炉

圧

力

容

器

ドライウェル

サプレッション・

チェンバ

AO ・

H2E

水素濃度計

ボンベ

・

・

AO

AO

AO

AO

ボンベ

ボンベ

MO

・

AO

遠隔操作

PT

MO

MO

Ｎ2ベントライン

　　　圧力開放板

放射線モニタ

RE

PI

圧力計

放射線モニタ

RE6号炉

7号炉

AO

AO

パージ用排風機

原子炉区域・タービン区域

換気空調系へ

※6号炉と7号炉で

設置箇所が異なる

圧力計

Ｎ2供給ライン

非常用ガス処理系へ

pH

ｐＨ計

フィルタ

装置

LT

水位計

FE 流量計

ドレン

ポンプ

H2E

水素濃度計

DP

差圧計

よう素

フィルタ

原子炉建屋



-46- 

待機時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a.フィルタ装置の除去性能が低下していないこと 

フィルタ装置水位計にて，水位が約 500mm～約 2500mm の間（2.2.1.3

参照）であることを確認することで把握できる。 

 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 

フィルタ装置入口圧力計にて，封入した窒素圧力（0.01MPa[gage]以上）

を継続監視することによって配管内の不活性状態を把握できる。 

また，フィルタ装置出口圧力計にて，点検後の窒素置換操作を実施し

た際に，現場で圧力を監視することで，配管内が不活性状態になったこ

とを把握できる。 

 

(3)   格納容器圧力逃がし装置の使用後の状態 

格納容器圧力逃がし装置の使用後の状態を以下のとおり確認する設計と

している。 

a.フィルタ装置内スクラバ水の確認：フィルタ装置水位 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認：フィルタ装置入口圧力，フィ

ルタ装置水素濃度 

c.放出されるガスの放射線量の確認：フィルタ装置出口放射線モニタ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.2.2－3 図 格納容器圧力逃がし装置 使用後の概略図 
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使用後の状態が，以下の通り把握可能である。 

a.フィルタ装置内スクラバ水の確認 

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置内で捕捉した放射性物質の放

熱により，フィルタ装置内の水が蒸発することによる水位低下を把握で

きる。 

 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 

フィルタ装置入口圧力計及びフィルタ装置水素濃度計にて，配管内が

封入した窒素で正圧に維持されていること，また，配管内に水素が残留

していないことにより不活性状態が維持されていることを把握できる。 

 

c.放出されるガスの放射線量の確認 

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口配管に内包さ

れる放射性物質から放射線量率を監視し，排出経路の放射性物質濃度を

評価することが可能である。 

 

(4)   フィルタ装置の水位調整時の確認 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後に，フィルタ装置の

水位調整を以下のとおり確認する設計としている。 

a.フィルタ装置の水位調整の確認：フィルタ装置水位，フィルタ装置ドレ

ン流量 

b.フィルタ装置スクラバ水の水質管理：フィルタ装置水位，フィルタ装置

ドレン流量，フィルタ装置スクラバ水 pH 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.2.2－4 図 フィルタ装置 水位調整操作の概略図 
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フィルタ装置の水位調整時の確認として，以下の通り把握可能である。 

a.フィルタ装置の水位調整の確認 

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置の排水又は水張りを実施する

際に，フィルタ装置の水位が把握できる。また，フィルタ装置ドレン流

量計にて，排水操作を実施した際のタンクドレン量の把握ができる。 

 

b.フィルタ装置スクラバ水の水質管理（2.2.1.3 参照） 

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置の排水又は水張りを実施する

際に，フィルタ装置の水位が把握できると共に，必要な追加薬液量の把

握ができる。また，フィルタ装置ドレン流量計にて，排水操作を実施し

た際のタンクドレン量から，必要な追加薬液量の把握ができる。 

また，フィルタ装置へ薬液を補給する際に，スクラバ水の pH を把握

できる設計とする。 

 

(5)   想定される機能障害の把握 

格納容器圧力逃がし装置の使用時に，想定される機能障害を以下のとお

り確認する設計としている。 

a.フィルタ装置の閉塞：フィルタ装置入口圧力，フィルタ装置出口放射線 

モニタ 

b.金属フィルタの閉塞：金属フィルタ差圧，フィルタ装置入口圧力  

c.フィルタ装置入口配管の破断：フィルタ装置入口圧力，フィルタ装置出

口放射線モニタ 

d.フィルタ装置スクラバ水の漏えい：フィルタ装置水位 

 

格納容器圧力逃がし装置の使用時に，想定される機能障害の確認として，

以下の通り把握可能である。 

a.フィルタ装置の閉塞 

フィルタ装置入口圧力計にて，格納容器ベント実施により待機圧力か

ら上昇した圧力が，低下傾向を示さないことを確認することで，フィル

タ装置が閉塞していることを把握できる。また，フィルタ装置出口放射

線量率が初期値から上昇しないことを確認することにより把握できる。 

 

b.金属フィルタの閉塞 

  金属フィルタ差圧計にて，金属フィルタの閉塞状態を把握できる。な

お，フィルタ装置入口圧力計にて，金属フィルタの閉塞が進行し，フィ

ルタ装置入口圧力が上昇傾向を示すことを確認することで，金属フィル

タの閉塞状態を把握できる。 
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c.フィルタ装置入口配管の破断 

フィルタ装置入口圧力計にて，格納容器ベント実施により待機圧力か

ら上昇した圧力が低下傾向を示すが，フィルタ装置出口放射線量率が初

期値から上昇しないことを確認することにより把握できる。 

 

d.フィルタ装置スクラバ水の漏えい 

フィルタ装置水位計にて，タンクからのスクラバ水漏えいによるフィ

ルタ装置の水位低下を確認することで把握できる。 

 

2.3.2.3   計測設備の仕様について 

計測設備の概略構成図を第 2.3.2.3－1 図及び第 2.3.2.3－2 図，主要仕様を

第 2.3.2.3－1 表に示す。 
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第 2.3.2.3－1 表 格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の計測設備の監視パラメータ 

監視パラメータ※1 計測範囲 計測範囲の根拠 個数 監視場所※5 

フィルタ装置水位 

（格納容器圧力逃がし装置） 

0～6000mm スクラバノズル上端を計測範囲のゼロ点とし，フィルタ装置機能維持の

ための上限水位：約2500mm，下限水位：約500mmが計測可能な範囲とする。

2 中央制御室 

（緊急時対策所） 
① 

フィルタ装置水位 

（代替格納容器圧力逃がし装置） 

0～7000mm スクラバノズル上端を計測範囲のゼロ点とし，フィルタ装置機能維持の

ための上限水位：約3000mm，下限水位：約500mmが計測可能な範囲とする。

2 中央制御室 

（緊急時対策所） 

②フィルタ装置入口圧力 0～1.0MPa[gage] 以下の 2つの状態を計測可能な範囲とする。 

・格納容器ベント実施時に，格納容器圧力逃がし装置の 高圧力

（0.62MPa[gage]）が計測可能な範囲とする。 

・待機時に，窒素置換（約0.01MPa[gage]以上）が維持されていることを

計測可能な範囲とする。 

2*2 中央制御室 

現場 

（緊急時対策所） 

③フィルタ装置出口圧力 -0.1～0.2MPa[gage] 点検後の窒素置換操作を実施した際に，フィルタ装置出口の圧力開放板

の設定圧力（0.1MPa[gage]）を超えないことが計測可能な範囲とする。

1 現場 

④フィルタ装置出口放射線モニタ 10-2～105mSv/h 格納容器ベント実施時に，想定されるフィルタ装置出口の 大線量当量

率（約7×104mSv/h）を計測可能な範囲とする。 

2 中央制御室 

（緊急時対策所） 

⑤フィルタ装置水素濃度 0～100% 格納容器ベント停止後の窒素によるパージを実施し，フィルタ装置入口

及び出口配管内に滞留する水素濃度が可燃限界濃度（4%）以下であるこ

とを計測可能な範囲とする。 

2*3 中央制御室 

（緊急時対策所） 

⑥フィルタ装置ドレン流量 0～30m3/h ドレンポンプの定格流量（10m3/h）を計測可能な範囲とする。 2*4 現場 

⑦フィルタ装置スクラバ水pH pH0～14 フィルタ装置内スクラバ水のpHを計測可能な範囲とする。 1 現場 

⑧金属フィルタ差圧 0～50kPa  

 

 

 

 

 

1 中央制御室 

（緊急時対策所） 

※1 監視パラメータの数字は第 2.3.2.3－1 図及び第 2.3.2.3－2 図の丸数字に対応する。 

※2 中央制御室及び現場にそれぞれ１個 

※3 フィルタ装置入口及び出口側にそれぞれ１個 

※4 ドレンポンプ 2台に対してそれぞれ１個 

※5 代替格納容器圧力逃がし装置の監視場所についても同様の設計で計画中。なお，「（緊急時対策所）」については，緊急時対策所での監視も可能な設計としている。

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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2.3.2.4   格納容器圧力逃がし装置の計測設備の多重性又は多様性について 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備については，「2.3.2.2   計測設備の目的」

で記載した，使用時，待機時，使用後に各確認すべき項目の全てについて，計器の

単一故障を考慮しても監視可能とするため，多重性又は多様性を有している。 

上記の使用時，待機時，使用後に各確認すべき項目について，多重性又は多様性

を整理した結果を第 2.3.2.4－1 表に示す。 
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第 2.3.2.4－1 表 格納容器圧力逃がし装置の計測設備の多重性又は多様性について 

フィルタ装置の状態 確認すべき項目 計測設備 多重性又は多様性 

a.格納容器内のガスがフィルタ装置へ導かれていること 

の確認 

①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口放射線モニタ 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

b.フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認 ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り 

(1)格納容器圧力逃がし装置の使

用時 

c.放出されるガスの放射線量の確認 ①フィルタ装置出口放射線モニタ ①は多重性有り 

a.フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認 ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り (2)格納容器圧力逃がし装置の待

機時 b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口圧力計 

①②で多様性有り 

①は多重性有り 

a.フィルタ装置内スクラバ水の確認 ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置水素濃度計 

①②で多様性有り 

①は多重性有り 

②は入口と出口配管でそれ

ぞれ補完 

(3)格納容器圧力逃がし装置の使

用後 

c.放出されるガスの放射線量の確認 ①フィルタ装置出口放射線モニタ ①は多重性有り 

a.フィルタ装置の水位調整の確認 ①フィルタ装置水位計 

②フィルタ装置ドレン流量計 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

(4)フィルタ装置の水位調整時 

b.フィルタ装置スクラバ水の水質管理 ①フィルタ装置水位計 

②フィルタ装置ドレン流量計 

③フィルタ装置スクラバ水 pH 計 

①②③で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

a.フィルタ装置の閉塞 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口放射線モニタ 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

b.金属フィルタの閉塞 ①金属フィルタ差圧計 

②フィルタ装置入口圧力計 

①②で多様性有り 

②は多重性有り 

c.フィルタ装置入口配管の破断 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口放射線モニタ 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

(5)想定される機能障害 

d.フィルタ装置スクラバ水の漏えい ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り 
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2.3.3   格納容器圧力逃がし装置給水設備 

2.3.3.1   機能 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の使用時に，フィルタ装置の水位が低下した場合に，

外部からスクラバ水を補給できるよう，給水設備を設置する。 

2.3.3.2   設備構成及び仕様 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置における給水設備の系統構成を第 2.3.3.2－1 図に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.3.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置 給水設備系統図 

 

給水設備は，配管，手動弁，逆止弁よりなり，フィルタ装置の給水ノズルに

接続される。また，配管にはホース接続用の接続口を設置しており，消防車か

らのホースを接続できる構造としている。 

給水設備の配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 給水配管 ： 65A 

【7 号炉】 

・ 給水配管 ： 65A 
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また，給水設備の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 給水配管 ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ 給水配管 ： ステンレス鋼 

給水配管のルーティングについては，第 2.3.3.2－2 図，第 2.3.3.2－3 図の

通りとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.3.2－2 図 給水配管ルート図（6/7 号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.3.2－3 図 給水配管ルート図（6/7 号炉） 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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なお，消防車の吐出圧力は，0.85MPa[gage]（流量 120m3/h 以上）であり，フ

ィルタ装置内の圧力と比較して十分大きいことから，給水可能である。（フィル

タ装置内の圧力は第 3.2.2.2－5 図を参照） 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置における給水設備は，配管，手動弁，逆止弁よ

りなり，フィルタ装置の給水ノズルに接続される。また，配管にはホース接続

用の接続口を設置しており，消防車からのホースを接続できる構造としている。 

給水設備の配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 給水配管 ： 65A 

【7 号炉】 

・ 給水配管 ： 65A 

 

また，給水設備の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 給水配管 ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ 給水配管 ： ステンレス鋼 

 

2.3.4   格納容器圧力逃がし装置ドレン設備 

2.3.4.1   機能 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の使用時に，フィルタ装置の水位が上昇した場合，

もしくは格納容器圧力逃がし装置使用後にフィルタ装置のスクラバ水を格納容

器へ移送できるよう，ドレン設備を設置する。 

2.3.4.2   設備構成及び仕様 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置におけるドレン設備の系統構成を第 2.3.4.2－1 図

に示す。 
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第 2.3.4.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置 ドレン設備系統図 

 

ドレン設備は，配管，伸縮継手，手動弁，逆止弁，ポンプよりなり，フィル

タ装置のドレンノズル，及び可燃性ガス濃度制御系の気水分離器のドレンライ

ンに接続する。可燃性ガス濃度制御系のドレンラインは格納容器のサプレッシ

ョン・チェンバに接続されていることから，フィルタ装置のスクラバ水を格納

容器に移送することが可能である。 

ドレン設備の配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン配管 ： 50A 

【7 号炉】 

・ ドレン配管 ： 50A 

また，ドレン設備の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン配管 ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ ドレン配管 ： ステンレス鋼 

ドレン配管のルーティングについては，第 2.3.4.2－2 図から第 2.3.4.2－8

図の通りとなる。 
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第 2.3.4.2-2 図 ドレン配管ルート図（6 号炉） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.3.4.2-4 図 ドレン配管ルート図（6 号炉 原子炉建屋地下 1 階） 

 

第 2.3.4.2-3 図 ドレン配管ルート図（6 号炉） 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.3.4.2-5 図 ドレン配管ルート図（6 号炉 原子炉建屋地下 2 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.4.2-6 図 ドレン配管ルート図（7 号炉） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.3.4.2-7 図 ドレン配管ルート図（7 号炉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2.3.4.2-8 図 ドレン配管ルート図（7 号炉 原子炉建屋地下 1 階） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。



-63- 

ドレン設備の伸縮継手の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン設備伸縮継手 ： 50A 

【7 号炉】 

・ ドレン設備伸縮継手 ： 50A 

 

また，ドレン設備の伸縮継手の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン設備伸縮継手 ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ ドレン設備伸縮継手 ： ステンレス鋼 

 

ドレン設備のポンプは，格納容器圧力逃がし装置の運転中，停止中に依らず，

フィルタ装置内のスクラバ水を移送できるよう，下記の容量としている。また，

ドレン設備のポンプは 6 号炉と 7 号炉共に 2 台ずつ設置する。 

【6 号炉】 

・ ドレン設備ポンプ容量 ： 吐出量 10m3/h，揚程 50m 

【7 号炉】 

・ ドレン設備ポンプ容量 ： 吐出量 10m3/h，揚程 50m 

 

また，ドレン設備のポンプの耐圧部の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン設備ポンプ ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ ドレン設備ポンプ ： ステンレス鋼 
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置におけるドレン設備は，配管，手動弁，逆止弁，

ポンプよりなり，フィルタ装置のドレンノズル，及び格納容器のサプレッショ

ン・チェンバに接続する。このため，フィルタ装置のスクラバ水を格納容器に

移送することが可能である。 

 

ドレン設備の配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン配管 ： 65A，50A 

【7 号炉】 

・ ドレン配管 ： 65A，50A 

また，ドレン設備の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ ドレン配管 ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ ドレン配管 ： ステンレス鋼 

 

ドレン設備のポンプは，代替格納容器圧力逃がし装置の運転中，停止中によ

らず，フィルタ装置内のスクラバ水を移送できるよう設計する。また，ドレン

設備のポンプは 6 号炉と 7 号炉共に 2 台ずつ設置する。 
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2.3.5   格納容器圧力逃がし装置窒素パージ設備 

2.3.5.1   機能 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の待機中に系統内を窒素ガスで置換し，ベントガス

に含まれる水素による爆発を防止する。また，格納容器圧力逃がし装置の使用

後には，スクラバ水の放射線分解により発生し，系統内の頂部に溜まった水素

ガスを，窒素ガスにより系統外へ排出することにより，滞留水素による爆発を

防止する。 

2.3.5.2   設備構成及び仕様 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置における窒素パージ設備の系統構成を第 2.3.5.2－

1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.5.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置 窒素パージ設備系統図 

 

 

窒素パージ設備の配管の口径は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 窒素供給及びベント配管 ： 25A 

【7 号炉】 

・ 窒素供給及びベント配管 ： 25A 
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また，窒素パージ設備の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 窒素供給配管  ： ステンレス鋼および炭素鋼 

・ ベント配管   ： 炭素鋼 

【7 号炉】 

・ 窒素供給配管  ： ステンレス鋼および炭素鋼 

・ ベント配管   ： 炭素鋼 

窒素パージ配管のルーティングについては，第 2.3.5.2－2 図から第 2.3.5.2

－6 図の通りとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.5.2－2 図 窒素パージ配管ルート図（6 号炉 窒素供給配管） 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.3.5.2-3 図 窒素パージ配管ルート図（6 号炉 窒素供給配管） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.5.2-4 図 窒素パージ配管ルート図（6 号炉 窒素ベント配管） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 2.3.5.2-6 図 窒素パージ配管ルート図（7 号炉） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。

第 2.3.5.2-5 図 窒素パージ配管ルート図（7 号炉 窒素供給配管） 
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窒素ガスは，屋外に設置した接続口に可搬型の窒素供給装置を接続し，供給

する。窒素供給装置は，空気中から窒素を抽出し，高純度の窒素ガスを生成す

る。窒素供給装置量は，窒素ガス純度が 99%の場合において 70Nm3/h の生成能

力を有する。 

 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置における窒素パージ設備の配管の口径は，以下

の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 窒素供給及びベント配管 ： 25A 

【7 号炉】 

・ 窒素供給及びベント配管 ： 25A 

 

また，窒素パージ設備の配管の材質は，以下の通りとしている。 

【6 号炉】 

・ 窒素供給及びベント配管 ： ステンレス鋼 

【7 号炉】 

・ 窒素供給及びベント配管 ： ステンレス鋼 

 

窒素ガスは，屋外に設置した接続口に可搬型の窒素供給装置を接続し，供給

する。窒素供給装置は，空気中から窒素を抽出し，高純度の窒素ガスを生成す

る。窒素供給装置量は，窒素ガス純度が 99%の場合において 70Nm3/h の生成能

力を有する。 
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3． フィルタ装置の性能 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

3.1   フィルタ装置による放射性物質の除去原理 

3.1.1   粒子状放射性物質の除去原理 

3.1.1.1   水スクラバによる除去 

格納容器より排出されたガスは，格納容器圧力逃がし装置の給気配管を経て，

容器に到達し，スクラバノズルから容器内に噴出する。 

水スクラバは，ベントガスをスクラバ水中に噴射するスクラバノズルと，ス

クラバ水中の気泡を細分化するための気泡細分化装置で構成されている。 

水スクラバでは，下記の除去原理により粒子状物質を捕捉する。 

・ スクラバ水中でのベントガスの気泡に作用する加速度により，ベントガ

ス気泡中の粒子状放射性物質に慣性力が働き，粒子状放射性物質がスク

ラバ水と接触することで捕捉する。 

・ ベントガスの気泡中の粒子状放射性物質が重力沈降し，粒子状放射性物

質がスクラバ水と接触することで捕捉する。 

・ ベントガスの気泡中の粒子状放射性物質のブラウン運動により，粒子状

放射性物質がスクラバ水と接触することで捕捉する。 

・ スクラバ水中でベントガス気泡中の水蒸気が凝縮することにより，粒子

状放射性物質がスクラバ水と接触することで捕捉する。 

・ ベントガス気泡中の粒子状放射性物質の熱泳動により，粒子状放射性物

質がスクラバ水と接触することで捕捉される。 
 

 

なお，いずれの除去原理においても，スクラバ水中におけるベントガスの気

泡径が小さいほど，粒子状放射性物質とスクラバ水が接触しやすくなるため，

粒子状放射性物質の捕集効率が大きくなる。そのため，気泡細分化装置を設置

し，スクラバ水中におけるベントガス気泡を小さくする設計としている。 
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第 3.1.1－1 図 水スクラバによる除去原理（イメージ） 
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3.1.1.2   金属フィルタによる除去 

金属フィルタ（Metal Fiber Filter；以下，MFF）は，三層構造の金属繊維と

焼結シートの円筒状のフィルタにより構成される。この MFF では，下記のメカ

ニズムにより粒子状放射性物質を捕捉する。 

・ 粒子状放射性物質に働く慣性力により，ベントガスの流線から外れ，粒

子状放射性物質が MFF 繊維に接触することで捕捉する。 

・ 粒子状放射性物質のブラウン運動により，粒子状放射性物質が MFF 繊維

に接触することで捕捉する。 

・ 粒子状放射性物質が，MFF 繊維の隙間に付着することで捕捉する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.1.1－2 図 金属フィルタによる除去原理（イメージ） 
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3.1.2   ガス状放射性物質の除去原理 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

3.1.2.1   格納容器圧力逃がし装置へ流入するガス状放射性物質量の低減 

(1)   希ガス 

希ガスについては，格納容器圧力逃がし装置で除去できないことから，格納

容器内にできるだけ長くとどめ，放射能量を可能な限り時間減衰させることが，

環境中への希ガスの放出量を低減させるための有効な対策となる。 

このため，６号炉及び７号炉では，格納容器の圧力上昇を抑制し，格納容器

ベントの実施に至るまでの時間をできるだけ延ばすために，格納容器スプレイ

の実施や水源への補給等の対策を講じることとする。 

 

(2)   よう素 

サプレッション・プール水の pH 制御を行わない場合，サプレッション・プー

ル水中に取り込まれた粒子状よう素が，サプレッション・プール水中で無機よ

う素に変化（Ｉ－→Ｉ２）し，無機よう素の一部が時間をかけて有機よう素に変

化する（Ｉ２→ＣＨ３Ｉ）。一度生成された有機よう素は格納容器内で除去され

ることなく，格納容器圧力逃がし装置に流入する可能性がある。一方，サプレ

ッション・プール水の pH を７以上に維持した場合，サプレッション・プール水

中での無機よう素の生成が抑制されるため，有機よう素の生成量も抑制される。 

このため，よう素については，サプレッション・プール水の pH 制御を行い，

格納容器内での有機よう素の発生を抑制することが，環境中へのよう素の放出

量を低減させるための有効な対策となると考えられる。 

以上より，６号炉及び７号炉では，格納容器内での有機よう素の発生を抑制

するために，サプレッション・プール水の pH を７以上に制御するための対策を

講じることとする。 

格納容器圧力逃がし装置での無機よう素及び有機よう素の除去原理は次項に

示す通り。 

 

 

3.1.2.2   格納容器圧力逃がし装置での除去 

(1)   水スクラバによる除去 

フィルタ装置に内包するスクラバ水は，薬液（チオ硫酸ナトリウムと水酸化

ナトリウム）を溶解した水溶液としている。 

ガス状の無機よう素は，チオ硫酸ナトリウムによる下記の化学反応により，

よう素イオンとしてスクラバ水中に捕捉することにより，ベントガスより除去

する。なお，下記の化学反応による捕捉を安定させるためには，スクラバ水の

pH をアルカリ性に保つ必要があることから，スクラバ水には水酸化ナトリウム
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も溶解する。 

4I2+S2O3
2-+10OH- → 8I-+2SO4

2-+5H2O 

 

(2)   吸着材による除去 

よう素フィルタは銀ゼオライト吸着材により，ガス状の有機よう素及び無機

よう素をよう化銀として吸着材の中に取り込むことにより，ベントガスより除

去する。 
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3.2   性能検証 

3.2.1   性能検証試験の概要 

3.2.1.1   試験設備の概要 

格納容器ベント実施時に，格納容器圧力逃がし装置が必要な性能を達成でき

ていることを確認するため，格納容器圧力逃がし装置を模擬した試験装置を用

いて性能確認試験を実施した。 

試験の概要を第 3.2.1.1－1 図に示す。格納容器圧力逃がし装置を模擬した試

験フィルタに，コンプレッサからの空気に粒子状放射性物質を模擬した微粒子

（エアロゾル）を混入して送気する。試験フィルタの前後にエアロゾル計測装

置を設置して微粒子の個数を計測し，試験フィルタの DF を算出する。 

試験フィルタは，直径0.35m，高さ4mの容器であり，断面積が実機の約1/140，

高さが実機の約 1/2 のスケールである。この容器の中に実機と同じノズル（1

本），気泡細分化装置，金属フィルタ（1 本）を設置している。高さが実機の 1/2

となっているが，実機より容器の高さが小さい分，装置の性能には影響を及ぼ

さない気相部の寸法を短縮している。それ以外の性能に影響を及ぼす気泡細分

化装置の高さや，金属フィルタの長さについては，実機と同一となるようにし

ている。 

コンプレッサは，実機にて想定される 大の体積流量の 1/140 の流量を発生

させるのに十分な容量としている。 

微粒子発生装置では，格納容器ベント時に想定される粒子径に近い径の粒子

を発生させる。粒子の種類は，PSL（ポリスチレン製標準粒子），TiO2，Fe2O3を

選定している。 

エアロゾル計測装置は，試験微粒子を高精度で計測するため，レーザー光散

乱の計測原理を用いた計測装置と，電気移動度分級とレーザー光散乱の計測原

理による計測装置を選定している。 
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3.2.1.2   試験条件とその設定根拠 

格納容器ベント実施時のフィルタベント装置の性能を確認するため，フィル

タベント装置の性能への影響が大きいパラメータとして，スクラバ水位，スク

ラバ水温，及び，ベントガス流量を設定した。 

スクラバ水の水位は，ベントガス水蒸気の凝縮や，スクラバ水に捕捉された

放射性物質の崩壊熱による蒸発により，ベント実施中に変動する。 

スクラバ水温は，高温のベントガスの流入や，スクラバ水に捕捉された放射

性物質の崩壊熱による発熱により，ベント実施中に変動する。 

ベントガス流量は，原子炉格納容器の圧力に応じて，ベント実施中に変動す

る。 

これらの変動パラメータと粒子状放射性物質の捕捉メカニズムとの関係を以

下に示す。また，これらの影響を考慮した DF 計測試験の条件を第 3.2.1－1 表

に示す。 

(1)   水スクラバ部 

a． ベントガス噴射直後域 

(a)   ベントガス噴射直後のガス速度急減速により粒子に生じる慣性力 

ガス流量：流量が大きいほど減速の加速度が大きく DF は上がる。 

(b)   ベントガス中の水蒸気の凝縮 

水温：水温が高いほど水蒸気の凝縮量は小さくなるため，DF は下

がる。 

b． ベントガス浮上域 

(a)   ベントガス浮上中の動きに伴う加速度により，粒子生じる慣性力 

水位：水位が高いほど，水中滞留時間が長くなり，DF は上がる。 

(b)   粒子の重力沈降やブラウン拡散 

水位：水位が高いほど，水中滞留時間が長くなり，DF は上がる。 

ガス流量：流量が大きいほど，水中滞留が短くなり，DF は下がる。 

(c)   ベントガス中の水蒸気の凝縮 

水温：水温が高いほど水蒸気の凝縮量は小さくなるため，DF は下

がる。 

(d)   粒子の熱泳動 

水温：水温が高いほど熱泳動速度は小さくなるため，DF は下がる。 
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第 3.2.1.2－1 図 水スクラバ部の捕捉メカニズム 

 

ノズル

：粒子状放射性物質（Cs等）：粒子状放射性物質（Cs等）

ベントガス（気泡）ベントガス（気泡）

◆ ベントガス噴射直後域

◆ ベントガス浮上域

慣性

重力沈降

ブラウン拡散

慣性

蒸気凝縮

蒸気凝縮

熱泳動
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(2)   金属フィルタ部 

(a)   粒子に生じる慣性力 

ガス流量：流量が大きいほど慣性力は大きく，DF は上がる。 

(b)   ブラウン拡散 

ガス流量：流量が大きいほど，フィルタ内での滞留が短くなり，

DF は下がるが，格納容器圧力逃がし装置で想定される

粒子径の存在領域では，ブラウン拡散の DF 効果はほぼ

無い。 

(c)   金属フィルタ繊維の隙間への粒子の付着 

粒子の大きさに依存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.1.2－2 図 金属フィルタ部の捕捉メカニズム 

 

 

 

 

金属フィルタ繊維金属フィルタ繊維

：粒子状放射性物質（Cs等）：粒子状放射性物質（Cs等）

金属フィルタ繊維金属フィルタ繊維

：ガスの流れ

ガスの流れガスの流れ

金属フィルタ繊維

約 2μm

慣性

さえぎり

ブラウン拡散

流線
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第 3.2.1－1 表 DF 計測試験条件 

 水スクラバ部 金属フィルタ部 試験パラメータ 

水位 水位が高いほど DF

は大きい 

－ フィルタベント装置使用

中，水位は 1m 以上である

ため，1m として設置 

水温 水温が高いほど凝

縮や熱泳動による

DF は小さい 

－ 水温は常温として設定す

るが，試験用のガスとし

て，凝縮や熱泳動による効

果を見込めない非凝縮性

のガスである空気を用い

る 

ガス流量 捕捉メカニズムに

より，ガス流量が大

きいほど DF が大き

くなるケースと DF

が小さくなるケー

スのいずれもある 

ガス流量が大きい

ほど DF は大きい 

実機における2Pd時相当流

量（約 33000m3/h），1Pd 時

相当流量（27000m3/h），

小流量相当（13500m3/h）

の3パターンの流量を設定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



-81- 

3.2.2   粒子状放射性物質の除去性能 

3.2.2.1   想定されるエアロゾル 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)   想定事故シナリオ 

粒子状放射性物質の除去性能を確認する上で想定する事故シナリオとし

て，炉心損傷が発生する大破断ＬＯＣＡ＋全交流動力電源喪失＋全ＥＣＣ

Ｓ機能喪失シナリオを選定する。 

 

a． 事象の概要 

(a)   大破断ＬＯＣＡが発生し，格納容器内に冷却材が大量に漏えいす

る。 

(b)   更に非常用炉心冷却系（ＥＣＣＳ）喪失，全交流動力電源喪失（Ｓ

ＢＯ）を想定するため，原子炉圧力容器への注水が出来ず炉心損傷

に至る。2 時間後に低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器

への注水を開始することで，原子炉圧力容器破損は回避される。 

(c)   その後，原子炉圧力容器への注水及び格納容器へのスプレイを実

施するが，事象発生から約 25 時間後に格納容器圧力が限界圧力に到

達し，格納容器圧力逃がし装置を用いたベントを実施する。 

 

b． 想定事故シナリオ選定のフロー 

想定事故シナリオ選定については，事故のきっかけとなる起因事象の

選定を行い，起因事象に基づく事故シナリオの抽出および分類を行う。

その後，重大事故等対策の有効性評価および事故シナリオの選定を行う。 

(a)   起因事象の選定 

プラントに影響を与える事象について，内部で発生する事象と外

部で発生する事象（地震，津波，その他自然現象）をそれぞれ分析

し，事故のきっかけとなる事象（起因事象）について選定する。 

プラント内部で発生する事象については，プラントの外乱となる

事象として，従前より許認可解析の対象としてきた事象である運転

時の異常な過渡変化（外部電源喪失等）および設計基準事故（原子

炉冷却材喪失等）を選定する。また，原子炉の運転に影響を与える

事象として，非常用交流電源母線の故障，原子炉補機冷却系の故障

等を選定する。 

プラント外部で発生する事象については，地震，津波，及び，地

震・津波以外の自然現象の約 40 事象から，地域性等を考慮して 6

事象（強風，竜巻，火山，落雷，積雪，低温）を選定する。また，

設計基準を大幅に超える規模の事象発生を想定した上で，プラント
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に有意な頻度で影響を与えると考えられる場合は，考慮すべき起因

事象とする。 

(b)   起因事象に基づく事故シナリオの抽出及び分類 

イベントツリー等により，事故のきっかけとなる事象（起因事象）

を出発点に，事象がどのように進展して 終状態に至るかを，安全

機能を有する系統の動作の成否を分岐として樹形状に展開し，事故

シナリオを漏れなく抽出する。 

抽出した事故シナリオを事故進展の特徴によって，第 3.2.2.1－1

表のとおりグループ別に分類する。 

 

第 3.2.2.1－1 表 運転中の炉心損傷に係る事故シナリオグループ 

 

(c)   重大事故等対策の有効性評価及び事故シナリオの選定 

(b)で分類した事故シナリオのうち，出力運転中の原子炉における

高圧・低圧注水機能喪失，高圧注水・減圧機能喪失，全交流動力電

源喪失，崩壊熱除去機能喪失，原子炉停止機能喪失については，炉

心損傷に至らない。 

一方，ＬＯＣＡ時注水機能喪失については，重大事故等対処施設 

が機能しても炉心損傷を避けられず，炉心損傷後の格納容器ベント

の実施が必要となる。 

 

以上より，ＬＯＣＡ時注水機能喪失を想定事故シナリオとして選定した。 

運転中の炉心損傷に係

る事故シナリオグルー

プ 

概要 

崩壊熱除去機能喪失 

 

崩壊熱の除去に失敗して炉心損傷に至るグル

ープ 

高圧・低圧注水機能喪失

 

低圧注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

高圧注水・減圧機能喪失

 

高圧注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

全交流動力電源喪失 

 

電源を失うことにより炉心損傷に至るグルー

プ 

原子炉停止機能喪失 

 

止める機能を喪失して炉心損傷に至るグルー

プ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪

失 

ＬＯＣＡ時に注水に失敗して炉心損傷に至る

グループ 
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なお，想定事故シナリオにおいてはサプレッション・チェンバの排気ラ

インを使用したベント（以下，W/W ベントという）を実施した場合と，ド

ライウェルの排気ラインを使用したベント（以下，D/W ベントという）を

実施した場合の両方を想定するものとする。 

また，発生するエアロゾルの量や粒径分布の不確かさを考慮しても格納

容器圧力逃がし装置が性能を発揮できることを確認するために，原子炉圧

力容器が破損するケース（高圧・低圧注水機能喪失シナリオでさらに事象

が進展し，炉心損傷及び原子炉圧力容器破損した後に D/W ベントを実施し

た場合）（※1）についても参考として示す。 

 

※1  高圧・低圧注水機能喪失シナリオを選定した理由 

第 3.2.2.1-1 表に示す各事故シナリオグループのうち，崩壊熱除去機

能喪失シナリオ及び原子炉停止機能喪失シナリオは，仮に重大事故等対

処施設の機能喪失又は機能が遅延した場合，炉心損傷より先に格納容器

の過圧破損に至ることから，格納容器圧力逃がし装置の性能に期待でき

ない。 

また，高圧注水・減圧機能喪失シナリオ及び全交流動力電源喪失シナ

リオは，仮に重大事故等対処施設の機能喪失又は機能が遅延した場合，

原子炉圧力容器が高圧状態で破損に至り，格納容器雰囲気直接加熱が発

生すると格納容器の過温破損に至る。この場合についても，同様に格納

容器圧力逃がし装置の性能に期待できない。 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失シナリオについても，仮に重大事故等対処施

設の機能喪失又は機能が遅延し，原子炉圧力容器が破損すると，格納容

器の過温破損に至ることから，同様に格納容器圧力逃がし装置の性能に

期待できない。 

以上より，第 3.2.2.1-1 表に示す各事故シナリオグループのうち，重

大事故等対処施設の機能喪失又は機能の遅延により，炉心損傷及び原子

炉圧力容器破損した後に D/W ベントを実施した場合を想定し，格納容器

圧力逃がし装置の性能を確認するシナリオとして，高圧・低圧注水機能

喪失シナリオを選定した。 

高圧・低圧注水機能喪失シナリオは，重大事故等対処施設が機能すれ

ば，炉心損傷に至らず事象が収束するが，ここでは，原子炉圧力容器内

への注水に失敗し，さらに溶融炉心・コンクリート相互作用が発生した

場合の影響も見るため，あえて原子炉圧力容器破損前の格納容器下部へ

の水張りも行わない状態を想定する。また，原子炉圧力容器が破損して

溶融炉心が格納容器下部に落下した後は，格納容器下部への注水を行っ

た後に D/W ベントを実施するものとする。 
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(2)   発生するエアロゾルの種類 

格納容器ベント実施時には，核分裂生成物（安定核種を含む）やコンク

リート，構造材の一部が格納容器圧力逃がし装置に流入する。これらは格

納容器圧力逃がし装置に流入する際は，希ガスや気体状のよう素を除き，

固体（エアロゾル粒子）として存在する。 

想定するエアロゾルの種類，及び，想定事故シナリオ（W/W ベント）時

に格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子状物質量を第 3.2.2.1－2 表に

示す。 

また，想定事故シナリオ（D/W ベント）時や，原子炉圧力容器が破損す

るケースで格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子状物質量を第

3.2.2.1-3 表に示す。 

第 3.2.2.1-3 表に示すとおり，格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子

状物質量は，想定事故シナリオ（D/W ベント）に比べ，原子炉圧力容器が

破損するケースの方が少なくなっている。これは，以下の違いによるもの

と考えられる。  

想定事故シナリオ（D/W ベント）はＬＯＣＡを想定しているため，炉心

から放出された粒子状物質は破断配管から直接格納容器空間部に放出され

る。一方，原子炉圧力容器が破損するケースは原子炉圧力容器の減圧に成

功することを想定しているため，炉心から放出された粒子状物質の大部分

はまず主蒸気逃がし安全弁の排気ラインを介しサプレッション・チェンバ

に排気される。サプレッション・チェンバに排気された粒子状物質は，サ

プレッション・プール水で除去された後に格納容器気相部に移行する。 

また，原子炉圧力容器が破損するケースでは，燃料デブリが格納容器下

部に落下するが，格納容器下部に直接注水することで燃料デブリは冠水さ

れる。格納容器下部の燃料デブリからは粒子状物質が放出されるが，粒子

状物質は格納容器空間部に移行する前に水により除去される。 

以上のことが，格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子状物質量が，想

定事故シナリオ（D/W ベント）時に比べ，原子炉圧力容器が破損するケー

スの方が少ない要因となっていると考えられる。 
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第 3.2.2.1－2 表 想定するエアロゾルの種類及び想定シナリオ（W/W ベント）

時に格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子状物質量 

 

核種グループ 
各核種グループに対応

する主な化学物質例 

事故直後炉心内内蔵量 

（安定核種を含む）※１

格納容器圧力逃がし装置

に流入する粒子状物質量 

（安定核種を含む）※２ 

希ガス Xe , Kr  - 

CsI CsI  約 3.3×10-4kg 

TeO2，Te2 TeO2 ， Te2  約 5.9×10-5kg 

SrO SrO  約 5.8×10-5kg 

MoO2 MoO2  約 2.8×10-5kg 

CsOH CsOH , RbOH  約 2.2×10-3kg 

BaO BaO  約 8.1×10-5kg 

La2O3 
La2O3 , Pr2O3 , Nd2O3 , 

Sm2O3 , Y2O3 
 約 4.3×10-6kg 

CeO2 CeO2  約 4.4×10-6kg 

Sb Sb  約 2.1×10-6kg 

UO2 UO2 , NpO2 , PuO2  0kg 

コンクリート/

構造材 
- - 約 6.5×10-3kg 

※1 核種毎の重量を ORIGEN コードを用いて評価し，その結果に基づき MAAP コードにより評

価した値 

※2 事故直後炉心内内蔵量と放出割合（MAAP コードと NUREG-1465 の知見を用いて評価）を

用いて評価した値 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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第 3.2.2.1-3 表 想定事故シナリオ（D/W ベント）時及び原子炉圧力容

器が破損するケース時に格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子状物質量 

核種グループ 
格納容器圧力逃がし装置に流入する粒子状物質量 

（安定核種を含む）※１ 

 

想定事故シナリオ 

（大破断ＬＯＣＡ＋全交流動力

電源喪失＋全ＥＣＣＳ機能喪

失シナリオ） 

（D/W ベント） 

原子炉圧力容器が破損するケ

ース 

（高圧・低圧注水機能喪失シ

ナリオ） 

（D/W ベント） 

希ガス - - 

CsI 約 1.7×10-3kg 約 1.4×10-3kg 

TeO2，Te2 約 5.0×10-2kg 約 1.5×10-4kg 

SrO 約 4.9×10-2kg 約 1.5×10-4kg 

MoO2 約 2.4×10-2kg 約 6.8×10-5kg 

CsOH 約 2.0×10+0kg 約 4.8×10-3kg 

BaO 約 6.8×10-2kg 約 2.0×10-4kg 

La2O3 約 3.6×10-3kg 約 1.1×10-5kg 

CeO2 約 3.7×10-3kg 約 1.1×10-5kg 

Sb 約 1.8×10-3kg 約 5.0×10-6kg 

UO2 0kg 0kg 

コンクリート/

構造材 
約 2.1×10-2kg 約 5.0×10-3kg 

※１ 事故直後炉心内内蔵量と放出割合（MAAP コードと NUREG-1465 の知見を用いて評価）を

用いて評価した値
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a． 炉心状態の想定 

格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾルを評価する際は，炉心

状態として平衡炉心（サイクル末期）を想定している。 

以下の(a)，(b）に示す通り，平衡炉心（サイクル末期）を想定して格

納容器圧力逃がし装置に流入する核分裂生成物量を評価することで，そ

の他の炉心状態を想定した場合の流入量を包絡することができる。 

以上のことから，格納容器圧力逃がし装置に流入する核分裂生成物量

の評価を行う際，炉心状態として平衡炉心（サイクル末期）を想定する

ことは妥当であると考えられる。 

 

(a)   事故直後における炉内の核分裂生成物内蔵量 

事故直後における炉内の核分裂生成物内蔵量は，平衡炉心の燃焼

サイクル末期を想定して評価を実施している。 

核分裂生成物（エアロゾル粒子として放出される可能性のある核

分裂生成物も含む）の量は，運転が進み燃焼度が大きくなるに従い

多くなる。 

平衡炉心（サイクル末期）の燃焼度は，その他の炉心状態（初期

装荷炉心や取替炉心）の燃焼度に比べ大きいため，平衡炉心（サイ

クル末期）の炉内の核分裂生成物内蔵量は，その他の炉心状態の核

分裂生成物内蔵量を包絡する値を示す。 

 

(b)   崩壊熱 

燃料デブリからの放射性物質の放出割合は，崩壊熱が大きいほど

多くなり，崩壊熱は，核分裂生成物内蔵量が多いほど大きくなる。

(a)と同様の理由により，平衡炉心（サイクル末期）の崩壊熱はその

他の炉心状態の崩壊熱を包絡する値を示す。このため，平衡炉心（サ

イクル末期）を想定した場合の，燃料デブリからの放射性物質の放

出割合は，他の炉心状態を想定した場合の放出割合を包絡する値を

示す。 

 

b． 評価に用いる放出割合 

格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾル量は，事故直後の炉心

内内蔵量と，格納容器圧力逃がし装置への放出割合（事故直後の炉心内

内蔵量に対する割合）を用いて評価している。 

事故直後の炉心内内蔵量は，ORIGEN コードを用いて評価した核種毎の

重量に基づき，MAAP コードにより評価しており，放出割合は，MAAP コー

ドと NUREG-1465 の知見を利用し評価している。 

MAAP コードでは，格納容器内における振る舞いの違い（揮発のし易さ
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の違い等）を考慮し，放射性物質を複数の MAAP 核種グループに分類して

おり，格納容器圧力逃がし装置への放出割合を MAAP 核種グループ毎に評

価している。 

大破断ＬＯＣＡ＋全交流動力電源喪失＋全ＥＣＣＳ機能喪失シナリオ

（W/W ベント）での MAAP 解析による放出割合の評価結果（事故発生から

168 時間後時点）を第 3.2.2.1－4 表に示す。ただし，以下に示す通り，

第 3.2.2.1－4 表の値は格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾル

量の評価に使用していない。 

第 3.2.2.1－4 表によると，高揮発性核種（CsI や CsOH）の放出割合（10-6

オーダー）と比べ，中・低揮発性核種の放出割合が極めて大きい（10-3

オーダー）という結果となっている。 

一方， TMI 事故や福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故

が起こった場合に も多く放出される粒子状の物質は，よう素やセシウ

ム等の高揮発性の物質であり，中・低揮発性の物質の放出量は高揮発性

の物質と比べ少量であることが分かっている。 

第 3.2.2.1－5 表は，TMI 事故後に評価された放射性核種の場所毎の存

在量であるが，希ガスや高揮発性核種（セシウムやよう素）が原子炉圧

力容器外に全量の内半分程度放出されている一方で，中・低揮発性核種

はほぼ全量が原子炉圧力容器内に保持されているという評価となってい

る。 

また，第 3.2.2.1－6 表は，福島第一原子力発電所事故後に実施された

発電所敷地内の土壌中放射性核種のサンプリング結果であるが， も多

く検出されているのは高揮発性核種（セシウムやよう素）であり，多く

の中・低揮発性核種は不検出という結果となっている。 

第 3.2.2.1－4 表の評価結果は，これらの観測事実と整合が取れていな

い。これは，大破断ＬＯＣＡ＋全交流動力電源喪失＋全ＥＣＣＳ機能喪

失シナリオにおいては，MAAP 解析が中・低揮発性核種の放出割合を過度

に大きく評価しているためであると考えられる。 

MAAP 解析の持つ保守性としては，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が

固化した後でも，燃料デブリ表面からの放射性物質の放出評価において

溶融プール中心部の温度を参照し放出量を評価していることや，炉心冠

水時において燃料デブリ上部の水によるスクラビング効果を考慮してい

ないことが挙げられる。 

なお，高揮発性核種（セシウムやよう素）については，炉心溶融初期

に炉心外に放出されるため，上述の保守性の影響は受けないものとする。 

以上のことから，大破断ＬＯＣＡ＋全交流動力電源喪失＋全ＥＣＣＳ

機能喪失シナリオにおいて中・低揮発性核種の放出割合を評価する際，

単に MAAP 解析による放出量の評価結果を採用すると，放出割合として過
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度に保守的な評価を与える可能性があるため，他の手法を用いた評価が

必要になると考えられる。 

そこで，格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾル量を評価する

際は，MAAP 解析による放出量の評価結果以外に，海外での規制等にも活

用されている NUREG-1465（米国の原子力規制委員会（ＮＲＣ）で整備さ

れたものであり，米国でもシビアアクシデント時の典型的な例として，

中央制御室の居住性等の様々な評価で使用されている）の知見を利用す

るものとした。このことにより，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故

の実態により見合った評価が可能となる。NUREG-1465 の知見を利用した

場合の放出割合の評価結果を第 3.2.2.1－7 表に示す。 

各 MAAP 核種グループの放出割合の具体的な評価手法は以下に示す通

り。 

 

(a)   希ガスグループ，CsI グループ，CsOH グループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，MAAP 解析の

結果得られた放出割合を採用する。 

なお，Csの放出割合は，CsIグループとCsOHグループの放出割合，

及び，I 元素と Cs 元素の原子炉停止直後の炉心内内蔵重量より，以

下の式を用いて評価する。 

 

FCs(T)= FCsOH(T)+ MI/MCs × WCs/WI × (FCsI(T)– FCsOH(T)) 

 

ここで， 

FCs ：時刻 T におけるセシウムの放出割合 

FCsOH：時刻 T における CsOH グループの放出割合 

FCsI：時刻 T における CsI グループの放出割合 

MI  ：停止直後の I 元素の炉心内内蔵重量 

MCs ：停止直後の Cs 元素の炉心内内蔵重量 

WI ：I の分子量       WCs ：Cs の分子量 

 

(b)   それ以外の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，MAAP 解析の結果得られ

た放出割合は採用せず，MAAP 解析の結果から得られた Cs の放出割

合と，希ガスグループの放出割合，及び，NUREG-1465 の知見を利用

し放出割合を評価する。 

ここで，放出割合の経時的な振る舞いは希ガスと同一（※１）と

し，Cs の放出割合に対する当該核種グループの放出割合の比率は，

168 時間経過時点において，NUREG-1465 で得られた比率に等しいと
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して，以下の評価式に基づき評価した。第 3.2.2.1－8 表に，

NUREG-1465 で評価された格納容器内への放出割合を示す。 

 

Fi(T) = Fnoble gass(T) × γi/γCs × FCs(168hr)/Fnoble gass(168hr) 

 

Fi(T)：時刻 T における i 番目の MAAP 核種グループの放出割合 

Fnoble gass(T)：時刻 T における希ガスグループの放出割合 

γi：NUREG-1465 における i 番目の MAAP 核種グループに相当する核

種グループの格納容器への放出割合 

γCs：NUREG-1465 における Cs に相当する核種グループの格納容器へ

の放出割合 

 

※ １ 中・低揮発性の核種グループは，事故初期の燃料が高温となっていると

き以外は殆ど燃料外に放出されないものと考えられる。そのため，ベント後

の燃料からの追加放出はほとんど無く，事故初期に格納容器内に放出され，

格納容器気相部に浮遊しているものだけが大気中に放出され得ると考えら

れる。 

ベントに伴い低揮発性核種は格納容器気相部からベントラインに流入す

るが，その流入の仕方，すなわち放出割合の経時的な振る舞いは，同じく格

納容器気相部に浮遊しており壁面等からの追加放出がない希ガスの放出割

合の振る舞いに近いと考えられる。 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割

合」は，「各時刻における希ガスグループの放出割合」に比例するものとし

た。 
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第 3.2.2.1－4 表 MAAP 解析による放出割合の評価結果（エアロゾル量の評価に 

使用しない） 

核種グループ 格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

（事故発生から 168 時間後時点,格納容器圧

力逃がし装置に流入するエアロゾル量の評

価には使用しない） 

希ガス 約 9.6×10-1 

CsI 約 5.7×10-6 

TeO2 約 4.4×10-6 

SrO 約 4.6×10-4 

MoO2 約 5.6×10-6 

CsOH 約 4.6×10-6 

BaO 約 2.5×10-5 

La2O3 約 2.2×10-3 

CeO2 約 2.1×10-3 

Sb 約 1.7×10-4 
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第 3.2.2.1－5 表 TMI 事故後に評価された放射性核種の場所毎の存在量 

 
出典：TMI-2 号機の調査研究成果（渡会偵祐，井上康，桝田藤夫 日本原子力学 

会誌 Vol.32,No.4(1990)） 

 

 

 

第 3.2.2.1－6 表 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中 

の放射性核種 

 
   出典：東京電力 HP（http://www.tepco.co.jp/cc/press/11040609-j.html） 
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第 3.2.2.1－7 表 格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾル量を評価す

る際に使用する放出割合 

核種グループ 格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

（事故発生から 168 時間後時点） 

希ガス 約 9.6×10-1 

CsI 約 5.7×10-6 

TeO2 約 9.3×10-7 

SrO 約 3.7×10-7 

MoO2 約 4.7×10-8 

CsOH 約 4.6×10-6 

BaO 約 3.7×10-7 

La2O3 約 3.7×10-9 

CeO2 約 9.3×10-9 

Sb 約 9.3×10-7 

 

 

 

第 3.2.2.1－8 表  NUREG-1465 での格納容器内への放出割合 

核種グループ 格納容器への放出割合 ※１ 

Cs 0.25 

TeO2，Sb 0.05 

SrO，BaO 0.02 

MoO2 0.0025 

CeO2 0.0005 

La2O3 0.0002 

※１ NUREG-1465 の Table 3.12「Gap Release」の値と

「Early In-Vessel」の値の和を参照 
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(3)   MAAP 解析に基づくエアロゾル粒径分布 

MAAP 解析では，格納容器内（サプレッション・プール通過前）と，サプ

レッション・プールを通過した後のエアロゾル粒子の粒径分布を，次項に

示す理論式を用いて評価している。想定事故シナリオ（W/W ベント），想定

事故シナリオ（D/W ベント），及び原子炉圧力容器が破損するケースでの評

価結果を第 3.2.2.1－1 図から第 3.2.2.1－3 図に示す。 

 

 

 

 

              空気動力学径[μm] 

              

第 3.2.2.1－1 図 想定事故シナリオ（W/W ベント）時のエアロゾル粒子 

の粒径分布
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              空気動力学径[μm] 

              

第 3.2.2.1－2 図 想定事故シナリオ（D/W ベント）時のエアロゾル粒子 

の粒径分布 

 

 
              空気動力学径[μm] 

              

第 3.2.2.1－3 図 原子炉圧力容器が破損するケース（高圧・低圧注水機能喪失シ

ナリオ（D/W ベント））でのエアロゾル粒子の粒径分布 
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a． フィルタ装置に至るまでのエアロゾル粒子の挙動 

事故発生後，格納容器内に放出されたエアロゾル粒子は，粒子同士の

凝集や壁面への沈着により除去される。この際，凝集や沈着がおきにく

い小粒径の粒子が除去されず多く残る。これにより，数μm を中心とし

た粒径分布が形成される。 

エアロゾル粒子はサプレッション・プールを通過した後フィルタ装置

に流入するが，プール水を通過する際に，エアロゾル粒子の大部分はプ

ール水中への溶け込み等により除去される。大粒径の粒子は小粒径の粒

子に比べプール水中に取り込まれやすいため，サプレッション・プール

を通過することで，粒子全体の大部分を占める数μm 程度の粒子が多く

除去される。これにより，サプレッション・プール通過前よりも小さい

粒径を中心とした粒径分布が形成される。 

以下に，格納容器内（サプレッション・プール通過前）での粒径分布

の評価モデル，及びサプレッション・プール水を通過した後の粒径分布

の評価モデルを示す。 

 

(a)  格納容器内（サプレッション・プール通過前）での粒径分布の評価

モデル 

エアロゾル粒子の粒径分布は格納容器内での粒子の凝集や壁面へ

の沈着等により変化する。MAAP における評価モデルでは，エアロゾ

ル粒子同士の凝集と壁面等への沈着の効果を下式の形で考慮してい

る。なお，右辺の第１項と第２項は拡散と重力沈降による凝集を表

し，第３項は重力沈降による除去項，第４項は発生項を表す。 

凝集と沈着の，エアロゾル粒子の粒径分布への影響は以下の通り。 

 

・凝集：拡散と重力沈降の過程でエアロゾル粒子が衝突，小粒径のエア

ロゾル粒子が集まり，より粒径の大きい粒子がつくられ，粒径

分布はより大きい方向にシフトする。 

・沈着：重力沈降によりエアロゾル粒子が壁面等に沈着，粒径が大きい

エアロゾル粒子ほど沈着し易いため，大粒径のエアロゾル粒子

ほど多く除去され，粒径分布はより小さい方向にシフトする。 
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(b)  サプレッション・プール水を通過した後の粒径分布の評価モデル 

プール水中ではエアロゾルは気泡として存在し，気泡中にエアロ

ゾル粒子が存在する（第 3.2.2.1－4 図の●）。気泡中のエアロゾル

粒子の一部は，プール水中に取り込まれる（第 3.2.2.1－4 図の●）

が，エアロゾル粒子の粒径分布はエアロゾル中（気泡中）に浮遊し

ているエアロゾル粒子のプール水中間の移行の効果により変化する。 

MAAP における評価モデルでは(ⅰ)重力沈降，(ⅱ)慣性沈着，(ⅲ)

ブラウン拡散，(ⅳ)対流，(ⅴ)拡散泳動，(ⅵ)熱泳動を以下の評価

式で考慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅰ)   重力沈降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出典：
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(ⅱ)   慣性沈着 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅲ)   ブラウン拡散 

 

 

 

 

 

 

(ⅳ)   対流 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ⅴ)   拡散泳動 
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(ⅵ)   熱泳動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.1－4 図 粒子径分布の評価モデル 

 

プール水に流入した
エアロゾル粒子

プール水中に取り込ま
れたエアロゾル粒子

エアロゾル（気泡）
の周りはプール水

プール水に流入し気泡
となったエアロゾル

原子炉
格納容器

熱泳動 ブラウン拡散

慣性沈着

重力沈降

拡散泳動，対流沈着

プール水に流入した
エアロゾル粒子

プール水中に取り込ま
れたエアロゾル粒子

エアロゾル（気泡）
の周りはプール水

プール水に流入し気泡
となったエアロゾル

原子炉
格納容器
原子炉
格納容器

熱泳動 ブラウン拡散

慣性沈着

重力沈降

拡散泳動，対流沈着
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b.粒径分布の妥当性 

格納容器圧力逃がし装置の除去性能を評価する際に使用する粒径分布として，

MAAP 解析により得られた粒径分布を採用しているが，得られる粒径分布は，事故

後の経過時間や格納容器内におけるエアロゾル粒子の濃度等に依存する。 

ここでは,粒径分布を評価する上で想定している諸条件についての感度解析結

果を示すことで，格納容器圧力逃がし装置の除去性能を評価する際に使用する粒

径分布として，第 3.2.2.1－1 図の粒径分布を採用することの妥当性を説明する。 

 

(a)炉心状態 

格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾルの粒径分布を評価する際，炉

心状態として平衡炉心（サイクル末期）を想定している。 

第 3.2.2.1－5 図に，炉心状態として平衡炉心（サイクル初期）を想定した場

合の粒径分布を示す。第 3.2.2.1－5 図より，平衡炉心（サイクル初期）を想定

した場合の粒径分布と，平衡炉心（サイクル末期）を想定した場合の粒径分布

の差は大きくなく，炉心状態の相違が格納容器圧力逃がし装置に流入するエア

ロゾルの粒径分布に与える影響は限定的であることが分かる。 

以下に，エアロゾルの粒径分布が炉心状態の想定にほとんど依存しない理由

を示す。 

炉心状態として平衡炉心（サイクル末期）を想定することで，格納容器内に

放出される核分裂生成物の総量は大きくなり（3.2.2.1 (2)a.参照），格納容器

内のエアロゾル粒子の濃度が高くなる。エアロゾル粒子の濃度が高くなると，

エアロゾル粒子同士の衝突の頻度が高くなり，より大きい粒径のエアロゾル粒

子が生成されやすくなる。その結果として，格納容器内の粒径分布はより大き

い方向にシフトすることになる。 

このことは，前述した粒径分布の評価モデルにおいても再現できている。第

3.2.2.1－6 図は，上述の評価モデルを使用した格納容器中の無次元化したエア

ロゾル粒径分布の評価例であり，格納容器中に流入したエアロゾル量による，

格納容器内の粒径分布への影響を示している。図中の数値は原子炉圧力容器か

ら格納容器中に流入したエアロゾル量を示しており，エアロゾル量が大きくな

るに従い，格納容器内の粒径分布は大きい方向にシフトする傾向となっている。 

ここで，大破断ＬＯＣＡ＋全交流動力電源喪失＋全ＥＣＣＳ機能喪失シナリ

オでは，エアロゾルは格納容器圧力逃がし装置に流入する前にサプレッショ

ン・プールを通るが，そのことでサプレッション・プール通過前に見られる粒

径分布の差は緩和される傾向となる。これは，サプレッション・プールを通過

することにより粒径の大きい粒子が特に多く除去されるため，サプレッショ

ン・プールで除去されにくい比較的小粒径の粒子が除去されずに残ることに起

因する。 

以上のことから，格納容器圧力逃がし装置の除去性能を評価する上で，第
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3.2.2.1－1 図の粒径分布を採用しても問題ないと考える。 

(b)事故後の経過時刻 

格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロゾルの粒径分布は時間経過に伴い

変化するが，粒径分布を評価する際は，評価時刻としてベント直後を想定して

いる。 

ベント直後における粒径分布と，事故から 168 時間後時点における粒径分布

を第 3.2.2.1－7 図に示す。第 3.2.2.1－7 図から，粒径分布の時間経過に伴う

変化量は限定的であり，評価時刻としてベント直後を想定しても問題ないこと

が分かる。なお，エアロゾルが も多く流入する時間帯はベント直後であるた

め，粒径分布を評価する時間帯として，事故直後を参照することは妥当である

と考えられる。 

以上のことから，格納容器圧力逃がし装置の除去性能を評価する上で，第

3.2.2.1－1 図の粒径分布を採用しても問題ないと考える。 

 

(c)中・低揮発性核種の放出割合の変更 

3.2.2.1（2）b.に示した通り，格納容器圧力逃がし装置に流入するエアロ

ゾル量を評価する際，放出割合として単に MAAP 解析により得られた放出割合の

評価結果を採用するのではなく，NUREG-1465 の知見を利用している。このこと

は，原子炉圧力容器から格納容器内に流入する中・低揮発性核種のエアロゾル

量をより少なく評価していることに相当している。そのため，上記の評価手法

を取り入れることで，格納容器内のエアロゾル濃度は小さく評価され，エアロ

ゾル粒子の粒径分布は小さい方向にシフトすると考えられる。 

そこで，低揮発性核種の放出割合として MAAP 解析結果を使用しないことによ

る粒径分布への影響を評価するために，原子炉圧力容器から格納容器に放出さ

れる中・低揮発性核種の量をゼロと仮定した場合の粒径分布を評価した。評価

結果を第 3.2.2.1－8 図に示す。なお，第 3.2.2.1－8 図では，炉心状態として

平衡炉心（サイクル初期）を想定している。このように，極めて保守的に評価

された場合であっても，粒径分布は大きく変化することはない。 

以上のことから，中・低揮発性核種を考慮することによる影響は限定的であ

り，格納容器圧力逃がし装置の除去性能を評価する上で，第 3.2.2.1－1 図の粒

径分布を採用しても問題ないと考える。 
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第 3.2.2.1－5 図 想定する炉心状態を変更した場合の粒径分布 

 

第 3.2.2.1－6 図 定常状態における無次元化した粒径分布 

出典：A Principle of Similarity for Describing Aerosol Particle Size 

Distributions（MICHAEL EPSTEIN AND PHILLIP G.ELLISON  Journal of Colloid 

and Interface Science,Vol 119,No.1,September 1987） 
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第 3.2.2.1－7 図 評価時刻を変更した場合の粒径分布 

 

 

第 3.2.2.1－8 図 中・低揮発性核種の格納容器内への放出量をゼロとし，想定

する炉心状態を変更した場合の粒径分布 
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(4)   他の文献での解析例 

格納容器内におけるエアロゾル粒子の粒径分布の解析結果は多くの文献

に見られる。それらの文献中の粒径分布は対数正規分布とよく一致してお

り，中央径は数μm 程度，幾何標準偏差は数μm 程度となっている。 

文献中に示されているエアロゾル粒子の粒径分布の例を第 3.2.2.1－9

図から第 3.2.2.1－11 図に示す。 

第 3.2.2.1－9 図は，ドライウェルスプレイを実施し続けることによる格

納容器内のエアロゾル粒子の粒径分布の変化の解析結果を示している。図

中の DF 値はドライウェルスプレイを継続して行うことによる積算の除去

効果を表している。積算の除去効果が小さい段階（DF=1.1）では，エアロ

ゾル粒子は 大値が約 1μm で幅の広い分布を持っているが，ドライウェル

スプレイを継続し積算の除去効果が大きくなると，粒径分布の 大値は小

さくなり，また分布の幅も小さくなる傾向が見られる。 

第 3.2.2.1－10 図及び第 3.2.2.1－11 図は，米国の NRC が開発した総合

事故解析コード STCP（Source Term Code Package）で評価された，格納容

器内のエアロゾル粒子の粒径分布を表している。なお，第 3.2.2.1-11 図の

粒径分布については，MarkⅠ型格納容器プラントにおいてスクラム失敗時

に炉心損傷した状態のものを表している。何れも分布のピークは数μm と

なっており，幾何標準偏差が数μm であるような分布となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.1－9 図 ドライウェルスプレイを実施し続けることによる格納容器 

         内の粒径分布の変化（図中の値はドライウェルスプレイに

よる積算の除去効果） 

出典：STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS （OECD/NEA）2009 
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第 3.2.2.1－10 図 STCP（Source Term Code Package）によるシビアアクシデ

ント時における格納容器内エアロゾル粒径分布の評価例 

出典：A Simplified Model of Aerosol Removal by Containment Sprays(NUREG/CR-5966) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.1－11 図  STCP（Source Term Code Package）における一次系でのエ

アロゾルに対して想定する粒径分布の一例 

出典： A Simplified Model of Decontamination by BWR Steam Suppression Pools

（NUREG/CR-6153 SAND93-2588） 
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(5)   実験結果例 

前節までは理論的に評価された粒径分布を扱ってきたが，ここでは実際

に測定されたエアロゾル粒子の粒径分布について説明する。例として，以

下に PHEBUS-FP の試験結果を示す。（出典１） 

PHEBUS-FP は，放射線防護・原子力安全研究所（IRSN，仏国），フランス

電力庁及び EU を中核として行われた，実機プラントの体系をスケールダウ

ンした模擬試験であり，主目的として，エアロゾルの物理・化学挙動現象

の模擬に焦点を置いている。 

試験装置は，炉心部，一次系，格納容器等から構成されており，炉心部

には実燃料が装荷されている。試験の際は炉心部で実燃料を溶融させてお

り，一次系（蒸気発生器）を介し格納容器内に放出されたエアロゾル粒子

の粒径を測定している。また，炉心部に装荷する燃料として新燃料を使用

した場合（FPT0）と使用済み燃料を使用した場合（FPT1,2,3）の評価を行

っており，各試験でエアロゾル粒子の粒径分布が測定されている。試験装

置の概要図を第3.2.2.1－12図に，主な試験条件を第3.2.2.1－9表に示す。 

以下に，粒径分布に関する主な試験結果を示す。 

実験により測定されたエアロゾル粒子の粒径分布は対数正規分布によく

一致しており，理論的な予想と整合がとれている。 

また，FPT0（新燃料を使用）と FPT1,2,3（使用済燃料を使用）で得られ

た粒径分布を比較すると，平均粒径（AMMD）と幾何標準偏差は同程度とな

っている。このことは，燃料の燃焼度がエアロゾル粒子の粒径分布に及ぼ

す影響が限定的であることを示唆している。 

なお，FPT4 では溶融デブリからの低揮発性核種や超ウラン元素の放出に

関する定量的検討を行うことを目的としており，格納容器は模擬されてお

らず，試験目的の中に格納容器内粒径分布の調査は含まれていない。 

 

【粒径分布に関連する主な試験結果】 

・ FPT0 と FPT1 の粒径分布は対数正規分布によく一致 

・ FPT0 の平均粒径（AMMD）は，燃料集合体崩壊の 終時点で 2.4μm

（ 終的に 3.35μm で安定） 

・ FPT1 におけるエアロゾル粒径は 3.5μm から 4.0μm の間 

・ FPT0 と FPT1 の双方の試験の対数正規分布の幾何標準偏差は約 2.0

でほぼ一定 

・ FPT2 の粒径分布は FPT1 の粒径分布と類似（出典 2，3） 

・ FPT3 の平均粒径（AMMD）は，概ね 3μm であり，幾何標準偏差は 

約 1.5（出典 3） 
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出典 1：STATE-OF-THE-ART REPORT  ON NUCLEAR AEROSOLS（OECD/NEA 2009） 

出典 2：Progress of ASTEC validation on fission product release  

and transport in circuits and containment（The 3rd European Review 

Meeting on Severe Accident Research(ERMSAR-2008）） 

出典 3：Overview of Main Results Concerning the Behaviour of Fission 

Products and Structural Materials in the Containment（NUCLEAR 

ENERGY FOR NEW EUROPE 2011） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.1－12 図 試験装置の概要 

 

第 3.2.2.1－9 表 主な試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器
内模擬無し

pH5

pH9

pH5

pH5

プール水
pH

・使用済み燃料を使用

・B4C制御棒を使用

・使用済燃料

・ B4C制御棒

FPT3

・デブリからの放射性物質の放出を模擬使用済燃料と被覆
管材料を混合した
模擬デブリ

FPT4

・使用済燃料を使用

・プール水のpHを変えた場合

・使用済燃料

・ Ag-In-Cd制御棒

FPT2

・使用済燃料を使用・使用済燃料

・ Ag-In-Cd制御棒

FPT1

・ベースケース・新燃料

・Ag-In-Cd制御棒

FPT0

試験概要（ベースケースとの主な差異）使用燃料と制御棒試験
No.

格納容器
内模擬無し

pH5

pH9

pH5

pH5

プール水
pH

・使用済み燃料を使用

・B4C制御棒を使用

・使用済燃料

・ B4C制御棒

FPT3

・デブリからの放射性物質の放出を模擬使用済燃料と被覆
管材料を混合した
模擬デブリ

FPT4

・使用済燃料を使用

・プール水のpHを変えた場合

・使用済燃料

・ Ag-In-Cd制御棒

FPT2

・使用済燃料を使用・使用済燃料

・ Ag-In-Cd制御棒

FPT1

・ベースケース・新燃料

・Ag-In-Cd制御棒

FPT0

試験概要（ベースケースとの主な差異）使用燃料と制御棒試験
No.

格納容器 一次系 

炉心
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3.2.2.2   事故時のフィルタ装置のパラメータ変化 

(1)   水位変化の影響 

有効性評価のシナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失，W/W ベント）に

おけるフィルタ装置の水位の評価を実施した。 

なお，外気温度により，ベントガス水蒸気の凝縮量が変わることから，

外気温度が年超過確率 10-4／年値の 低温度（-17℃）に相当する-16.9℃

と外気温度が 30.0℃の 2 ケースについて，評価を実施した。 

評価結果を第 3.2.2.2－1 図及び第 3.2.2.2－2 図に示す。いずれのケー

スにおいても，スクラバ水位は単調増加となる。 

性能試験では，スクラバ水位を 1m と設定して試験を実施しているため，

保守的な設定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.2－1 図 外気温度-16.9℃における評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.2－2 図 外気温度 30.0℃における評価結果 

上限水位

格納容器ベント後の時間 （ｈｒ）

試験水位

上限水位

試験水位

上限水位に到達

排水作業を実施

格納容器ベント後の時間 （ｈｒ）



-110- 

【上限水位】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(3)   流量変化の影響 

有効性評価のシナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失，W/W ベント）に

おけるベントガス流量の評価結果，及び，性能試験時の体積流量とフィル

タベント使用時の体積流量の関係を第 3.2.2.2－4 図に示す。 

これより，性能試験時の体積流量は，フィルタベント設備使用時の体積

流量を包絡していることがわかる。 

なお，運用上，第二隔離弁については「中間開」の運用としており，上

記の評価も二次隔離弁を「中間開」とした場合のものである。仮に，二次

隔離弁を「全開」とした場合，約 37,000m3／h のベントガス流量となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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第 3.2.2.2－4 図 ベントガス流量の評価結果 

 

(4)   圧力変化の影響 

フィルタ装置内圧力の評価結果を第 3.2.2.2－5 図に示す。 

ここで，フィルタ装置内圧力は，格納容器圧力から，ベントガス通気時

の配管や弁等の圧力損失を差し引いた値となる。 

性能試験では，フィルタ装置内の圧力を変化させたケースも実施したが，

実機で想定している放射性微粒子の粒子径範囲において，DF への影響は認

められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.2－5 図 フィルタ装置内圧力の評価結果 

格納容器圧力の時間変化
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3.2.2.3   除去性能試験結果 

除去性能試験結果を第 3.2.2.3－1 図から第 3.2.2.3－3 図に示す。 

CsI 粒子の密度は 4.5g/cm3 に対し，試験用微粒子として，TiO2 粒子（密度

4.23g/cm3)，Fe2O3粒子（密度 5.24g/cm3），PSL 粒子（密度 1.0g/cm3)を用いてい

る。 

有効性評価のシナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失，W/W ベント）におい

て想定される放射性粒子の粒径分布に対して，全ての試験ケースにおいて，除

染係数 DF が 1,000 以上となることを確認できた。そのため，実機においても

DF1,000 以上を期待できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.3－1 図 除去性能試験結果 
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第 3.2.2.3－2 図 除去性能試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.3－3 図 除去性能試験結果 

 

 

※ 大きな粒子径では，フィルタ出口側で粒子が検出できないため，計測

不可能となっている。 
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放射性粒子の粒径分布

■ TiO2 入口個数(出口検出無)
※
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3.2.2.4   フィルタ装置の継続使用による性能への影響 

(1)   金属フィルタの閉塞影響評価 

金属フィルタは，ベントガスに含まれるエアロゾルの捕捉に伴い次第に

閉塞し，金属フィルタの前後差圧が上昇する。金属フィルタの差圧の上限

は，金属フィルタドレン配管からのドレン水の逆流を考慮し，      に設

定している。 

金属フィルタの差圧とエアロゾル捕捉体積の関係は，試験設備にて実機

の金属フィルタにエアロゾルを含んだガスを通気し，送気したエアロゾル

体積と差圧を計測することで確認している。金属フィルタ差圧が上限値

aaa      となるエアロゾル捕捉体積と，ベントガスの体積流量の関係を第

3.2.2.4－1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.2.4－1 図 エアロゾル捕捉体積とベントガス流量（差圧       ） 

 

       一方，格納容器ベント実施時にフィルタ装置に流入するエアロゾル（核

分裂生成物（安定核種を含む）や構造材の一部）の体積は，有効性評価の

シナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失，W/W ベント）において      と

評価している。 

    そのため，実機で想定されるエアロゾル体積は，金属フィルタの許容エ

アロゾル体積と対して十分小さいことから閉塞するおそれはない。また，

金属フィルタの手前には水スクラバもあるため，金属フィルタに流入する

エアロゾル体積は，さらに小さくなる。 

 

実機 小流量 実機 大流量 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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(2)   水質変化による性能への影響評価 

 スクラバ水は，ベントガスに含まれるエアロゾルの捕捉により，放射性

物質が多量に含まれた状態となる。一方，水スクラバへのベントガスの噴

射によるエントレインメントにより，放射性物質を含んだスクラバ水の飛

沫が水スクラバより放出される恐れがある。 

 しかしながら，水スクラバの後段には金属フィルタが設置されており，

スクラバ水の飛沫は金属フィルタによりベントガスから分離される。その

ため，フィルタ装置の継続使用により，スクラバ水が放射性物質を多量に

含む状態であっても性能へ影響を与えるおそれはない。 

 

3.2.3   ガス状放射性物質の除去性能 

3.2.3.1   格納容器圧力逃がし装置へ流入するよう素量 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

3.1.2.1(2)に示したとおり，６号炉及び７号炉では，格納容器内での有機よ

う素の発生を抑制するために，サプレッション・プール水の pH を７以上に制御

するための対策を講ずることとしている。 

NUREG/CR-5732（軽水炉の過酷事故時におけるよう素の化学形態について記載

された報告書）では，格納容器内の pH を７以上に維持した場合，ＢＷＲでは有

機よう素と無機よう素の格納容器内での発生量は実質的にゼロになると結論付

けている。 

このことから，サプレッション・プール水の pH を７以上に制御することによ

り，有機よう素及び無機よう素の格納容器圧力逃がし装置への流入量は大幅に

低減されると考えられる。 

格納容器圧力逃がし装置に流入すると想定する有機よう素および無機よう素

量については，流入量を保守的に評価するという観点から NUREG/CR-5732 の記

載どおりにゼロとはせず，NUREG-1465 の知見，ACE 実験の知見（Compendium of 

Advanced Containment Experiments(ACE) Phase B Reports（2011）），および

MAAP の解析結果を利用して評価することとした。 

NUREG-1465 によると，格納容器内 pH が７以上に維持されている場合，原子

炉圧力容器から格納容器内に放出されるよう素のうち 95％以上が粒子状よう

素であり，無機よう素は 大で 5％となる。格納容器内に放出された後，粒子

状よう素と無機よう素は，壁面沈着や W/W スクラビング効果により格納容器空

間部より除去されるが，ACE 実験では，無機よう素は粒子状よう素と同等に除

去されることが確認されている。 

また，NUREG-1465 によると，有機よう素は無機よう素から時間をかけて生成

され，格納容器中に浮遊する無機よう素のうち 3％が有機よう素に変換される。 

なお，NUREG/CR-5732 では，格納容器内の pH 制御を行わない場合のよう素の
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挙動を 3 つの期間に分けて整理している。3 つの期間はそれぞれ，放射線分解

等により無機よう素が生成される期間（よう素が格納容器内に放出されてから

初の約 20 時間まで），格納容器空間部のよう素が無機よう素と有機よう素で

構成される期間（約 20 時間後から 2～3 週間後まで），格納容器内の有機よう素

の割合が大きくなる期間（約 3 週間後以降）となっており，有機よう素が格納

容器空間部にあらわれるのはよう素が格納容器内に放出される約 20 時間後か

らとの整理となっている。 

これらを踏まえて，無機よう素および有機よう素の格納容器圧力逃がし装置

への流入量を評価する。格納容器圧力逃がし装置に流入するよう素として，MAAP

では粒子状よう素（CsI）のみがモデル化されているため，無機よう素と有機よ

う素の流入量については，以下のとおり，MAAP 評価により得られた粒子状よう

素の流入量を基に評価し，よう素の流入量に上乗せするものとした。 

なお，格納容器内で生成された有機よう素は，格納容器内で除去されないも

のとした。 

 

(1) 想定事故シナリオ（W/W ベント）時 

 無機よう素：粒子状よう素の流入量（MAAP 評価結果）に対し，4.85％ 

 有機よう素：粒子状よう素の流入量（MAAP 評価結果）に対し， 

0.15％ × DFS/P ※１ 

        

    DFS/P：サプレッション・プールの除去効率 

 

※１   想定事故シナリオ（W/W ベント）時においては，格納容器空間部 

に浮遊している無機よう素は，格納容器ベントの実施に伴い，サ

プレッション・プール水を経由して除去された後に格納容器圧力

逃がし装置に流入する。 

このため，格納容器空間部に浮遊する無機よう素量は，格納容器 

圧力逃がし装置に流入する無機よう素量のサプレッション・プー 

ルスクラビング除去効率倍を想定した。その上で，有機よう素の 

発生量は，格納容器空間部に浮遊する無機よう素量の 3％分を想 

定した。 

 

(2) 想定事故シナリオ（D/W ベント）時及び原子炉圧力容器が破損するケー

ス（高圧・低圧注水機能喪失シナリオ（D/W ベント）） 

 無機よう素：粒子状よう素の流入量（MAAP 評価結果）に対し，4.85％ 

 有機よう素：粒子状よう素の流入量（MAAP 評価結果）に対し，0.15％ 

（＝5％×3％） 
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4． 格納容器圧力逃がし装置の設備操作と操作性 

4.1   格納容器圧力逃がし装置の設備操作 

4.1.1   中央制御室及び現場での操作内容 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器の破損防止が必要になった場合，

中央制御室操作または現場操作により格納容器ベント操作を実施することが

できる。通常は，中央制御室からの遠隔操作により実施するが，それができ

ない場合は現場操作により実施することができる。 

 格納容器ベント操作が必要な状況になった際に速やかに操作ができるよう

に，事前から重要なパラメータ（格納容器圧力，格納容器温度，サプレッシ

ョン・チェンバ水位，フィルタ装置水位）の監視，その他必要な操作を実施

する。 

 a． 格納容器ベント操作前準備 

 格納容器ベント操作前には，格納容器ベント中に想定されるフィルタ

装置水位調整準備として，乾燥状態で保管されているフィルタ装置排水

ラインへ水張りが必要になる。フィルタ装置排水ラインの水張りは，手

動弁{T61-F502,F208}を「全開」し，手動弁{T61-F501}を「開」すること

により，フィルタ装置の水頭圧により排水ラインへ水張りを実施する。 

水張り完了の確認は，水張り開始後からの経過時間※により判断する。 

（※ 排水ラインの容積はフィルタ装置の容積に比べて小さい（1/90）ため，フィルタ装置

の水位低下から水張り完了を確認することが難しいことから，経過時間により判断す

る。経過時間の設定値については設備の試運転時に実測することにより決定する計画

である。） 

フィルタ装置排水ライン水張り完了確認後は，手動弁{T61-F501,F502, 

F208}を「全閉」する。 

フィルタ装置排水ラインの水張り操作は，屋外での操作になる。格納

容器ベント操作前であるため作業エリアの環境による作業性への影響は

ない。また，可搬設備は使用しないためアクセス性に影響はない。 

b． 格納容器ベント開始操作 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント操作は，原子炉格納容

器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側）{T31-AO-F022}または原子

炉格納容器一次隔離弁（ドライウェル側）{T31-AO-F019}及びフィルタ装

置入口弁{T61-AO-F001}を中央制御室からの遠隔操作により「全開」とし，

発電所対策本部長の指示を受けて原子炉格納容器二次隔離弁

{T31-MO-F070}を中央制御室からの遠隔操作により「調整開」とし，格納

容器ベントを実施する。 

設備の故障等により通常の操作ができない場合は，それぞれの操作弁
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について下記の操作手法がある。 

(a) ＡＣ系空気駆動弁 

（原子炉格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側／ドラ

イウェル側）{T31-AO-F022/F019}） 

空気駆動源が喪失した場合は，ベント弁操作用空気供給電動駆動

弁{6 号炉：T31-MO-F047/F045（7 号炉：T31-MO-F092/F082）}を中央

制御室からの遠隔操作または現場での電動駆動弁手動操作により

「全開」し，専用ボンベから圧縮空気を供給し，中央制御室から遠

隔操作する。 

空気駆動弁の制御電源が喪失した場合は，電磁弁の排気側を加圧

することにより当該弁を操作する，または弁本体をラチェットハン

ドルにより操作する。電磁弁の排気側を加圧する操作は，排気ライ

ン弁｛6 号炉:排気弁（7 号炉：T31－F779/F778）｝を「全閉」，ベン

ト弁操作用空気供給電動駆動弁{6 号炉：T31-MO-F047/F045（7 号炉：

T31-MO-F092/F082）}を「全開」し，空気供給弁｛6 号炉：T31-F062/F061

（7 号炉：T31-F099/F098）｝を「全開」することにより，専用ボン

ベから圧縮空気が電磁弁の排気ラインへ供給され当該弁を操作する

ことができる。 

(b)  フィルタベント系空気駆動弁 

（フィルタ装置入口弁{T61-AO-F001}） 

空気駆動源が喪失した場合は，現場にてベント弁操作用空気供給

弁{T31-F060}を「全開」し，専用ボンベから圧縮空気を供給し，中

央制御室から遠隔操作する。 

空気駆動弁の制御電源が喪失した場合は，電磁弁の排気側を加圧

することにより当該弁を操作する，または弁本体をラチェットハン

ドルにより操作する。電磁弁の排気側を加圧する操作は，排気ライ

ン弁｛6 号炉：排気弁（7 号炉：T31-F712）｝を「全閉」，ベント弁操

作用空気供給弁{T31-F060}を「全開」し，空気供給弁｛T31-F068｝

を「全開」することにより，専用ボンベから圧縮空気が電磁弁の排

気ラインへ供給され当該弁を操作することができる。 

(c)  ＡＣ系電動駆動弁 

（原子炉格納容器二次隔離弁{T31-MO-F070}） 

駆動源の電源が喪失した場合は，駆動部に設置されたエクステン

ションにより二次格納施設の外から操作する。 

 

格納容器ベント操作に必要な空気駆動弁及び電動駆動弁は，炉心損傷

前後において操作可能とする。 

また，操作場所へのアクセスは複数のアクセスルートから選定するこ
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とにより確保することができる。 

設備の故障による操作方法を，第 4.1.1－1 表（6 号炉），第 4.1.1－2

表（7 号炉）に整理する。 
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原子炉建屋
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H2E
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Ｆ０６８

排気弁

Ｆ０６０

Ｆ０１９
Ｆ０７０

Ｆ０２２

①

④

②

③

Ｆ００１

Ｆ０４５

Ｆ０４７

排気弁

排気弁

Ｆ０６２

Ｆ０６１

Ｆ５０１
Ｆ５０２

Ｆ２０８

第 4.1.1－1 図 6 号炉 格納容器ベント操作前準備 

及び格納容器ベント操作概略図 

（格納容器圧力逃がし装置） 

 

 

第 4.1.1－1 表 6 号炉 格納容器ベント操作（格納容器圧力逃がし装置） 

対象弁操作方法 

空気駆動源健全
空気駆動弁

制御電源健全

①

原子炉格納容器
一次隔離弁

（サプレッション・

チェンバ側）

T31-AO-F022 空気駆動弁 中操
専用ボンベ
（中操)

専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

② フィルタ装置入口弁 T61-AO-F001 空気駆動弁 中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

③
原子炉格納容器

二次隔離弁
T31-MO-F070 電動駆動弁 中操 中操

エクステンション
（現場）

エクステンション
（現場）

エクステンション
（現場）

エクステンション
（現場）

④
原子炉格納容器

一次隔離弁
（ドライウェル側）

T31-AO-F019 空気駆動弁 中操
専用ボンベ
（中操)

専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

駆動方式弁番号操作対象弁
空気駆動弁

制御電源喪失時
空気駆動源喪失時通常時

電動弁電源喪失

操作方法

空気駆動弁制御電源喪失

中操

 

① 原子炉格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側） 

② フィルタ装置入口弁 

③ 原子炉格納容器二次隔離弁 

④ 原子炉格納容器一次隔離弁（ドライウェル側） 

－：圧縮空気供給
－：電磁弁排気側供給
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H2E

水素濃度計

よう素
フィルタ

Ｆ０６８

Ｆ７１２

Ｆ０６０

Ｆ０１９
Ｆ０７０

Ｆ０２２

①

④

②

③

Ｆ００１

Ｆ０８２

Ｆ０９２

Ｆ７７８

Ｆ７７９

Ｆ０９９

Ｆ０９８

Ｆ５０１
Ｆ５０２

Ｆ２０８

第 4.1.1－2 図 7 号炉 格納容器ベント操作前準備 

及び格納容器ベント操作概略図 

（格納容器圧力逃がし装置） 

 

 

第 4.1.1－2 表 7 号炉 格納容器ベント操作（格納容器圧力逃がし装置） 

対象弁操作方法 

空気駆動源健全
空気駆動弁

制御電源健全

①

原子炉格納容器
一次隔離弁

（サプレッション・

チェンバ側）

T31-AO-F022 空気駆動弁 中操
専用ボンベ
（中操)

専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

② フィルタ装置入口弁 T61-AO-F001 空気駆動弁 中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

③
原子炉格納容器

二次隔離弁
T31-MO-F070 電動駆動弁 中操 中操

エクステンション
（現場）

エクステンション
（現場）

エクステンション
（現場）

エクステンション
（現場）

④
原子炉格納容器

一次隔離弁
（ドライウェル側）

T31-AO-F019 空気駆動弁 中操
専用ボンベ
（中操)

専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

中操
専用ボンベ

（中操＆現場）
専用ボンベ
（現場）

ラチェット
ハンドル
（現場）

駆動方式弁番号操作対象弁
空気駆動弁

制御電源喪失時
空気駆動源喪失時通常時

電動弁電源喪失

操作方法

空気駆動弁制御電源喪失

中操

 
 

 

① 原子炉格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側） 

② フィルタ装置入口弁 

③ 原子炉格納容器二次隔離弁 

④ 原子炉格納容器一次隔離弁（ドライウェル側） 

－：圧縮空気供給
－：電磁弁排気側供給
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c． 格納容器ベント中操作 

格納容器ベント操作を実施した際は，格納容器圧力が低下することに

より格納容器圧力逃がし装置が正常に動作していることを確認する。原

子炉格納容器二次隔離弁{T31-MO-F070}は「中間開（50％程度）」※1を目

標に操作するが，格納容器の圧力低下傾向に応じて開度を調整する。 

（※1 目標開度を決めるに際して，「中間開（50％程度）」よりも絞った「25％開度」で評価

したところ，圧力容器が破損している状態では，一旦格納容器圧力は低下するもの

の，格納容器内で発生する蒸気により，格納容器圧力が上昇する結果となった。ま

た，「100％開度」の評価とも比較し，「50％開度」であれば十分に減圧できることを

確認した。急激な減圧による格納容器に対する負荷を避けることも重要である。さ

らに，目標開度「中間開（50％程度）」以下では，格納容器ベント実施後における屋

外の線量低下が遅くなると推測されるため，屋外での復旧作業の再開が遅れること

が懸念される。これらにより，目標開度を「中間開（50％程度）」としている。） 

格納容器ベント中は，格納容器圧力の低下を継続監視すると共にサプ

レッション・チェンバ水位，フィルタ装置入口圧力，フィルタ装置水位

及びフィルタ装置出口放射線モニタを監視する。 

サプレッション・チェンバ水位がサプレッション・チェンバ取り出し

配管位置               以下※2であることを確認する。 

（※2 サプレッション・チェンバ取り出し配管位置に到達した場合は，サプレッション・チ

ェンバからの取り出しをドライウェルからの取り出しに切り替える。格納容器ベン

ト中にサプレッション・チェンバ水位が上昇する要因として，原子炉へ注水された

水が破断口または主蒸気逃がし安全弁から流入することが考えられる。なお，サプ

レッション･チェンバ水温が飽和温度を下回っている場合，原子炉内の蒸気が主蒸気

逃がし安全弁を通してサプレッション・チェンバで凝縮することにより水位が上昇

することが考えられる。） 

フィルタ装置水位が「2500mm(上限水位) ※3」から「1000mm（通常水位）
※4」の範囲にあることを確認する。この範囲を逸脱する場合は以下のと

おりフィルタ装置水位調整を実施する。 

フィルタ装置水位が「2500mm(上限水位)」に到達した場合は，フィル

タ装置機能維持のためフィルタ装置の排水を実施する。フィルタ装置の

排水は，手動弁{T61-F501,F502,F210}及び可燃性ガス濃度制御系出口隔

離弁{T49-MO-F007A,F008A}を「全開」，手動弁{T61-F208}を「微開」し，

ドレンポンプを起動する。ドレンポンプ起動後，手動弁{T61-F208}を「開」

操作し，フィルタ装置内の水をサプレッション・チェンバへ排水する。 

フィルタ装置水位「1000mm（通常水位）」でフィルタ装置の排水を停止

する。 

（※3 上限水位はフィルタ装置内のベントガスによる吹き上がりによる上昇を考慮しても

金属フィルタ下端水位「5000mm」まで到達しない水位として定めている。「3.2.2.2 事

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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故時のフィルタ装置のパラメータ変化」にあるとおり，フィルタ装置水位が「2500mm」

であれば吹き上がりを考慮しても金属フィルタ下端には到達しない。） 

（※4 通常水位は下限水位に対して管理上の余裕を持たせた値として設定している。） 

フィルタ装置水位が「1000mm（通常水位）」を下回り「500mm(下限水位)
※5」に到達する前に，フィルタ装置補給水ラインからフィルタ装置へ水

張りを実施する。 

フィルタ装置の水張りは，フィルタ装置補給用接続口に可搬型注水ポ

ンプからの送水ホースを接続し，フィルタ装置補給水弁{T61-F102}を「全

開」にして水張りを実施する。 

フィルタ装置水位「1000mm（通常水位）～1500mm」で水張りを停止す

る。 

（※5 下限水位は DF 性能確認試験の結果から得られた 低水位であるため，この水位を下

回らないように水位調整を実施する必要がある。） 

フィルタ装置への薬液補給についても，フィルタ装置への水張りと同

様の操作にて実施する。 

フィルタ装置の排水操作は，可搬設備を使用しないためアクセス性に

影響はない。また，作業エリアの被ばく線量率が低下した後に作業を行

う。 

フィルタ装置の補給操作は，可搬設備を使用するためアクセスルート

に支障がある場合は，重機等を使用してアクセスルートを確保する。ま

た，作業エリアの被ばく線量率が低下した後に作業を行う。 
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可燃性ガス濃度制御系出口隔離弁

Ｆ００７Ａ

Ｆ００８Ａ

Ｆ２１０

Ｆ２０８

Ｆ５０２ Ｆ５０１

第 4.1.1－3 図 フィルタ装置水位調整操作概略図 

（格納容器圧力逃がし装置） 

 

d． 格納容器ベント停止操作 

格納容器ベント実施中に，格納容器圧力逃がし装置以外の格納容器除

熱機能が回復し，格納容器可燃性ガス濃度制御機能が確保され，格納容

器破損防止のため使用した格納容器圧力逃がし装置を停止できると判断

した場合に，発電所対策本部長の指示により格納容器ベントを停止する。 

具体的には，残留熱除去系による格納容器除熱機能が回復し長期にわ

たり格納容器の冷却が可能であること，格納容器内雰囲気モニタによる

格納容器内酸素／水素濃度測定が可能であること，及び格納容器内にお

ける水の放射線分解により発生する酸素／水素を可燃性ガス濃度制御系

により可燃限界濃度に到達することなく制御が可能であることが確認さ

れた場合に，格納容器圧力逃がし装置を停止することができる。 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベントの停止操作は，原子炉

格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側／ドライウェル側）

{T31-AO-F022/F019}，原子炉格納容器二次隔離弁{T31-MO-F070}及びフィ

ルタ装置入口弁{T61-AO-F001}を，中央制御室からの遠隔操作または現場

操作にて「全閉」する。 
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置による格納容器の破損防止が必要になった場

合，中央制御室操作または現場操作により格納容器ベント操作を実施するこ

とができる。通常は，中央制御室からの遠隔操作により実施するが，それが

できない場合は現場操作により実施することができる。 

格納容器ベント操作が必要な状況になった際に速やかに操作ができるよう

に，事前から重要なパラメータ（格納容器圧力，格納容器温度，サプレッシ

ョン・チェンバ水位，フィルタ装置水位）の監視，その他必要な操作を実施

する。 

ａ. 格納容器ベント操作前準備 

格納容器ベント操作前のフィルタ装置排水ラインへの水張りは，格納

容器圧力逃がし装置と同様に実施する計画である。操作の詳細について

は設計に合わせて決定する。 

ｂ．格納容器ベント開始操作 

代替格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント操作は，地下式Ｆ

ＣＶＳ原子炉格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側または

ドライウェル側）を中央制御室からの遠隔操作により「全開」とし，発

電所対策本部長の指示を受けて地下式ＦＣＶＳ原子炉格納容器二次隔離

弁（サプレッション・チェンバ側またはドライウェル側）を中央制御室

からの遠隔操作により「調整開」とし，格納容器ベントを実施する。 

中央制御室からの遠隔操作ができない場合は，地下式ＦＣＶＳ原子炉

格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側またはドライウェル

側）及び地下式ＦＣＶＳ原子炉格納容器二次隔離弁（サプレッション・

チェンバ側またはドライウェル側）を駆動部に設置されたエクステンシ

ョンにより二次格納施設の外から操作する。 

ｃ．格納容器ベント中操作 

格納容器ベント操作を実施した際は，格納容器圧力が低下することに

より代替格納容器圧力逃がし装置が正常に動作していることを確認する。 

地下式ＦＣＶＳ原子炉格納容器二次隔離弁の開度は設計に合わせて決

定する。 

格納容器ベント中の監視事項，及びフィルタ装置の水位調整について

は，格納容器圧力逃がし装置と同様の操作を実施する計画である。操作

の詳細については設計に合わせて決定する。 

ｄ．格納容器ベント停止操作 

格納容器ベント実施中に，代替格納容器圧力逃がし装置以外の格納容

器除熱機能が回復し，格納容器可燃性ガス濃度制御機能が確保され，格

納容器破損防止のため使用した代替格納容器圧力逃がし装置を停止でき
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ると判断した場合に，発電所対策本部長の指示により格納容器ベントを

停止する。 

具体的には，残留熱除去系による格納容器除熱機能が回復し長期にわ

たり格納容器の冷却が可能であること，格納容器内雰囲気モニタによる

格納容器内酸素／水素濃度測定が可能であること，及び格納容器内にお

ける水の放射線分解により発生する酸素／水素を可燃性ガス濃度制御系

により可燃限界濃度に到達することなく制御が可能であることが確認さ

れた場合に，代替格納容器圧力逃がし装置を停止することができる。 

代替格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベントの停止操作は，地

下式ＦＣＶＳ原子炉格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側

またはドライウェル側），及び地下式ＦＣＶＳ原子炉格納容器二次隔離弁

（サプレッション・チェンバ側またはドライウェル側）を，中央制御室

からの遠隔操作または現場操作にて「全閉」する。 
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第 4.1.1－3 図 代替格納容器圧力逃がし装置操作概略図 

 

 

第 4.1.1－3 表 格納容器ベント操作（代替格納容器圧力逃がし装置） 

対象弁操作方法 

通常時 電源喪失時

①
地下式ＦＣＶＳ

原子炉格納容器一次隔離弁
（サプレッション・チェンバ側）

電動駆動弁 中操 エクステンション（現場）

②
地下式ＦＣＶＳ

原子炉格納容器二次隔離弁
（サプレッション・チェンバ側）

電動駆動弁 中操 エクステンション（現場）

③
地下式ＦＣＶＳ

原子炉格納容器一次隔離弁
（ドライウェル側）

電動駆動弁 中操 エクステンション（現場）

④
地下式ＦＣＶＳ

原子炉格納容器二次隔離弁
（ドライウェル側）

電動駆動弁 中操 エクステンション（現場）

操作方法
駆動方式操作対象弁

 
 

① 地下式ＦＣＶＳ 原子炉格納容器一次隔離弁（サプレッション・チェンバ側） 
② 地下式ＦＣＶＳ 原子炉格納容器二次隔離弁（サプレッション・チェンバ側） 
③ 地下式ＦＣＶＳ 原子炉格納容器一次隔離弁（ドライウェル側） 
④ 地下式ＦＣＶＳ 原子炉格納容器二次隔離弁（ドライウェル側） 
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4.1.2   中央制御室及び現場でのパラメータ監視 

【格納容器圧力逃がし装置】 

【フィルタ装置水位】 

格納容器ベント操作前に，フィルタ装置水位が「1000mm(通常水位)※1」

付近であることを確認し必要に応じてフィルタ装置水位の調整を実施する。 

格納容器ベント操作時は，ベントガス蒸気の凝縮によりフィルタ装置水

位が上昇するため継続監視し，フィルタ装置水位が「2500mm(上限水位)※2」

に到達した場合は，フィルタ装置性能維持のためフィルタ装置の排水を実

施する。 

格納容器ベント操作時または格納容器ベント停止後に，フィルタ装置内

で捕捉した放射性物質の放熱により，フィルタ装置内の水が蒸発しフィル

タ装置水位が低下する場合は，「1000mm（通常水位）」を下回り「500mm(下

限水位) ※３」に到達する前に，フィルタ装置補給水ラインからフィルタ装

置へ水張りを実施する。 

フィルタ装置水位は中央制御室及び現場にて確認することができる。 

（※1 通常水位は下限水位に対して管理上の余裕を持たせた値として設定している。） 

（※2 上限水位はフィルタ装置内のベントガスによる吹き上がりによる上昇を考慮しても金属フ

ィルタ下端水位「5000mm」まで到達しない水位として定めている。） 

（※3 下限水位は DF 性能確認試験の結果から得られた 低水位であるため，この水位を下回らな

いように水位調整を実施する必要がある。） 

【フィルタ装置出口放射線モニタ】 

格納容器ベント実施時に，フィルタ装置出口の放射線量を監視し，初期

値からの指示上昇により放射性物質を含むガスが放出されていることを確

認する。 

また，格納容器ベント中においても継続監視することにより，放射性物

質を含むガスの放出状況を把握する。 

格納容器ベント停止後も，フィルタ装置出口配管が開放状態にあるため

継続監視する。 

フィルタ装置出口放射線モニタは中央制御室にて確認することができる。 

【フィルタ装置入口圧力】 

格納容器圧力逃がし装置点検等後の系統内窒素置換操作後に，フィルタ

装置入口圧力を監視することにより窒素置換状態が維持され待機状態にあ

ることを確認する。 

格納容器ベント実施時に，待機圧力から上昇した後，格納容器圧力の低

下と追従して低下傾向を示すことにより格納容器圧力逃がし装置が正常に

動作していることを確認する。 

また，格納容器ベント停止後に窒素ガスによるパージを実施した後は，
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配管内に残留した蒸気が凝縮することにより，フィルタ装置内の水の放射

線分解により発生する水素の蓄積を防止するためフィルタ装置入口圧力が

正圧で維持されていることを確認する。 

フィルタ装置入口圧力は中央制御室及び現場にて確認することができる。 

【フィルタ装置出口圧力】 

格納容器圧力逃がし装置点検等後の系統内窒素置換操作時に，可搬型窒

素供給装置からの窒素ガスによりフィルタ装置出口圧力が待機状態の圧力

まで加圧されたこと，及び圧力開放板の動作圧力まで加圧されないことを

確認する。 

なお，格納容器ベント実施後は圧力開放板が開放することにより大気圧

と等しくなる。 

フィルタ装置出口圧力は現場にて確認することができる。 

【フィルタ装置水素濃度】 

フィルタ装置入口及び出口配管に設置されている水素濃度計にて格納容

器ベント操作後の窒素ガスによるパージ操作により，フィルタ装置入口及

び出口配管内に水素が残留していないことを確認する。 

また，窒素ガスによるパージ操作後もフィルタ装置入口及び出口配管内

に水素が流入していないことを確認する。 

フィルタ装置水素濃度は中央制御室にて確認することができる。 

【フィルタ装置ドレン移送流量】 

フィルタ装置ドレン移送ラインに設置されている流量計にて，フィルタ

装置排水量を確認する。 

フィルタ装置ドレン移送流量は現場にて確認することができる。 

【フィルタ装置スクラバ水 pH 計】 

フィルタ装置の水位調整を実施した後，薬液を補給する際にスクラバ水

の pH を確認する。 

 フィルタ装置スクラバ水 pH 計は現場にて確認することができる。 

【金属フィルタ差圧計】 

金属フィルタ差圧計により，金属フィルタの閉塞状態を確認する。 

金属フィルタ差圧計は中央制御室にて確認することができる。 
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フィルタ装置水素濃度計
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・水素蓄積なし確認

原子炉建屋

第 4.1.2－1 図 格納容器圧力逃がし装置監視計器概要図 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

【フィルタ装置水位】 

格納容器ベント操作前に，フィルタ装置水位が「1000mm(通常水位)※1」

付近であることを確認し必要に応じてフィルタ装置水位の調整を実施する。 

格納容器ベント操作時は，ベントガス蒸気の凝縮によりフィルタ装置水

位が上昇するため継続監視し，フィルタ装置水位が「3000mm(上限水位)※2」

に到達した場合は，フィルタ装置性能維持のためフィルタ装置の排水を実

施する。 

格納容器ベント操作時または格納容器ベント停止後にフィルタ装置内で

捕捉した放射性物質の放熱によりフィルタ装置内の水が蒸発しフィルタ装

置水位が低下する場合は，「1000mm(通常水位)※１」を下回り「500mm(下限

水位) ※３」に到達する前に，フィルタ装置補給水ラインからフィルタ装置

へ水張りを実施する。 

フィルタ装置水位は中央制御室及び現場にて確認する計画である。 

（※1 通常水位は下限水位に対して管理上の余裕を持たせた値として設定している。） 

（※2 上限水位はフィルタ装置内のベントガスによる吹き上がりによる上昇を考慮しても金属フ

ィルタ下端水位「6000mm」まで到達しない水位として定めている。） 

（※3 下限水位は DF 性能確認試験の結果から得られた 低水位であるため，この水位を下回らな
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いように水位調整を実施する必要がある。） 

【フィルタ装置出口放射線モニタ】 

格納容器ベント実施時に，フィルタ装置出口の放射線量を監視し，初期

値からの指示上昇により放射性物質を含むガスが放出されていることを確

認する。 

また，格納容器ベント中においても継続監視することにより，放射性物

質を含むガスの放出状況を把握する。 

格納容器ベント停止後も，フィルタ装置出口配管が開放状態にあるため

継続監視する。 

フィルタ装置出口放射線モニタは中央制御室にて確認する計画である。 

【フィルタ装置入口圧力】 

代替格納容器圧力逃がし装置点検等後の系統内窒素置換操作後に，フィ

ルタ装置入口圧力を監視することにより窒素置換状態が維持され待機状態

にあることを確認する。 

格納容器ベント実施時に，待機圧力から上昇した後，格納容器圧力の低

下と追従して低下傾向を示すことにより代替格納容器圧力逃がし装置が正

常に動作していることを確認する。 

また，格納容器ベント停止後に窒素ガスによるパージを実施した後は，

配管内に残留した蒸気が凝縮することにより，フィルタ装置内の水の放射

線分解により発生する水素の蓄積を防止するためフィルタ装置入口圧力が

正圧で維持されていることを確認する。 

フィルタ装置入口圧力は中央制御室及び現場にて確認する計画である。 

【フィルタ装置出口圧力】 

代替格納容器圧力逃がし装置点検等後の系統内窒素置換操作時に，可搬

型窒素供給装置からの窒素ガスによりフィルタ装置出口圧力が待機状態の

圧力まで加圧されたこと，及び圧力開放板の動作圧力まで加圧されていな

いことを確認する。 

なお，格納容器ベント実施後は圧力開放板が開放することにより大気圧

と等しくなる。 

フィルタ装置出口圧力は現場にて確認する計画である。 

【フィルタ装置水素濃度】 

フィルタ装置入口及び出口配管に設置されている水素濃度計にて格納容

器ベント操作後の窒素ガスによるパージ操作により，フィルタ装置入口及

び出口配管内に水素が残留していないことを確認する。 

また，窒素ガスによるパージ操作後もフィルタ装置入口及び出口配管内

に水素が流入していないことを確認する。 

フィルタ装置水素濃度は中央制御室にて確認する計画である。 

【フィルタ装置ドレン移送流量】 



-135- 

フィルタ装置ドレン移送ラインに設置されている流量計にて，フィルタ

装置排水量を確認する。 

フィルタ装置ドレン移送流量は現場にて確認する計画である。 

【フィルタ装置スクラバ水 pH 計】 

フィルタ装置の水位調整を実施した後，薬液を補給する際にスクラバ水

の pH を確認する。 

フィルタ装置スクラバ水 pH 計は現場にて確認する計画である。 

【金属フィルタ差圧計】 

金属フィルタ差圧計により，金属フィルタの閉塞状態を確認する。 

金属フィルタ差圧計は中央制御室にて確認する計画である。 
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第 4.1.2－2 図 代替格納容器圧力逃がし装置監視計器概要図 
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4.2   格納容器圧力逃がし装置の操作性 

4.2.1   ベント弁操作エリア 

4.2.1.1   ベント時の被ばく評価（線量分布） 

二次格納施設外の一次隔離弁（ＡＯ弁）の弁操作エリア及び二次隔離弁（Ｍ

Ｏ弁）の弁操作エリアにおいては，二次格納施設内のベント配管内を流れる放

射性物質が主たる被ばく線源となる。 

二次隔離弁については，ＭＯ弁であることから電源喪失時の弁の操作には時

間を要することと，ベント配管と弁の操作位置が近いことから，ベント開始時

の希ガスの通気による，弁操作エリアの放射線量率の評価を実施した。 

放射線量率評価は，下記の条件にて実施している。 

 

【評価条件】 

 ・放射性物質インベントリ：出力停止後 24 時間後のインベントリ 

 ・インベントリ評価コード：ORIGEN2 

 ・線量評価コード：QAD-CGGP2R 

 ・放射性物質放出割合：有効性評価シナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失） 

 ・希ガス放出速度：原子炉格納容器内の自由空間に充満した希ガスが 19 分間

でベント配管を通過すると想定。 

 

 以上の評価条件にてＭＯ弁操作エリアにおける線量率を評価したところ，評

価結果は第 4.2.1.1－1 表の通りとなった。 

 

第 4.2.1.1－1 表 二次隔離弁操作エリア線量評価結果（ベント開始時） 

ユニット 二次隔離弁操作エリアの放射線量率（mSv/h） 

6 号炉 1.20 

7 号炉 0.33※ 

  ※ 7 号炉については，二次隔離弁操作エリアとベント配管が近接している

ことから追加の鉄板遮へいを設置している。 

 

 第 4.2.1.1－1 表より，6 号炉，7 号炉ともに，二次隔離弁操作エリアの放射

線率は十分操作が可能な値であることを確認した。 

 

4.2.1.2   ベント後の被ばく評価（線量分布） 

二次隔離弁については，ＭＯ弁であることから電源喪失時の弁の操作には時

間を要することと，ベント配管と弁の操作位置が近いことから，ベント実施後

の配管に付着した放射性物質による，弁操作エリアの放射線量率の評価を実施
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した。 

 放射線量率評価は，下記の条件にて実施している。 

 

【評価条件】 

 ・放射性物質インベントリ：出力停止後 24 時間後のインベントリ 

 ・インベントリ評価コード：ORIGEN2 

 ・線量評価コード：QAD-CGGP2R 

 ・放射性物質放出割合：有効性評価シナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失） 

 ・放射性物質付着量：配管 100m につき，放射性物質の放出量の 10％が付着

すると想定 

 

 以上の評価条件にてＭＯ弁操作エリアにおける線量率を評価したところ，評

価結果は第 4.2.1.2－1 表の通りとなった。 

 

第 4.2.1.2－1 表 二次隔離弁操作エリア線量評価結果（ベント実施後） 

ユニット 二次隔離弁操作エリアの放射線量率（mSv/h） 

6 号炉 0.021 

7 号炉 0.0027※ 

  ※ 7 号炉については，二次隔離弁操作エリアとベント配管が近接している

ことから追加の鉄板遮へいを設置している。 

 

 第 4.2.1.2－1 表より，6 号炉，7 号炉ともに，二次隔離弁操作エリアの放射

線率は十分操作が可能な値であることを確認した。 

 

4.2.2   フィルタ装置遮へい壁周辺 

4.2.2.1   ベント時の被ばく評価（線量分布） 

格納容器ベント実施に伴い，大気中に希ガス等の放射性物質が放出されるた

め，格納容器圧力逃がし装置周辺の被ばく線量率は上昇する。格納容器ベント

実施直後における主たる被ばく線源は希ガスであり，格納容器圧力逃がし装置

の放出口付近の作業エリアの被ばく線量率は一時的に 1Sv/h を超えると考えら

れる。格納容器ベント実施時に行う消防車への燃料補給等については，被ばく

線量率が低下した後に作業を行うものとする。 

4.2.2.2   ベント後の被ばく評価（線量分布） 

格納容器ベント実施後においては，格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置

内や配管内に付着した放射性物質が，格納容器圧力逃がし装置周辺での主たる

被ばく線源となる。格納容器ベント実施後に行う消防車への燃料補給等につい

ては，被ばく線源からできるだけ離れて作業する等の対策を講ずることで作業
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は可能となる。 

また，格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置や配管から離れている作業エ

リアでは，土壌に沈着した放射性物質が主たる被ばく線源となる。土壌に沈着

する放射性物質は格納容器内や格納容器圧力逃がし装置で除去されるため，放

射性物質の土壌への沈着量は低減される。このことより，被ばく線量率は高く

はならず，作業は可能である。 
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4.3   水素燃焼防止に関する設備操作 

水素燃焼防止に関する操作は以下の２つがある。 

① 格納容器圧力逃がし装置点検等後の窒素置換 

（窒素ガスによる酸素濃度低下操作） 

② 格納容器ベント停止後の窒素ガスによるパージ 

（窒素ガスによる水素，残留蒸気パージ） 

 

① 格納容器圧力逃がし装置点検等後の窒素置換 

（窒素ガスによる酸素濃度低下操作） 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の点検等後は，フィルタ装置及び配管内部に酸素

が存在するため，格納容器ベント操作時に，格納容器から流入した水素によ

る燃焼を防止する必要がある。そのため，格納容器圧力逃がし装置を待機状

態とする前に，窒素ガスを注入し酸素濃度を低下させ，窒素置換状態とする。 

格納容器圧力逃がし装置の窒素置換操作は，大気開放の窒素ベント弁

{T61-F207}を「全開」にし，可搬型窒素供給装置からの窒素ガスを窒素供給

弁{T61-F205}を「開」することにより実施する。窒素ガス注入によって，フ

ィルタ装置入口配管，フィルタ装置本体及び圧力開放板までのフィルタ装置

出口配管内の空気は，窒素ベント弁{T61-F207}から大気へ放出される。ポー

タブルの酸素濃度計で放出箇所の酸素濃度を測定し「可燃限界濃度（5％）以

下※」まで低下確認できれば窒素置換完了と判断する。（※ 窒素置換完了判断値は

可燃限界濃度以下の値を設定とする） 

窒素置換完了後は，空気混入防止として系統内を加圧状態とする。加圧操

作は，窒素ベント弁{T61-F207}を「閉」し，フィルタ装置出口圧力及びフィ

ルタ装置入口圧力の指示が上昇し，フィルタ装置出口圧力が「10kPa[gage]」

まで加圧された後，窒素供給弁{T61-F205}を「全閉」し加圧状態とする。 
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第 4.3－1 図 格納容器圧力逃がし装置窒素置換操作概略図 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の点検等後は，フィルタ装置及び配管内部に

酸素が存在するため，格納容器ベント操作時に，格納容器から流入した水素

による燃焼を防止する必要がある。そのため，代替格納容器圧力逃がし装置

を待機状態とする前に，窒素ガスを注入し酸素濃度を低下させ，窒素置換状

態とする。 

窒素置換操作は格納容器圧力逃がし装置と同様の操作を実施する計画であ

る。 

操作の詳細については設計に合わせて決定する。 
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② 格納容器ベント停止後の窒素ガスによるパージ 

（窒素ガスによる水素，残留蒸気パージ） 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器ベント停止後は，配管内に残留する水素による燃焼防止と，残留

蒸気凝縮による配管内の負圧防止のため，格納容器圧力逃がし装置の窒素ガ

スによるパージを実施する。 

格納容器圧力逃がし装置の窒素ガスによるパージ操作は，可搬型窒素供給

装置からの窒素ガスを窒素供給弁{T61-F205}を「開」することにより実施す

る。格納容器ベント操作により，圧力開放板が開放しているため，配管及び

フィルタ装置内のガスは大気放出される。窒素ガスによるパージを一定時間

（可搬型窒素供給装置流量《約 70Nm3/h》において 2 時間）注入し，フィル

タ装置水素濃度が「可燃限界濃度（4％）以下※」まで低下することにより窒

素ガスによるパージ完了を判断する。（※ 窒素ガスによるパージ完了判断値は可燃限

界濃度以下の値を設定とする） 

窒素ガスによるパージ完了後は，窒素供給弁{T61-F205}を「全閉」し窒素

ガスの供給を停止する。その後は，フィルタ装置水素濃度を測定するととも

に，配管内の残留蒸気凝縮により，フィルタ装置内の水の放射線分解により

発生する水素の蓄積を防止するためフィルタ装置入口配管内が正圧で維持さ

れていることを確認する。 
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第 4.3－2 図 格納容器圧力逃がし装置窒素ガスによるパージ操作概略図 
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器ベント停止後は，配管内に残留する水素による燃焼防止と，残留

蒸気凝縮による配管内の負圧防止のため，代替格納容器圧力逃がし装置の窒

素ガスによるパージを実施する。 

窒素ガスによるパージは，格納容器圧力逃がし装置と同様の操作を実施す

る計画である。 

操作の詳細については設計に合わせて決定する。 
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5． 設備の維持管理 

5.1   点検方法 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)   機械設備 

格納容器圧力逃がし装置の機械設備は，設置環境や動作頻度に対する故

障及び劣化モード等を考慮した適切な周期による定期的な点検（時間基準

保全）により，設備性能を確保していることの確認を行う。 

対象機器毎の点検項目及び点検内容は，第 5.1－1 表のとおりである。 

 

第 5.1－1 表 機械設備の対象機器毎の点検項目及び点検内容 

点検周期 点検内容 
対象機器 

本格 簡易 
点検項目

本格点検 簡易点検 

1.本体 a.マンホール開放 
b.外観点検 

a.外観点検 容器 10  1 

2.機能確認 a.漏えい確認 a.窒素封入圧力確認※ 

1.本体 a.外観点検  ― 容器内部構造物 

・スクラバノズル 

・気泡細分化装置 

・金属フィルタ 

・整流板 

10  1  

2.機能確認 a.外観点検 a.窒素封入圧力確認※ 
b.スクラバ水位確認※ 
 

1.本体 a.下記の部分の点検手入 
・ケーシング，リアカバー 
・インペラ 
・キャン，ローター 

a.外観点検 ドレンポンプ 
（キャンド型） 

3  1  

2.機能確認 a.漏えい確認 
b.絶縁抵抗測定 
c.巻線抵抗測定 
d.試運転 

a.漏えい確認 
b.絶縁抵抗測定 
c.巻線抵抗測定 
d.試運転 

1.本体 a.外観点検 
b.カバー取替 

a.外観点検 伸縮継手 3  1  

2.機能確認 a.漏えい確認 a.窒素封入圧力確認※ 

1.本体 a.外観点検  ― オリフィス 3 1 

2.機能確認 a.外観点検 a.窒素封入圧力確認※ 

1.本体 a.圧力開放板取替 
b.フランジ面手入れ 

 ― 
 

圧力開放板 3 1 

2.機能確認 a.漏えい確認 a.窒素封入圧力確認※ 

1.本体 

 

a.外観点検 
b.フランジ部点検手入れ 

 ― 配管 10 1 

2.機能確認 a.漏えい確認 a.窒素封入圧力確認※ 

1.本体 a.弁箱内面点検手入れ 
b.弁体，弁座，弁棒の点検手 

入れ 
c.パッキン類取替 
d.外観点検 

 ― 弁 10 1 

2.機能確認 a.漏えい確認 
b.動作試験 

a.窒素封入圧力確認※ 
b.動作試験(駆動部付弁)

  ※窒素封入圧力及びスクラバ水位は，簡易点検の他にパトロール時等において定期的に

確認を実施する。 
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(2)   電気設備 

格納容器圧力逃がし装置の電気設備は，設置環境や動作頻度に対する故

障及び劣化モード等を考慮した適切な周期による定期的な点検（時間基準

保全）により，設備性能を確保していることの確認を行う。 

対象機器毎の点検項目及び点検内容は，第 5.1－2 表のとおりである。 

 

第 5.1－2 表 電気設備の対象機器毎の点検項目及び点検内容 
点検周

期 
点検内容 

対象機器 

本格 一般 

点検項目 

本格点検 一般点検 

1.盤  ― a.外観点検 
b.取付器具点検 
c.冷却ファン点検 

2.変圧器  ― a.外観点検 

無停電電源装
置 

― 2 

3.試験・測定  ― a.絶縁抵抗測定 
b.保護シーケンス試験 
c.主回路・ゲート回路波形

測定 
d.停電，復旧切替試験 
e.入力電源切替試験 
f.電解コンデンサ容量 

測定 
g.特性試験 
h.警報試験 

1.電動機 a.外観点検 a.外観点検 

2.トルクス
イッチ 

a.トルクスイッチ点検 
b.設定値確認 

 ― 

3.リミット
スイッチ

a.リミットスイッチ点検
b.潤滑油脂交換 

 ― 

4.収納箱 a.配線類点検  ― 

5.開度計 a.外観点検 
b.指示値確認 

a.外観点検 
b.指示値確認 

電動駆動弁 6 1 

6.試験・測定 a.絶縁抵抗測定 
b.開閉試験 
c.巻線抵抗測定 

a.絶縁抵抗測定 
b.開閉試験 
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(3)   計測制御設備 

格納容器圧力逃がし装置の計測制御設備は，設置環境や動作頻度に対す

る故障及び劣化モード等を考慮した適切な周期による定期的な点検（時間

基準保全）により，設備性能を確保していることの確認を行う。 

対象機器毎の点検項目及び点検内容は，第 5.1－3 表のとおりである。 

 

第 5.1－3 表 計測制御設備の対象機器毎の点検項目及び点検内容 
点検周

期 
点検内容 

対象機器 

本格 一般 

点検項目 

本格点検 一般点検 

1.外観点検 a.各部点検手入  ― 圧力計 1 ― 

2.特性試験 a.校正  ― 

1.外観点検 a.各部点検手入  ― 電気式変換

器 

 

1 ― 

2.特性試験 a.校正・ループ校正  ― 

電気式指示

計 

1 ― 1.特性試験 a.校正・ループ校正  ― 

電気式記録

計 

1 ― 1.特性試験 a.各部点検手入 

b.校正 

 ― 

電磁流量計 1 ― 1.分解点検 a.分解点検手入  ― 

1.外観点検  ― a.各部点検手入 電磁弁 ― 1 

2.特性試験  ― a.絶縁抵抗・直流抵抗測定

b.動作試験 

制御盤 1 ― 1.外観点検 a.盤(ラック)，及び取付器具

点検手入 

 ― 

1.外観点検 a.各部点検手入  ― 検出器モニ

タ 

1 ― 

2.特性試験 a.回路特性試験 

b.線源校正試験 

 ― 

1.外観点検 a.各部点検手入  ― 水素検出装

置 

1 ― 

2.特性試験 a.回路特性試験 

b.基準ガスによる校正 

 ― 

 ― 

1.外観点検 a.サンプリング装置点検手

入 

 ― 

2.分解点検 a.ポンプ分解点検手入  ― 

サンプリン

グ機器 

1 ― 

3.特性・性能

試験 

a.インサービス後の調整  ― 

1.外観点検 a.各部点検手入  ― pH 計 1 ― 

2.特性試験 b.回路特性試験  ― 
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

 (1)   機械設備 

代替格納容器圧力逃がし装置の機械設備は，類似機器の設置環境や動作

頻度に対する故障及び劣化モード等を考慮した適切な周期による定期的な

点検（時間基準保全）により，設備性能を確保していることの確認を行う。 

 

(2)   電気設備 

代替格納容器圧力逃がし装置の電気設備は，類似機器の設置環境や動作

頻度に対する故障及び劣化モード等を考慮した適切な周期による定期的な

点検（時間基準保全）により，設備性能を確保していることの確認を行う。 

 

(3)   計測制御設備 

代替格納容器圧力逃がし装置の計測制御設備は，類似機器の設置環境や

動作頻度に対する故障及び劣化モード等を考慮した適切な周期による定期

的な点検（時間基準保全）により，設備性能を確保していることの確認を

行う。 
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5.2   試験方法 

【格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置が所定の機能を確保していることを確認するため，

「弁開閉試験」及び「ドレン設備ポンプ作動試験」，「漏えい試験」，「スクラバ

水質確認試験」を実施する。 

 

(1)   弁開閉試験 

 弁開閉試験の概要図を第 5.2－1 図に示す。 

以下の弁開閉試験を実施することにより，ベント操作時に必要な流路を

確保できることを確認する。 

a． 空気駆動弁（弁番号：①，②，③） 

   ・中央制御室の操作スイッチによる弁開閉試験：①※，②※，③ 

   ・ラチェットハンドルによる人力での弁開閉試験：①，②，③ 

   ・電磁弁排気ポートへの駆動空気供給による弁開閉試験：①，②，③ 

 

b．電動駆動弁（弁番号：④，⑤，⑥） 

   ・中央制御室の操作スイッチによる弁開閉試験：④※，⑤，⑥ 

   ・弁駆動部のエクステンションによる人力での弁開閉試験：④ 

 

※当該弁の中央制御室の操作スイッチによる弁開閉試験は，格納容器隔離

弁の弁開閉試験として別途実施する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2－1 図 弁開閉試験概要図 
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(2) ドレン設備ポンプ作動試験 

ドレン設備ポンプ作動試験の概要図を第 5.2－2 図に示す。 

仮設テストラインを使用してドレン設備ポンプの作動試験を実施するこ

とにより，継続的なベントに必要な流量の凝縮水を移送できることを確認

する。 

ドレン排出先となるサプレッション・チェンバ入口の⑦，⑧の弁開閉試

験は，格納容器隔離弁の弁開閉試験として別途実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2－2 図 ドレン設備ポンプ作動試験概要図 

 

 

 

(3) 漏えい試験 

漏えい試験の試験条件・方法を第 5.2－1 表に，試験概要図を第 5.2－3

図に示す。 

漏えい試験の各条件について下記 a～c に整理する。 

a. 加圧媒体 

  格納容器圧力逃がし装置の 高使用圧力 0.62MPa［gage］でのベント

開始時の系統内は窒素ガスが支配的であること，また，ベント継続中に

漏えい防止対象となる放射性物質は窒素より分子量が大きいことから，

窒素ガスを加圧媒体とすることは妥当であると判断する。 
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b. 試験圧力 

  漏えい試験では，系統内が不活性状態が維持されていることの確認と

して窒素封入圧力 0.01MPa［gage］以上が維持されていること，並びに，

系統が使用時にバウンダリ機能を維持できることの確認として 高使

用圧力 0.62MPa［gage］を試験圧力とする。 

c. 試験温度 

  漏えい試験では，系統の 高使用温度 200℃を模擬することが困難と

なることから約 180℃低い常温約 20℃での漏えい確認となるが，同様に

系統 高使用温度での漏えい確認が困難な原子炉圧力容器の漏えい試

験では，通常運転温度約 280℃に対し 180℃以上低い 100℃以下で漏え

い確認を行っていることから，常温での漏えい確認で十分であると判断

する。 

第 5.2－1 表 漏えい試験の試験条件・目的・方法 

 加圧媒体 試験圧力 試験温度 試験目的・方法 

簡易

点検 

窒素ガス 0.01MPa

［gage］以上

(窒素パー

ジ圧力) 

常温 系統内を不活性状態に維持することを目的に，系

統全体を窒素パージ圧力（待機状態）に加圧し，

著しい漏えいのないことを確認する。 

本格

点検 

窒素ガス 0.62MPa 

［gage］ 

( 高使用

圧力) 

常温 使用時にバウンダリ機能が維持されていること

を確認するために，系統全体を 高使用圧力に加

圧し，著しい漏えいのないことを確認する。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2－3 図 漏えい試験概要図 
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(4) スクラバ水質確認試験 

   スクラバ水質確認試験は，格納容器圧力逃がし装置待機中に，ドレンラ

インからサンプル水を採取・分析を実施し，スクラバ水が規定の濃度であ

ることを確認する。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置が所定の機能を確保していることを確認するた

め，格納容器圧力逃がし装置と同様に，「弁開閉試験」および「ドレン設備ポン

プ作動試験」，「漏えい試験」，「スクラバ水質確認試験」を実施する。 
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6.   規制基準への適合性 

6.1    実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則への適合 

6.1.1   第 38 条（重大事故等対処施設の地盤） 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)規制基準要求事項 

重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故防止設備」とい

う。）であって，耐震重要施設に属する設計基準事故対処設備が有する機能

を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故防止設備」という。）が設置

される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）： 

基準地震動による地震力が作用した場合においても当該重大事故等対処

施設を十分に支持することができる地盤に設けなければならない。 

重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故緩和設備」とい

う。）が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）： 

基準地震動による地震力が作用した場合においても当該重大事故等対処

施設を十分に支持することができる地盤に設けなければならない。 

重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対処施設を除く。次項及び

次条第二項において同じ。）は，変形した場合においても重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければなら

ない。 

重大事故等対処施設は，変位が生ずるおそれがない地盤に設けなければな

らない。 

(2)規制基準適合性 

6 号炉及び 7 号炉原子炉施設設置位置付近の地盤分類，断層の分布状況及

び岩石・岩盤試験等の結果を評価して行った有限要素法による動的解析結果

によると，地震時における応力状態等からみて支持力が問題となることはな

い。 

敷地には，将来活動する可能性のある断層等の露頭は認められていない。

また，敷地周辺の活断層については，敷地から十分に離れている。そのため，

断層変位に伴う基礎地盤の局所的な変形は原子炉施設の安全性に問題とな

るものではない。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，第

38 条の要求事項に適合している。 
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6.1.2   第 39 条（地震による損傷の防止） 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

 (1)規制基準要求事項 

常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設： 

基準地震動による地震力に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。 

常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設： 

基準地震動による地震力に対して重大事故に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないものであること。 

 

(2)規制基準適合性 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置を構成する構築

物・機器に対して，地震力により構築物・機器が損傷しないことを確認する

必要があるため，規則を踏まえて実施した地震動評価結果に基づき策定した

基準地震動 Ss-1～Ss-7 により健全性を評価した。 

基準地震動 Ss による地震力に対して，格納容器圧力逃がし装置及び代替格

納容器圧力逃がし装置を構成する構築物・機器は，十分な耐性を有しており，

機能を維持できることを確認した。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，第

39 条の要求事項に適合している。 

 

6.1.3   第 40 条（津波による損傷の防止） 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)規制基準要求事項 

重大事故等対処施設は，基準津波に対して重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

(2)規制基準適合性 

格納容器圧力逃がし装置を構成する構築物・機器に対して，津波波力や浸

水により構築物・機器が損傷しないことを確認する必要があるため，規則を

踏まえて実施した津波評価結果に基づき策定した基準津波により健全性を評

価した。 

格納容器圧力逃がし装置は，6 号炉及び 7 号炉近傍屋外の標高 12m の敷地

に設置されており，基準津波による遡上波は到達せず，津波波力や浸水によ

り構築物・機器の損傷は生じないことを確認している。 

なお，格納容器圧力逃がし装置は，6 号炉及び 7 号炉近傍屋外の標高 12m
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の敷地に設置されており，基準津波による遡上波は到達しないため，基準地

震動と基準津波の影響が重畳することはない。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置は，第 40 条の要求事項に適合している。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置を構成する構築物・機器に対して，津波波力

や浸水により構築物・機器が損傷しないことを確認する必要があるため，規

則を踏まえて実施した津波評価結果に基づき策定した基準津波により健全性

を評価した。 

代替格納容器圧力逃がし装置は，6 号炉及び 7 号炉近傍屋外の標高 12m の

敷地の地下に設置されており，基準津波による遡上波は到達せず，津波波力

や浸水により構築物・機器の損傷は生じないことを確認している 

なお，代替格納容器圧力逃がし装置は，6 号炉及び 7 号炉近傍屋外の標高

12m の敷地の地下に設置されており，基準津波による遡上波は到達しないた

め，基準地震動と基準津波の影響が重畳することはない。 

 

以上より，代替格納容器圧力逃がし装置は，第 40 条の要求事項に適合してい

る。 

 

6.1.4   第 41 条（火災による損傷の防止） 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)規制基準要求事項 

重大事故等対処施設は，火災により重大事故等に対処するために必要な機

能を損なうおそれがないよう，火災の発生を防止することができ，かつ，火

災感知設備及び消火設備を有するものでなければならない。 

 

(2)規制基準適合性 

ａ．火災の発生の防止 

(a)火災防護対策を講じた設計 

可燃物内包設備，及び火花や水素が発生する設備はない。また，系統内

に水素が滞留することを防止する設計としている。 

 

(b)不燃性材料又は難燃性材料の使用 

主要構造物は不燃性材料を使用している。ケーブルは自己消火性（UL 垂

直燃焼試験）・耐延焼性（IEEE383）の実証試験に合格する線種を使用して

いる。ただし，放射線モニタ用ケーブルには，微弱電流・微弱パルスを扱
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うことから，耐ノイズ性を確保するために高い絶縁抵抗を有する同軸ケー

ブルを使用している。このケーブルは，自己消火性を確認する UL 垂直燃焼

試験は満足するが，耐延焼性を確認する IEEE383 燃焼試験の要求を満足し

ない。このケーブルに対しては，専用の電線管に布設することとしており，

発火した場合においても他の構築物，系統又は機器に火災を生じさせるお

それは小さい。 

 

(c)落雷，地震への対策 

落雷については，「7.1.5   落雷」を参照。 

地震については，「6.1.1   第 39 条（地震による損傷の防止）」を参照。 

 

ｂ．火災の感知，消火 

(a)火災感知設備 

消防法に基づき火災感知器を設置する。さらに，屋内のケーブル布設箇

所及び電動駆動弁・電源盤・制御盤設置箇所には，火災時に炎が生じる前

の発煙段階から感知できるアナログ式の煙感知器に加え，異なる 2 種類目

の感知器としてアナログ式の熱感知器を設置する。設置にあたっては，消

防法に準じた設置条件で設置する。 

格納容器圧力逃がし装置遮蔽壁内の電源盤・計器ラック設置箇所，屋外

のケーブル布設箇所及びドレンポンプ設置箇所については，屋外又は上部

が大気開放されているため煙感知器による火災感知は困難であることから，

炎感知器と熱感知器を設置する。炎感知器はアナログ式ではないが，アナ

ログ式と同様に平常時から炎の有無を連続監視することで，火災現象（炎

の発生）を把握することができるものを選定する。 

なお，感知器については，外部電源が喪失した場合においても電源を確

保する設計とし，中央制御室等にて適切に監視できる設計とする。 

 

(b)消火設備 

消火栓及び消火器を適切に設置している。原則ケーブルは電線管に布設

されていること，屋外又は格納容器圧力逃がし装置遮蔽壁内の分電盤，計

器ラック及びドレンポンプは屋外又は上部が大気開放されている箇所に設

置されることから，火災によって煙が充満し消火が困難となることはない。 

一方，屋内の電源盤とケーブルの取合部において電線管に布設されてい

ない箇所や，屋内の電源盤，計装ラック，電動駆動弁及び代替格納容器圧

力逃がし装置のドレンポンプが設置される箇所は，火災によって煙が充満

するおそれがあることから，自動又は中操からの遠隔手動による固定式消

火設備を設置する。 
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(c)自然現象への対策 

屋外消火設備の配管は，保温材により凍結防止対策を行っている。また，

屋外の消火栓本体は，不凍式の消火栓を採用している。 

消火栓に使用する消火用水のポンプ等の機器は，給水建屋に設置されて

おり，建築基準法に基づいた風荷重を考慮した設計となっている。万一，

竜巻により給水建屋が損壊し消火栓が使用不能となる場合でも，原子炉建

屋内の固定式消火設備や消火器によって，屋内のケーブル，電動駆動弁，

電源盤，制御盤からの火災に対応する。屋外又は格納容器圧力逃がし装置

遮蔽壁内の分電盤，計器ラック及びドレンポンプからの火災に対しては，

消火器又は消防車によって対応する。 

給水建屋は津波による水没等の影響を受けないよう防潮壁等を設置して

いる。 

また，屋外消火配管は，基本的に地上化及びトレンチ化を図っており，

水源となるタンクと配管の接続部にフレキシブル継手を採用するなど地盤

変位を考慮した設計としている。 

さらに，万一屋外消火配管が破断した場合は，消防車を用いて建屋の給

水接続口より屋内消火栓へ水の供給が可能である。 

 

(d)消火設備の破損等に対する対策 

消火設備の破損，誤動作等により安全機能に影響を与えないことを，

「7.2.3 内部溢水」にて確認している。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，第

41 条の要求事項に適合している。 

 

6.1.5   第 43 条（重大事故等対処設備） 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)規制基準要求事項 

重大事故等対処設備は以下に掲げるものでなければならない。 

a.環境条件 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その

他の使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に

発揮するものであること。又，設備の操作や復旧作業を行うことができる

よう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への

遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであること。 

b.操作性 

想定される重大事故等が発生した場合において，確実に操作できるもの
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であること。又，本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するため

に使用する設備にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替え

られる機能を備えるものであること。 

c.試験又は検査 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試

験又は検査ができるものであること。 

d.共用の禁止，悪影響防止 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。又，

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二

以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子

炉施設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原

子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りではない。 

e.容量 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

f.多様性 

共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(2)規制基準適合性 

a.環境条件 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置を構成する機

器は，事故時に想定される温度条件，装置を使用中に想定される放射線条

件においても，動作確認や機能確認によって健全性を確認した機器を用い

ること，もしくは健全性を確認した範囲の環境条件を確保するための緩和

措置等を実施することにより，当該機器に要求される機能を発揮するよう

設計する。また，フィルタ装置，配管，弁は原子炉格納容器外に配置され

ており，想定される事故環境下においても，動作確認や機能確認によって

健全性を確認した機器を用いること，もしくは健全性を確認した範囲の環

境条件を確保するための緩和措置等を実施することにより，必要な機能を

有効に発揮することができる設計とする。 

b.操作性 

電動駆動弁及び空気駆動弁等について，事故時においても，エクステン

ションやラチェットハンドルでの操作，動作気体のバックアップ供給によ

る操作等により，確実に操作できる設計とする。また，本系統を使用する

場合に，通常状態で使用する系統との切り替え操作は，系統内の取り合い

箇所が通常時閉，電源喪失時にはフェイルクローズにより閉となる弁で仕

切られているため，特段の操作は不要となる設計とする。 
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c.試験又は検査 

原子炉停止中に，弁の開閉試験，系統漏えい試験，及びスクラバ水の水

質確認を実施し性能確認を実施する。 

d.共用の禁止，悪影響防止 

他号炉と共用はしておらず，また第 6.1.5－1 図に示す通り，他の系統・

機器とは，通常時閉，電源喪失時にはフェイルクローズにより閉となる弁，

及び逆止弁で隔離することで切り替え操作を不要にしており，本系統を使

用する場合に，他の系統・機器とも独立させることで，他への悪影響を防

止する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.5－1 図 格納容器圧力逃がし装置系統概略図 

 

e.容量 

事故時に格納容器内で発生する蒸気量よりも，排出可能な蒸気量を大き

くすることで，格納容器を減圧するために十分な容量を確保する設計とす

る。 

f.多様性 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備としての設計基準事故

対処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ機能）及び当該系統の除

熱を行う原子炉補機冷却水系，原子炉補機冷却海水系に対し，系統の接続

箇所はなく，冷却方式も異なることから，多様性，独立性を有しており，

共通要因により機能が損なわれない設計とする。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，第

43 条の要求事項に適合している。 
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6.1.6   第 48 条（ 終ヒートシンクに熱を輸送するための設備） 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)規制基準要求事項 

重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備に対して，多重性又は多様性

及び独立性を有し，位置的分散を図ること。又，格納容器圧力逃がし装置を

整備する場合は，第 50 条 1b)に準ずること。又，その使用に際しては，敷地

境界での線量評価を行うこと。 

 

(2)規制基準適合性 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備としての設計基準事故対

処設備である残留熱除去系（格納容器スプレイ機能）及び当該系統の除熱を

行う原子炉補機冷却水系，原子炉補機冷却海水系に対し，系統の接続箇所は

なく，冷却方式も異なることから，多様性，独立性を有している。また，フ

ィルタ装置は原子炉建屋近傍屋外もしくは地下ピット内に設置しており，原

子炉建屋内の弁等についても，異なる区画の部屋に配置する等により位置的

分散を図る設計としている。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，第

48 条の要求事項に適合している。 

 

さらに，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の系統

に設置されるポンプ等の重要機器及び系統機能の確認のために特に重要な計

測制御設備については，同一の機能を果たす機器及び計測制御設備を複数設

けることにより，系統内の機器について，多様性及び多重性を確保する設計

としている。 

 

6.1.7   第 50 条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)規制基準要求事項 

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

設備として，格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットを設置す

ること。 

a.放射性物質低減対策 

排気中に含まれる放射性物質を低減するものであること。 

b.可燃性ガスの爆発防止等の対策 

  可燃性ガスの爆発防止等の対策が講じられていること。 
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c.悪影響防止 

配管等は，他の系統・機器や他号機の格納容器圧力逃がし装置等と共用

しないこと。ただし，他への悪影響がない場合を除く。 

d.格納容器の負圧破損防止 

  格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては，必要に応じて，原子炉格納

容器の負圧破損を防止する設備を整備すること。 

e.隔離弁 

人力により容易かつ確実に開閉操作可能であること。又，炉心の著しい

損傷時においても，現場において人力で操作ができるよう，遮蔽又は離隔

等の放射線防護対策がなされていること。 

f.ラプチャーディスク 
ラプチャーディスクを使用する場合は，バイパス弁を併置すること。た

だし，格納容器圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう，十分に低い

圧力に設定されたラプチャーディスクを使用する場合又はラプチャーディ

スクを強制的に手動で破壊する装置を設置する場合を除く。 

g.接続位置 

長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない場所に接続されてい

ること。 

h.放射線防護対策 

使用後に高線量となるフィルタ等からの被ばくを低減するための遮蔽等

の放射線防護対策がなされていること。 

 

(2)規制基準適合性 

a.放射線低減対策 

フィルタ装置にて，粒子状放射性物質を 99.9％以上低減できる設計とす

る。 

b.可燃性ガスの爆発防止等の対策 

系統内を不活性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機すること及び使

用後に系統内を不活性ガス（窒素ガス）でパージすることにより，排気中

に含まれる可燃性ガス及び使用後に放射線分解により発生する可燃性ガス

による爆発を防ぐ設計とする。 

c.悪影響防止 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，他号炉と

共用はしておらず，また第 6.1.5－1 図に示す通り他の系統・機器とは，通

常時閉，電源喪失時にはフェイルクローズにより閉となる弁，及び逆止弁

で隔離することで，通常状態で使用する系統との切り替え操作を不要にし

ており，他へ悪影響を及ぼさない設計としている。 

d.格納容器の負圧破損防止 
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重大事故等対策の有効性評価において，格納容器圧力逃がし装置及び代

替格納容器圧力逃がし装置を使用しても，格納容器が負圧になることはな

いことを確認している。仮に格納容器スプレイを行う場合においても，格

納容器圧力を確認し，規定の圧力まで減圧した場合は格納容器スプレイを

停止する運用としている。 

e.隔離弁 

空気駆動弁については，ラチェットハンドルにより人力で操作可能な設

計とする。ラチェットハンドルによる操作は，弁に近接して行う必要があ

るため，遮へいを設置する等，重大事故等発生時の作業員の放射線防護を

考慮した設計とする。また，第 6.1.7－1 図から第 6.1.7－4 図に示す通り

あらかじめ設置されているボンベの空気を手動により駆動シリンダへ供給

することにより，容易に遠隔操作ができる設計とする。電動駆動弁につい

ては，駆動部にエクステンションを設け，人力にて容易に遠隔操作ができ

る設計とする。なお，空気駆動弁のボンベによる操作及び電動駆動弁の操

作は，二次格納施設の外から実施可能であり，重大事故等発生時の作業員

の放射線防護を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.7－1 図 機器配置図（6 号炉原子炉建屋地下 1 階及び 2 階） 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 6.1.7－2 図 機器配置図（6 号炉原子炉建屋 3 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.7－3 図 機器配置図（7 号炉原子炉建屋地下 1 階及び 2 階） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 6.1.7－4 図 機器配置図（7 号炉原子炉建屋 3 階） 

 

 

f.ラプチャーディスク 

系統内を不活性ガス（窒素ガス）で置換する際の大気との隔壁としてラ

プチャーディスク（圧力開放板）を設置する。バイパス弁を併置しないが，

格納容器からの排気圧力（0.31MPa［gage］）と比較して十分低い圧力

（0.10MPa［gage］）で開放する設定とし，排気の妨げにならない設計とす

る。 

g.接続位置 

格納容器の接続位置は，サプレッション・チェンバ及びドライウェルに

設ける。これにより，いずれからも格納容器圧力逃がし装置及び代替格納

容器圧力逃がし装置を用いた排気操作を実施することができ，長期的にも

溶融炉心及び水没の悪影響を受けない設計とする。  

h.放射線防護対策 

装置の周囲及び上部に遮蔽体を設置し，使用後に高線量となるフィルタ

装置等から作業員が受ける被ばくを低減できる設計とする。 

 

以上より，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置は，

第 50 条の要求事項に適合している。 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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7.   原子炉格納容器圧力逃がし装置の設計基準事象に対する耐性 

本節で挙げる設計基準事象に対して耐性を確保する必要があるのは設計基準

対象施設であり，重大事故等対処施設ではないが，設計基準を超える事象が発

生した場合に使用する重大事故等対処施設が，その前段の設計基準事象の自然

現象によって機能喪失することは回避するべきであることから，以下健全性を

確認する。 

7.1   地震，津波以外の自然現象 

7.1.1   風（台風） 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

基準風速は保守的に も風速が大きい新潟市の観測記録の極値である

40.1m/s とした。 

 

(2)想定される影響 

a.影響モード：風荷重 

対象部位※1：放射線遮へい壁，フィルタ装置，フィルタ装置入口側及びフ

ィルタ装置出口側の配管・弁，給水設備，窒素パージ設備，ド

レン設備，計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等），計装ラ

ック 

 

※1 対象部位は，風により影響を受ける屋外に設置されている

格納容器圧力逃がし装置の部位を抽出した。 

 

b.影響モード：飛来物衝突の際の衝撃荷重 

対象部位※2：放射線遮へい壁，フィルタ装置，フィルタ装置入口側及びフ

ィルタ装置出口側の配管・弁，給水設備，窒素パージ設備，ド

レン設備，計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等），計装ラ

ック 

 

※2 対象部位は，飛来物により影響を受け易い屋外に設置され

ている格納容器圧力逃がし装置の部位及び屋内設備である

が開口部（扉，ルーバ等）の近傍に設置されており，飛来

物の影響を受ける可能性があるものを抽出した。 

 

(3)耐性評価結果 

a.格納容器圧力逃がし装置は，風荷重よりも大きい基準地震動の荷重に対し

て機能喪失しない設計としているため，風荷重により破損しない。 
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（例：柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉の原子炉建屋頂部 T.M.S.L.52.30m（地

上高 40.3m）付近のフィルタ装置出口側配管に作用する単位長さ当たりの

小の地震荷重は3.56kN/mであるのに対して，風荷重は2.14kN/mである。） 

b.風（台風）による飛来物の影響は，強い上昇気流を伴い風速も速い竜巻の

方が飛来物の影響が大きいことから，竜巻評価に包絡される。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の内，地下に設置されている部位については，

風の影響を受けない。屋外に設置する排気管については，風荷重に対して耐え

得る設計とするため，風により破損しない。 

 

7.1.2   竜巻 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

設計竜巻の 大風速は，竜巻影響評価ガイドに従い，日本海側地域におけ

る竜巻の発生頻度や 大風速の年超過確率を参照し，発電所の敷地地形効果

による風速の増幅効果を評価した上で 69m/s としているが，設計竜巻を超え

る竜巻が襲来した場合の影響の大きさを考慮して，国内既往 大の竜巻風速

（70～92m/s，F3）に余裕を見込んだ風速 100m/s の評価も実施した。 

竜巻防護施設及び格納容器圧力逃がし装置に衝突し得る飛来物は，柏崎刈

羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉が立地する大湊側の現地調査の結果及び竜

巻影響評価ガイドに例示されている飛来物を考慮し，砂利，鋼製パイプ及び

鋼製材を設計飛来物とした。 

 

(2)想定される影響 

影響モード：風荷重，気圧差荷重及び飛来物衝突の際の衝撃荷重を適切に組

み合わせた荷重（以下，「複合荷重」という。） 

対象部位※：放射線遮へい壁，フィルタ装置，よう素フィルタ，フィルタ装

置入口側及びフィルタ装置出口側の配管・弁，ラプチャーディス

ク，給水設備，窒素パージ設備，ドレン設備，計器類（水位計，

圧力計，放射線モニタ等），計装ラック 

 

※ 対象部位は，竜巻により影響を受ける屋外に設置されている

格納容器圧力逃がし装置の部位及び屋内設備だが開口部（扉，

ルーバ等）の近傍に設置されており，飛来物の影響を受ける

可能性があるものを抽出した。なお，屋内設置のうち，外気

との接続がある換気空調設備は，気圧差の影響が想定される
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が，格納容器圧力逃がし装置は，それに該当するものはない。 

 

(3)耐性評価結果 

格納容器圧力逃がし装置の複合荷重に対する健全性評価の実施にあたり，

先ずは格納容器圧力逃がし装置に作用する竜巻荷重の内，影響が支配的な飛

来物衝突による設備の貫通評価を実施した。なお，衝突を想定する飛来物は，

設計飛来物の内， も衝突影響が大きい鋼製材（長さ 4.2m×幅 0.3m×奥行

0.2m，質量 135kg）とした。 

6 号炉格納容器圧力逃がし装置の概略図を第 7.1.2－1～3 図に，7 号炉格納

容器圧力逃がし装置の概略図を第 7.1.2－4 図及び第 7.1.2－5 図に示す。ま

た，鋼製材衝突による放射線遮へい壁，フィルタ装置及び配管の貫通評価を

第 7.1.2－1～4 表に示す。 

鋼製材が衝突する速度の評価条件及び評価モデルについては，第 7.1.2－1

表は竜巻の 大風速 69m/s，ランキン渦モデル，第 7.1.2－2 表は竜巻の 大

風速 100m/s，鋼製材の衝突速度を竜巻影響評価ガイドに例示されている 大

飛散速度，第 7.1.2－3 表は竜巻の 大風速 69m/s，フジタモデル，第 7.1.2

－4 表は竜巻の 大風速 100m/s，フジタモデルとした。飛散した鋼製材が衝

突した場合の飛来物の貫通評価については，飛来物の貫通を避けるために必

要な鋼板厚さ，コンクリート厚さ（以下，「貫通限界厚さ」という。）及び飛

来物の衝突によるコンクリートの裏面はく離を避けるために必要なコンクリ

ート厚さ（以下，「裏面はく離限界厚さ」という。）と竜巻の影響が想定され

る対象部位の板厚を比較することで貫通の有無を判断した。 

格納容器圧力逃がし装置は，各部位単体または防護対策と相まって竜巻に

よる影響に対して耐性を有する設計とする。 

 

a.放射線遮へい壁 

放射線遮へい壁は，壁厚約 0.7～1.6m のコンクリート製であり，飛来物衝

突に対して耐性を有しているため，飛来物の放射線遮へい壁貫通または放射

線遮へい壁の裏面はく離は生じない。 

b.フィルタ装置，よう素フィルタ 

フィルタ装置及びよう素フィルタの周囲には第 7.1.2－1～5 図に示す通

り放射線遮へい壁が設置されているため，放射線遮へい壁によりフィルタ装

置及びよう素フィルタが防護されている部分については複合荷重の影響を

受けない。フィルタ装置上部及びよう素フィルタ上部については，飛来物衝

突に対して貫通しない板厚を有し，複合荷重に対しても耐え得る鋼板等を取

り付けてフィルタ装置及びよう素フィルタを防護するため，竜巻により破損

しない。 

竜巻襲来によりフィルタ装置の周囲の気圧が低下した場合の影響につい
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ては，フィルタ装置の待機状態を想定した場合，フィルタ装置は外気との接

続がないため，竜巻の襲来に伴い内圧が上昇する。竜巻襲来時のフィルタ装

置の内圧は，フィルタ装置の待機状態における内圧に竜巻による 大気圧低

下量を足し合わせることで算出できることから，竜巻の 大風速が 69m/s

と 100m/s の場合の 大気圧低下量を原子力規制委員会の定める「原子力発

電所の竜巻影響評価ガイド」に従い算出すると 4.3kPa，8.9kPa となり，フ

ィルタ装置の待機状態における内圧 10kPa と足し合わせると 14.3kPa，

18.9kPa となる。それに対してフィルタ装置の容器は， 高使用圧力 0.62MPa

に耐える設計としていることから，竜巻による気圧差がフィルタ装置の性能

に影響を与えることはない。 

フィルタ装置の運転状態を想定した場合，フィルタ装置は外気との接続が

あるため，竜巻襲来時は外気の気圧低下に伴いフィルタ装置内の気圧も低下

するため，フィルタ装置内外で差圧が発生しない。したがって，フィルタ装

置の性能に影響を与えることはない。 

c.フィルタ装置入口側配管・弁，給水設備，ドレン設備，窒素パージ設備，

計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等） 

飛来物衝突に対して貫通しない板厚を有し，複合荷重に対しても耐え得る

鋼板等の取り付け，または十分な板厚を有する遮へい板の設置により設備を

防護するため，竜巻により破損しない。防護対策を実施する範囲については，

第 7.1.2－1～5 図に示す通りとする。 

d.フィルタ装置出口側の配管・弁 

竜巻によって重大事故に至る可能性は非常に低いと考えられるが，たとえ

格納容器圧力逃がし装置を使用することになったとしても，フィルタ装置出

口側の配管や弁が飛来物衝突により損傷した場合であれば，放射性物質の放

出量を抑制する機能には影響しない。なお，竜巻が柏崎刈羽原子力発電所に

襲来し出口側の配管や弁が損傷した場合，損傷箇所補修のためにプラントを

停止する。 

e.ラプチャーディスク 

ラプチャーディスクが竜巻襲来時の気圧低下の影響を受けた場合の開放

の有無については，前述のフィルタ装置が待機状態における気圧差影響と同

様にフィルタ装置出口配管及びラプチャーディスクには 14.3kPa（竜巻の

大風速 69m/s）または 18.9kPa（竜巻の 大風速 100m/s）の圧力が作用する。

それに対してラプチャーディスク開放の設定圧力は，100kPa であるためラ

プチャーディスクは開放しない。 

ただし，ラプチャーディスクに飛来物が外部から衝突した場合に，衝撃に

よりラプチャーディスクが開放する可能性がある。このため，ラプチャーデ

ィスクに飛来物が衝突しないよう，当初設置を計画していた箇所から飛来物

衝突の影響を受けない箇所へ移設すること，またはラプチャーディスクに飛
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来物衝突に対して貫通しない板厚を有し，複合荷重に対しても耐え得る鋼板

等を取り付けることにより防護する。  

f.計装ラック 

計装ラックの周囲には第7.1.2－3図及び第7.1.2－5図に示す通り放射線

遮へい壁が設置されているため，放射線遮へい壁により計装ラックが防護さ

れている部分については飛来物衝突及び複合荷重の影響を受けない。計装ラ

ック上部については，飛来物衝突に対して貫通しない板厚を有し，複合荷重

に対しても耐え得る鋼板等を取り付けて計装ラックを防護するため，竜巻に

より破損しない。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置の内，地下に設置されている部位については，

竜巻の影響を受けない。なお，排気管については，飛来物衝突により損傷した

場合であっても，放射性物質の放出量を抑制する機能には影響しないが，建屋

等の外殻となる施設内を通し，原子炉建屋上方で屋外に露出するように配管を

敷設し，原子炉建屋上方で放出する設計とする。 
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第 7.1.2－1 図 6 号炉 格納容器圧力逃がし装置 概略図（南立面図） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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第 7.1.2－2 図 6 号炉 格納容器圧力逃がし装置 概略図（東立面図） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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第 7.1.2－3 図 6 号炉 格納容器圧力逃がし装置 概略図（平面図） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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第 7.1.2－4 図 7 号炉 格納容器圧力逃がし装置 概略図（南立面図） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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第 7.1.2－5 図 7 号炉 格納容器圧力逃がし装置 概略図（平面図） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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第 7.1.2－1 表 飛来物貫通評価結果 

（竜巻の最大風速 69m/s，鋼製材の最大飛散速度は，ランキン渦モデルによ

り評価。鋼製材の空力パラメータは，原子力安全基盤機構の委託研究成果報

告書 1）記載値を採用。） 

 コンクリート

厚さまたは鋼

板厚さ 

[mm] 

貫通限界厚さまたは裏面

はく離限界厚さ 

[mm] 
評価結果 

放射線遮へ

い壁 
700～1,600 

 

 
 

フィルタ装

置（胴部） 

30.4 

(最小厚さ) 

 

 

 

フィルタ装

置（上部） 

30.0 

(最小厚さ) 
 

フィルタ装

置入口側配

管 

12.7 
 

 

フィルタ装

置出口側配

管 

12.7 

 

 

 

 

 

 

給水設備に

係わる配管 
5.2 

ドレン設備

に係る配管 
3.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 7.1.2－2 表 飛来物貫通評価結果 

（竜巻の最大風速 100m/s，鋼製材の最大飛散速度は竜巻影響評価ガイドに例

示されている値を採用。） 

 コンクリート

厚さまたは鋼

板厚さ 

[mm] 

貫通限界厚さまたは裏面

はく離限界厚さ 

[mm] 

評価結果 

放射線遮へ

い壁 
700～1,600 

 

 

 

 

フィルタ装

置（胴部） 

30.4 

(最小厚さ) 

 

 

 

フィルタ装

置（上部） 

30.0 

(最小厚さ) 
 

フィルタ装

置入口側配

管 

12.7 
 

 

フィルタ装

置出口側配

管 

12.7 

 

 

 

 

 

 

給水設備に

係わる配管 
5.2 

ドレン設備

に係わる配

管 

3.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。



- 175 - 

 

 

第 7.1.2－3 表 飛来物貫通評価結果 

（竜巻の最大風速 69m/s，鋼製材の最大飛散速度は，フジタモデルにより評

価。鋼製材の空力パラメータは，原子力安全基盤機構の委託研究成果報告書
1）記載値を採用。） 

 コンクリート

厚さまたは鋼

板厚さ 

[mm] 

貫通限界厚さまたは裏面

はく離限界厚さ 

[mm] 

評価結果 

放射線遮へ

い壁 
700～1,600 

－ 

（鋼製材は飛散しない） 

貫通・裏面はく離

なし 

フィルタ装

置（胴部） 

30.4 

(最小厚さ) 

フィルタ装

置（上部） 

30.0 

(最小厚さ) 

フィルタ装

置入口側配

管 

12.7 

フィルタ装

置出口側配

管 

12.7 

給水設備に

係わる配管 
5.2 

ドレン設備

に係わる配

管 

3.9 

－ 

（鋼製材は飛散しない）
貫通なし 
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第 7.1.2－4 表 飛来物貫通評価結果 

（竜巻の最大風速 100m/s，鋼製材の最大飛散速度は，フジタモデルにより評

価。鋼製材の空力パラメータは，原子力安全基盤機構の委託研究成果報告書
1）記載値を採用。） 

 コンクリート

厚さまたは鋼

板厚さ 

[mm] 

貫通限界厚さまたは裏面

はく離限界厚さ 

[mm] 
評価結果 

放射線遮へ

い壁 
700～1,600 

 

 

 

 

フィルタ装

置（胴部） 

30.4 

(最小厚さ) 

フィルタ装

置（上部） 

30.0 

(最小厚さ) 

フィルタ装

置入口側配

管 

12.7 

フィルタ装

置出口側配

管 

12.7 

 

給水設備に

係わる配管 
5.2 

ドレン設備

に係わる配

管 

3.9 

 

 

 

 

 

１）東京工芸大学：「平成21～22 年度原子力安全基盤調査研究（平成22 年度） 竜

巻による原子力施設への影響に関する調査研究」，独立行政法人原子力安全

基盤機構委託研究成果報告書，平成23年2月 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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7.1.3   積雪 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

積雪の設計基準については，規格基準類（建築基準法）及び観測記録（気

象庁アメダス），年超過確率評価，積雪時の発電所の対応を踏まえ，1 日あた

りの積雪量に 深積雪量の平均値を加えた値を設計基準として定めた。 

評価の結果，統計的な処理による 1 日あたりの積雪量の年超過確率 10-4/

年の値は 135.9cm となり，さらに，過去の観測記録から 深積雪量の平均値

31.1cm を加えた 167cm を設計基準積雪量に設定した。 

 

(2)想定される影響 

a.堆積による荷重 

影響モード：積雪による静的荷重 

対象部位：フィルタ装置 

b.積雪による開口部閉塞 

影響モード：系統内への侵入による閉塞 

対象部位：放出口 

 

(3)耐性評価結果 

a.堆積による荷重 

フィルタ装置の上部への積雪による耐荷重については，フィルタ装置の

保有水等の重量を考慮した許容耐荷重を 3,832,930[N/m2]と評価しており，

設計基準積雪量 167cm(4,914[N/m2])を上回っていることから，積雪荷重に

対する耐性が確保されていることを確認した。 

b.積雪侵入による閉塞 

格納容器圧力逃がし装置の出口配管配置図を第 7.1.3－1 図に示す。 

放出口からの雪の侵入については，上空から落下してくる雪に対して，

開口部が横向き，かつ開口部の形状が斜め下 45°の形状となっていること

から，雪が侵入し難い構造となっている。 

また，雪が放出口から侵入した場合であっても，放出口付近の配管は水

平方向に設置されているため，雪が配管内部のラプチャーディスク前面ま

で到達することは考え難く，侵入した雪は放出口付近の水平方向の配管上

に堆積することが想定される。この場合，開口部の構造により雪の全てが

配管内に侵入するものではないこと，配管の口径は 508mm となっているこ

とから，配管は閉塞しないと考えられる。 

なお，配管内に堆積した積雪が，気温の上昇に伴い，融雪した場合には，

ラプチャーディスク前面に設置されたドレンラインより，排出することが
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可能である。 

 

(4)地震との重畳影響 

積雪と地震との重畳により，積雪単独事象より格納容器圧力逃がし装置へ

の荷重影響が増長されるが，除雪を行うなど適切な対応を行い，格納容器圧

力逃がし機能を維持する。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

a.堆積による荷重 

代替格納容器圧力逃がし装置は，屋外に露出しないことから，影響を受

けない。 

b.積雪侵入による閉塞 

代替格納容器圧力逃がし装置の放出口については，配管内部へ侵入し難

い構造に設計する。 
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第 7.1.3－1 図 格納容器圧力逃がし装置の出口配管配置図（左：南立面図，右：平面図） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。 
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7.1.4   低温 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

低温の設計基準については，規格基準類及び観測記録（気象庁アメダス），

年超過確率評価を踏まえ， 低気温が も小さくなる値を設計基準として定

めた。 

評価の結果，統計的な処理による 低気温の年超過確率 10-4/年の値は

-17℃となった。また，低温の継続時間については，過去の 低気温を記録し

た当日の気温推移に鑑み，保守的に 24 時間と設定した。 

 

(2)想定される影響 

a.凍結 

影響モード：凍結 

対象部位：フィルタ装置，フィルタ装置水位計配管， 

フィルタ装置ドレン配管 

 

(3)耐性評価結果 

a.凍結 

フィルタ装置保有水の凍結については，外気温度－17℃となった場合に，

凍結を開始する時間を解析した結果，フィルタ装置に保温材と，建物床ヒ

ーター（300W/m2）を設置した条件では約 38 時間となった。また，建物床

ヒーターを考慮せず，保温材のみの場合においても約 25 時間となっており，

いずれも低温継続時間 24 時間を上回っていることを確認した。 

なお，屋外設置のフィルタ装置水位計や放射線モニタなどの計器類につ

いては，防湿対策が施されており，計器内部で凍結による影響は受けない。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

a.凍結 

フィルタ装置の保有水及び計器は，地下及び原子炉建屋屋内に設置され

ることにより，屋外に露出しないことから，低温による影響は受けない。 

 

7.1.5   落雷 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

基準雷撃電流値は，柏崎刈羽原子力発電所での落雷観測記録の統計処理に

よる年超過確率が 10-4/年となる雷撃電流値から設定する。構内での落雷観測

の結果に避雷鉄塔及び 5 号炉排気筒による遮へい効果を考慮し求めた雷撃頻
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度及び電力中央研究所報告の雷撃電流頻度分布を用いて，原子炉建屋排気筒

への年超過確率が 10-4/年となる雷撃電流値を求めると 156kA となる。これに

余裕を持った 200kA を設計基準電流値とする。 

 

(2)想定される影響 

影響モード：雷サージによる電気・計装設備の損傷 

対象部位：タンク水位計，ドレンライン流量計，放射線モニタ 

 

(3)耐性評価結果 

格納容器圧力逃がし装置は，原子炉建屋排気筒頂部に設置されている避雷

針の遮へい範囲内にあり，落雷頻度が著しく低く，雷が直撃する可能性は十

分小さいと考えられる。したがって，設備への影響が大きいと考えられる排

気筒への落雷による雷サージを想定した。 

6 号炉および 7 号炉の原子炉建屋では，排気筒への直撃雷時に建屋内へ侵

入する雷電流を軽減するために，屋上と外壁に約 2m ピッチの避雷導線を埋

設し雷電流の分流を図る対策（ファラデーケージ化）やメッシュ式の接地網

によって接地抵抗の低減や接地電位の平坦化を図る対策を実施している。し

たがって，屋内設置の回路への雷サージの影響は軽微であると考えられるた

め，屋外計装設備の計装回路について雷サージ評価を行った。 

落雷時に回路に加わるサージ電圧値の算出には，過去に 7 号炉で実施した

雷インパルス試験の結果を用いた。試験では，排気筒頂部に 1kA 程度の印加

電流を流し，その時に測定対象のケーブルへ加わった誘導電圧を測定してい

る。基準雷撃電流値 200kA の雷撃を受けたときの雷サージ電圧値は，誘導電

圧が印加電流値に保守的に比例するとして，雷インパルス試験の測定結果か

ら求めた。 

 

a. 屋外計装設備 

(a)タンク水位計・ドレンライン流量計 

タンク水位計及びドレンライン流量計は放射線遮へい壁の内側に設置さ

れており，その計装回路は中央制御室に至っている。雷インパルス試験の測

定結果としては，本回路の位置関係と類似の，コントロール建屋とトランス

ヤードを融通するケーブルの測定結果を用いる。耐電圧値は，当該回路に耐

雷対策としてシールドケーブルと保安器が使用されていることを考慮して

保安器の耐電圧値 15kV を用いる。 

評価結果を第 7.1.5－1 表に示す。原子炉建屋排気筒に設計基準である

200kA の落雷があった場合に当該回路に加わる雷サージ電圧値は 大で約

4.3kV となる。これは保安器の耐電圧値 15kV を下回ることから耐性は確保さ

れている。 
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(b)放射線モニタ 

放射線モニタの検出部は，原子炉建屋壁面の格納容器圧力逃がし装置排気

配管に設置されており，その計装回路は中央制御室に至っている。雷インパ

ルス試験の測定結果としては，本回路の位置関係と類似の，原子炉建屋中 4

階からコントロール建屋に至る回路の測定結果を用いる。また耐電圧値は，

現場側に検出器の耐電圧値 1.5kV，中央制御室側では耐雷対策としてシール

ドケーブルと保安器が使用されていることを考慮して保安器の耐電圧値

10kV を用いる。 

評価結果を第 7.1.5－1 表に示す。原子炉建屋排気筒に設計基準である

200kA の落雷があった場合に当該回路に加わる雷サージ電圧値は 大で約

0.25kV となる。これは，現場側の耐電圧値 1.5kV および中央制御室側の耐電

圧値 10kV を下回ることから耐性は確保されている。 

 

(4)地震／風／竜巻 いずれかの事象との重畳 

落雷と竜巻等の重畳により，避雷鉄塔の損壊を想定した場合は，落雷単独

事象より原子炉建屋排気筒への雷撃電流値は増長するが，耐電圧性を有する

検出器の採用や保安器の設置等，適切な設計をして，格納容器圧力逃がし装

置の機能を維持する。 



- 183 - 

第 7.1.5－1 表 落雷評価結果 

雷インパルス試験結果 

誘導電圧換

算値 

(200kA 時)評価対象設備 

測定地点 
印加 

電流 

誘導

電圧
誘導電圧 

耐電圧値 
評価 

結果 

中 央 制 御

室 

（指示計） 

中 央 制 御

室 

884A 2.8V 0.63kV 15kV(保安器) 影響 

なし 

タ ン ク 水 位

計 

ド レ ン ラ イ

ン流量計 現場 

（発信器） 

トランス 

ヤード 

876A 18.8V 4.3kV 15kV(保安器) 影響 

なし 

中 央 制 御

室 

（記録計） 

中 央 制 御

室 

888A 1.06V 0.24kV 10kV(保安器) 影響 

なし 

放 射 線 モ ニ

タ 

現場 

（ 前 置 増

幅器） 

（検出器） 

原 子 炉 建

屋 

中 4 階 

868A 1.1V 0.25kV 1.5kV 

(前置増幅器) 

1.5kV 

(検出器) 

影響 

なし 

 

 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置は，保安器やシールドケーブルの採用により

設計基準である原子炉建屋への 200kA の落雷に耐える設計とすることから，

落雷の影響はない。 

 

7.1.6   火山  

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

発電所へ影響を及ぼし得る火山のうち，将来の活動可能性が否定できない

30 火山について，設計対応が不可能な火山事象は，地質調査結果によれば，

発電所敷地及び周辺で，痕跡が認められないことから，到達する可能性は十

分小さいものと判断される。その他の発電所の安全性に影響を与える可能性

のある火山事象を抽出した結果，降下火山灰が抽出された。 

降下火山灰の堆積量については，文献調査や国内外の噴火実績，シミュレ

ーション結果を踏まえ，検討を行った結果，火山噴火実績に保守性を考慮し

た 30cm を設計基準に設定する。 
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(2)想定される影響 

a.堆積による荷重 

影響モード：降下火山灰の堆積による静的荷重 

対象部位：フィルタ装置 

b.降下火山灰侵入による閉塞 

影響モード：系統内への侵入による閉塞 

対象部位：放出口 

c.化学的影響 

影響モード：降下火山灰に付着している腐食成分による化学的影響 

対象部位：フィルタ装置及び屋外配管 

 

(3)耐性評価結果 

a.堆積による荷重 

フィルタ装置に堆積する降下火山灰に対する耐荷重性については，フィ

ルタ装置の保有水等の重量を考慮した許容耐荷重を 3,832,930[N/m2]と評

価しており，設計基準の降下火山灰 30cm（4,413[N/m2]）を上回っている

ことから，降下火山灰の堆積荷重に対する耐性が確保されていることを確

認した。 

b.降下火山灰侵入による閉塞 

放出口からの降下火山灰の侵入については，上空から落下してくる降下

火山灰に対して，開口部が横向き，かつ開口部の形状が斜め下 45°の形状

となっていることから，降下火山灰が侵入し難い構造となっている。 

また，降下火山灰が放出口から侵入した場合であっても，放出口付近の

配管は水平方向に設置されているため，降下火山灰が配管内部のラプチャ

ーディスク前面まで到達することは考え難く，侵入した降下火山灰は放出

口付近の水平方向の配管上に堆積することが想定される。この場合，開口

部の構造により降下火山灰の全てが配管内に侵入するものではないこと，

及び配管の口径は 508mm となっていることから，配管は閉塞しないと考え

られる。 

なお，放出口からの降下火山灰の侵入を防止するカバーの取り付け，ま

たは放出口から降下火山灰が侵入した場合における配管内部の点検等につ

いて，適切な対策を実施し，降下火山灰による配管の閉塞に至らないこと

を確実にする。 

c.化学的影響 

フィルタ装置及び屋外配管については，酸性物質を帯びた降下火山灰に

対して，容器材質が耐食性のあるステンレス製であることや，耐食性のあ

るふっ素樹脂塗装または，ポリウレタン樹脂塗装を施工していることなど

から，耐食性が確保されていることを確認した。 
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(4)積雪との重畳影響 

a.重畳時の積雪量 

冬季において多雪地域である立地地域は，火山噴火による降灰中，同じ

影響モードである積雪の堆積荷重について，重畳を考慮する必要がある。 

しかし，積雪の設計基準の 167cm については，10-4/年程度の極低頻度で

あることから，重畳時における積雪量については，1 日あたりの積雪量の

年超過確率 10-2/年値の 84.3cm に， 深積雪量の平均値 31.1cm を加えた

115.4cm を想定するものとする。 

従って，降下火山灰 30cm（4,413[N/m2]）に，積雪 115.4cm（3,396[N/m2]）

を加えた，堆積荷重 7,809[N/m2]を火山及び積雪の重畳時における評価基

準値と設定する。 

b.耐性評価結果 

フィルタ装置の降下火山灰及び積雪の堆積に対する耐荷重については，

フィルタ装置の保有水等の重量を考慮した許容耐荷重を 3,832,930[N/m2]

と評価しており，降下火山灰及び積雪の重畳時における基準値 7,809[N/m2]

を上回っていることから，火山及び積雪の重畳時の堆積荷重に対する耐性

が確保されていることを確認した。 

また，放出口からの積雪及び降下火山灰の侵入については，(3)b.のとお

り，配管内部へ侵入し難い構造であり，閉塞しないと考えられるが，放出

口からの降下火山灰の侵入を防止するカバーの取り付け，または放出口か

ら降下火山灰が侵入した場合における配管内部の点検等について，適切な

対策を実施し，降下火山灰による配管の閉塞に至らないことを確実にする。 

 

(5)地震との重畳影響 

火山と地震との重畳により，火山単独事象より格納容器圧力逃がし装置へ

の荷重影響が増長されるが，除灰を行うなど適切な対応を行い，格納容器圧

力逃がし機能を維持する。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

a.堆積による荷重 

代替格納容器圧力逃がし装置は，屋外に露出しないことから，影響を受

けない。 

b.降下火山灰侵入による閉塞 

代替格納容器圧力逃がし装置の放出口については，配管内部へ侵入し難

い構造に設計する。 
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7.2   その他事象 

7.2.1   外部火災 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

a.森林火災 

発電所構内の森林の全面的な火災を想定する（防火帯により延焼が防止さ

れるエリアを除く）。 

 

b.近隣の産業施設の火災 

原子炉施設周辺に設置されており，格納容器圧力逃がし装置までの距離が

近く貯蔵量の多い各号炉の軽油タンクの全面火災。なお，各号炉の軽油タン

クは 2 基隣接して設置しているが，耐震 S クラス設備であり地震随伴事象と

しても 2 基同時火災の想定はしづらいこと，火災報知器や泡消火設備がある

ことから延焼防止も可能であること，および隣接軽油タンク火災時にもう一

方の軽油タンクの温度は発火点まで上昇せず 2基同時に出火しないことから，

格納容器圧力逃がし装置に近い軽油タンク 1 基の火災を想定する。 

 

c.航空機墜落による火災 

偶発事象として航空機墜落が発生する確率が 10-7回／炉・年を超えるエリ

アへ墜落した航空機による火災を想定する。なお，航空機墜落火災と危険物

タンク火災との重畳については，当該号炉軽油タンクには航空機は墜落せず

発火点には至らないこと及び，他号炉の軽油タンクは対象航空機によっては

危険物タンクに墜落する可能性はあるが，危険物タンクと格納容器圧力逃が

し装置との間に位置するタービン建屋やサービス建屋に輻射熱は遮られるこ

とから危険物タンクとの重畳は考慮不要である。（第 7.2.1－2 図，第 7.2.1

－3 図） 

 

(2)想定される影響 

a.森林火災 

影響モード：森林火災時の火炎からの輻射熱による温度上昇 

対象部位※：放射線遮へい壁，フィルタ装置，屋外配管および弁（フィル

タ装置入口側，フィルタ装置出口側，弁），給水設備，窒素パー

ジ設備，ドレン設備，計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ

等），計装ラック 

 

b.近隣の産業施設の火災 

影響モード：軽油タンク防油堤全面火災時の火炎からの輻射熱による温度
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上昇 

対象部位※：放射線遮へい壁，フィルタ装置，屋外配管および弁（フィル

タ装置入口側，フィルタ装置出口側，弁），給水設備，窒素パー

ジ設備，ドレン設備，計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ

等），計装ラック 

 

c.航空機墜落による火災 

影響モード：航空機墜落により発生した火炎からの輻射熱による温度上昇 

対象部位※：放射線遮へい壁，フィルタ装置，屋外配管および弁（フィル

タ装置入口側，フィルタ装置出口側，弁），給水設備，窒素パー

ジ設備，ドレン設備，計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ

等），計装ラック 

 

※ 対象部位は，外部火災により影響をうける屋外に設置されている格納

容器圧力逃がし装置の部位を抽出した。 

 

(3)耐性評価結果 

a.森林火災（再評価中のため評価結果については追而） 

(a)放射線遮へい壁 

放射線遮へい壁はコンクリート製であり，健全性の基準 200℃に対し，

森林火災発生時の輻射熱による遮へい壁外面の温度は約○○℃（外部火災

の審査を踏まえ，出火地点の見直しなどを行い再評価実施中）となる。 

(b) フィルタ装置 

フィルタ装置の周囲には放射線遮へい壁が設置されており，放射線遮へ

い壁内側の温度は上昇しない。また，フィルタ装置上部は開口しているが，

放射線遮へい壁はフィルタ装置上部より約 5m 高く設置されており，輻射熱

が直接フィルタ装置に届くことはないことから，火災に対する耐性が確保

される。 

(c) 屋外配管および弁（フィルタ装置入口側，フィルタ装置出口側，弁） 

配管の設計温度は 200℃であるが，防火帯林縁から至近の配管の温度は

約○○℃（外部火災の審査を踏まえ，出火地点の見直しなどを行い再評価

実施中）となる。 

(d) 給水設備，窒素パージ設備，ドレン設備 

輻射熱による影響がないように，遮熱性のある板で覆うこと等により，

設備を防護するため火災の影響はない。 

(e) 計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等） 

輻射熱による影響がないように，耐熱性のある計器の使用または遮熱性

のある板で覆うこと等により，設備を防護するため火災の影響はない。 
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(f) 計装ラック 

計装ラックの周囲には放射線遮へい壁が設置されており，放射線遮へい

壁内側の温度は上昇しないことから，火災に対する耐性が確保される。 

 

b.近隣の産業施設等の火災 

(a)放射線遮へい壁 

放射線遮へい壁はコンクリート製であり，健全性の基準 200℃に対し，

軽油タンク防油堤全面火災発生時の輻射熱による遮へい壁外面の温度は約

176℃に止まることから，火災に対する耐性が確保されていることを確認し

た。 

(b) フィルタ装置 

フィルタ装置の周囲には放射線遮へい壁が設置されており，放射線遮へ

い壁内側の温度は上昇しない。また，フィルタ装置上部は開口しているが，

放射線遮へい壁はフィルタ装置上部より約 5m 高く設置されており，輻射熱

が直接フィルタ装置に届くことはないことから，火災に対する耐性が確保

されていることを確認した。 

(c) 屋外配管および弁（フィルタ装置入口側，フィルタ装置出口側，弁） 

設計温度は 200℃であり，軽油タンク至近の配管の温度は約 132℃に止ま

ることから，火災に対する耐性が確保されていることを確認した。 

(d) 給水設備，窒素パージ設備，ドレン設備 

輻射熱による影響がないように，耐熱性のある計器の使用または遮熱性

のある板で覆うこと等により，設備を防護するため火災の影響はない。 

(e) 計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等） 

輻射熱による影響がないように，耐熱性のある計器の使用または遮熱性

のある板で覆うこと等により，設備を防護するため火災の影響はない。 

(f) 計装ラック 

計装ラックの周囲には放射線遮へい壁が設置されており，放射線遮へい

壁内側の温度は上昇しないことから，火災に対する耐性が確保されている

ことを確認した。 

 

c.航空機墜落による火災 

(a)放射線遮へい壁 

放射線遮へい壁はコンクリート製であり，健全性の基準 200℃に対し，

航空機墜落による火災発生時の輻射熱による遮へい壁外面の温度は約

62℃に止まることから，火災に対する耐性が確保されていることを確認し

た。 

(b)フィルタ装置 

フィルタ装置の周囲には放射線遮へい壁が設置されており，放射線遮へ
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い壁内側の温度は上昇しない。また，フィルタ装置上部は開口しているが，

放射線遮へい壁はフィルタ装置上部より約 5m 高く設置されており，輻射熱

が直接フィルタ装置に届くことはないことから，火災に対する耐性が確保

されていることを確認した。 

(c) 屋外配管および弁（フィルタ装置入口側，フィルタ装置出口側，弁） 

設計温度は 200℃であり，火災発生時の配管の温度は約 53℃に止まるこ

とから，火災に対する耐性が確保されていることを確認した。 

(d) 給水設備，窒素パージ設備，ドレン設備 

輻射熱による影響がないように，耐熱性のある計器の使用または遮熱性

のある板で覆うこと等により，設備を防護するため火災の影響はない。 

(e) 計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等） 

輻射熱による影響がないように，耐熱性のある計器の使用または遮熱性

のある板で覆うこと等により，設備を防護するため火災の影響はない。 

(f) 計装ラック 

計装ラックの周囲には放射線遮へい壁が設置されており，放射線遮へい

壁内側の温度は上昇しないことから，火災に対する耐性が確保されている

ことを確認した。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置のうち，地下に設置されている部位について

は，外部火災の影響は受けない。屋外に設置する部位については，外部火災

による影響がないような設計とする。 

 

 

第 7.2.1－1 図 格納容器圧力逃がし装置と各火災の位置関係 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 7.2.1－2 図 航空機墜落位置と危険物タンクの重畳を考慮する位置（6 号炉） 

 

 

第 7.2.1－3図 航空機墜落位置と危険物タンクの重畳を考慮する位置（7号炉） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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7.2.2   内部火災 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置に発生する火災

を想定する。 

地震時においては，耐震Ｂ，Ｃクラスの機器を火災源とする火災を，火災

区域内に想定する。 

 

(2)想定される影響 

影響モード：火災による温度上昇，引火，発火 

対象部位：格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の系

統を構成する弁（手動弁，電動駆動弁，空気駆動弁）等 

操作時に必要な監視機器 

アクセスルート 

 

(3)耐性評価結果 

格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の系統を構成す

る弁，操作時に必要な監視機器，アクセスルート等（以下，「機器等」という。）

については，6.1.4 (2)a.に記載のとおり，火災の発生防止対策を施しており，

当該機器等の引火・発火のおそれは小さく，温度上昇による損傷のおそれも

小さい。また，機器等のうちケーブル等は難燃性のものを使用している。 

万一，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の機器等

に火災が発生した場合においても，6.1.4 (2)b.に記載のとおり，火災の感知，

消火対策を施しており，当該機器等に発生した火災を速やかに感知し消火す

ることによって，当該機器等の損傷を 小限に抑えることができる。 

地震時における，耐震Ｂ，Ｃクラスの機器を火災源とする火災に対しては，

火災によって格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置の機

能に影響を及ぼす可能性のある耐震Ｂ，Ｃクラスの機器について，当該機器

を耐震強化すること，又は当該機器の設置箇所に耐震強化した消火設備を設

置することによって，格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし

装置の機能を維持することができる。 

 

7.2.3   内部溢水 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

発生要因別に分類した以下の溢水を想定した。 

・溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等により生じる溢水 
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・発電所内で生じる異常状態（火災を含む）の拡大防止のために設置される

系統からの放水による溢水 

・地震に起因する機器の破損等により生じる溢水 

 

(2)想定される影響 

溢水の発生要因に依らず，以下の影響を想定した。 

影響モード：没水，被水，蒸気による環境条件の悪化 

対象部位：格納容器圧力逃がし装置の系統を構成する弁（手動弁， 

電動駆動弁，空気駆動弁） 

操作時に必要な監視機器 

アクセスルート 

  

(3)耐性評価結果 

ａ．格納容器圧力逃がし装置の系統を構成する弁（手動弁，電動駆動弁，空

気駆動弁） 

(a)格納容器圧力逃がし装置の系統を構成する手動弁については，没水，被

水，蒸気の影響は無く，機能は維持される。 

(b)格納容器圧力逃がし装置の系統を構成する電動駆動弁及び空気駆動弁

については，没水，被水等の影響により通常の遠隔操作機能を喪失する

可能性がある。しかし，それぞれ物理的に隔離された箇所に設置された

バックアップ設備による代替操作が可能であり，万が一，バックアップ

設備が溢水による影響を受けた場合においても，現場での手動操作が可

能であることから，機能は維持される。 

 

ｂ．操作時に必要な監視機器 

(a)操作時に必要な監視機器については，止水対策，被水対策等，没水，被

水，蒸気に対する防護対策を講じることにより，機能は維持される。 

 

ｃ．アクセスルート 

(a)内部溢水発生時は，自動隔離又は手動隔離により，漏えい箇所の隔離操

作を行うこととしている（標準 80 分を想定）。また，地震時において，

漏えい箇所の隔離が不可能な場合においても，漏えい水，蒸気について

は，開放ハッチ部，床ファンネルを介し，建屋 地下階へと導く設計と

していることから，格納容器圧力逃がし装置操作時において，操作対象

機器へのアクセスルートに水，蒸気が滞留し，操作を阻害することはな

い。 

(b)格納容器圧力逃がし装置の操作時においては，操作対象機器へのアクセ

スルートに水，蒸気が滞留しないこと，壁による遮蔽があること等から、
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放射線による影響も限定的であり，操作は可能である。 

 

(4)管理区域外への漏えいについて 

止水対策，堰等の防護対策を講じることにより，放射性物質を含む液体を放

射線管理区域外へ漏えいさせることがないように設計する。 

 

以上のことから，内部溢水が発生した場合でも，格納容器圧力逃がし装置の

機能は維持される。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置については，止水対策，被水対策等，没水，被

水，蒸気に対する防護対策を講じることにより，機能は維持される。 

 

7.2.4   航空機墜落（偶発的事象） 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)設計基準 

原子炉建屋等重要施設を中心として，落下確率が 1.0×10-7回／炉・年とな

る範囲外への墜落。 

 

(2)想定される影響 

影響モード：衝突による衝撃力，火災による熱影響 

対象部位：格納容器圧力逃がし装置を構成する構築物・機器 

 

(3)耐性評価結果 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉又は 7 号炉の原子炉建屋等重要施設に墜落す

る確率は，約 3.4×10-8回／炉・年であることから，格納容器圧力逃がし装置

に対する偶発的な航空機の衝突は設計上考慮する必要はない。なお，10-7 回

／炉・年を超えるエリアへ墜落した場合における航空機燃料火災に対する耐

性は 7.2.1 外部火災に示すとおりである。 

 

【代替格納容器圧力逃がし装置】 

柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉又は 7 号炉の原子炉建屋等重要施設に墜落する

確率は，約 3.4×10-8回／炉・年であることから，代替格納容器圧力逃がし装置

に対する偶発的な航空機の衝突は設計上考慮する必要はない。 

また，代替格納容器圧力逃がし装置のうち，地下に設置されている部位につ

いては，航空機燃料火災の影響は受けない。屋外に設置する部位については，

航空機燃料火災による影響がないように設計する。 
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8.   原子炉格納容器圧力逃がし装置の意図的な航空機衝突事象に対する耐性 

意図的な航空機衝突が発生した場合であっても，除熱機能が喪失しないこと

を以下，確認する。 

8.1   航空機衝突（意図的事象） 

【格納容器圧力逃がし装置】 

(1)事象想定（第 8.1－1 表，第 8.1－1 図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)想定される影響 

影響モード：衝突による衝撃力，火災による熱影響 

対象部位：放射線遮へい壁，フィルタ装置，フィルタ装置入口側配管，フィ

ルタ装置出口側配管，屋外設備（給水設備，窒素パージ設備，ド

レン設備，弁），計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等），計

装ラック 

 

(3)耐性評価結果（第 8.1－1 表参照） 

ａ．放射線遮へい壁 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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ｂ．フィルタ装置 

 

 

 

ｃ．フィルタ装置入口側配管 

 

 

 

ｄ．フィルタ装置出口側配管 

 

 

 

ｅ．屋外設備（給水設備，窒素パージ設備，ドレン設備，弁） 

 

 

 

ｆ．計器類（水位計，圧力計，放射線モニタ等），計装ラック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置のうち，地下に設置される部位については，航

空機衝突による衝撃力及び航空機燃料火災の影響は受けない。屋外に設置する

フィルタ装置出口側配管は損傷する可能性があるが，放出される放射性物質の

低減機能は喪失しない。 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 8.1－1 表 航空機の衝突方向別機能の維持状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.1-1 図 フィルタ装置及び建屋の配置状況 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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別紙１ 格納容器圧力逃がし装置の計測設備の網羅性について 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の計測設備については，以下の考えに基づき網羅性

を有する設計としている。 

①格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後の各状態で，系統の要

求上確認すべき項目の全てが監視可能であること。 

②上記の各状態において，管理すべき値を網羅した計測範囲であること。 

なお，代替格納容器圧力逃がし装置についても同様の設計としており，ここ

では代表として格納容器圧力逃がし装置の計測設備について記載する。 

 

1． 確認すべき項目について 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後の各状態で確認すべき項

目を下記(1)～(5)に抽出し，各確認すべき項目に対する計測設備が設置されて

いることを第 1－1 表に示す。（「2.3.2.2   計測設備の目的」の記載内容の一

部再掲） 

 

(1)   格納容器圧力逃がし装置の使用時の状態 

使用時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a.フィルタ装置の閉塞等によりガスの導入が妨げられていないこと 

フィルタ装置入口圧力計にて，格納容器ベント実施により待機圧力か

ら上昇した圧力が，格納容器圧力の低下に追従して低下傾向を示すこと

を確認することで把握できる。また，フィルタ装置出口放射線量率が初

期値から上昇することを計測することによりフィルタ装置が閉塞して

いないことを把握できる。 

 

b.フィルタ装置の除去性能が低下していないこと 

フィルタ装置水位計にて，水位が約 500mm～約 2500mm の間（2.2.1.3

参照）であることを確認することで把握できる。 

    

c.放出されるガスの放射線量の確認 

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口配管に内包さ

れる放射性物質から放射線量率を監視し，排出経路の放射性物質濃度を

評価することが可能である。 

 

(2)   格納容器圧力逃がし装置の待機時の状態 

待機時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

a.フィルタ装置の除去性能が低下していないこと 
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フィルタ装置水位計にて，水位が約 500mm～約 2500mm の間（2.2.1.3

参照）であることを確認することで把握できる。 

 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 

フィルタ装置入口圧力計にて，封入した窒素圧力（0.01MPa[gage]以上）

を継続監視することによって配管内の不活性状態を把握できる。 

また，フィルタ装置出口圧力計にて，点検後の窒素置換操作を実施し

た際に，現場で圧力を監視することで，配管内が不活性状態になったこ

とを把握できる。 

 

(3)   格納容器圧力逃がし装置の使用後の状態 

使用後の状態が，以下の通り把握可能である。 

a.フィルタ装置内スクラバ水の確認 

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置内で捕捉した放射性物質の放

熱により，フィルタ装置内の水が蒸発することによる水位低下を把握で

きる。 

 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 

フィルタ装置入口圧力計及びフィルタ装置水素濃度計にて，配管内が

封入した窒素で正圧に維持されていること，また，配管内に水素が残留

していないことにより不活性状態が維持されていることを把握できる。 

 

c.放出されるガスの放射線量の確認 

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口配管に内包さ

れる放射性物質から放射線量率を監視し，排出経路の放射性物質濃度を

評価することが可能である。 

 

(4)   フィルタ装置の水位調整時の確認 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後に，フィルタ装置の

水位調整を以下の通り把握可能である。 

a.フィルタ装置の水位調整の確認 

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置の排水又は水張りを実施する

際に，フィルタ装置の水位が把握できる。また，フィルタ装置ドレン流

量計にて，排水操作を実施した際のタンクドレン量の把握ができる。 

 

b.フィルタ装置スクラバ水の水質管理（2.2.1.3 参照） 

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置の排水又は水張りを実施する

際に，フィルタ装置の水位が把握できると共に，必要な追加薬液量の把
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握ができる。また，フィルタ装置ドレン流量計にて，排水操作を実施し

た際のタンクドレン量から，必要な追加薬液量の把握ができる。 

また，フィルタ装置へ薬液を補給する際に，スクラバ水の pH を把握

できる設計とする。 

 

(5)   想定される機能障害の把握 

格納容器圧力逃がし装置の使用時に，想定される機能障害の確認として，

以下の通り把握可能である。 

a.フィルタ装置の閉塞 

フィルタ装置入口圧力計にて，格納容器ベント実施により待機圧力か

ら上昇した圧力が，低下傾向を示さないことを確認することで，フィル

タ装置が閉塞していることを把握できる。また，フィルタ装置出口放射

線量率が初期値から上昇しないことを確認することにより把握できる。 

 

b.金属フィルタの閉塞 

  金属フィルタ差圧計にて，金属フィルタの閉塞状態を把握できる。な

お，フィルタ装置入口圧力計にて，金属フィルタの閉塞が進行し，フィ

ルタ装置入口圧力が上昇傾向を示すことを確認することで，金属フィル

タの閉塞状態を把握できる。 

 

c.フィルタ装置入口配管の破断 

フィルタ装置入口圧力計にて，格納容器ベント実施により待機圧力か

ら上昇した圧力が低下傾向を示すが，フィルタ装置出口放射線量率が初

期値から上昇しないことを確認することにより把握できる。 

 

d.フィルタ装置スクラバ水の漏えい 

フィルタ装置水位計にて，タンクからのスクラバ水漏えいによるフィ

ルタ装置の水位低下を確認することで把握できる。 

  

 

2． 計測範囲について 

格納容器圧力逃がし装置の使用時，待機時，使用後の各状態で確認すべき項

目について，管理すべき値を網羅した計測範囲であることを第 1－2 表に示す。 

 

3． 設備操作との整合性について 

「4. 格納容器圧力逃がし装置の設備操作と操作性」で記載した各操作にお

ける監視項目が全て監視可能であることを第 1－3 表に示す。 
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第 1－1 表 格納容器圧力逃がし装置 計測設備の網羅性について 

フィルタ装置の状態 確認すべき項目 計測設備 多重性又は多様性 

a.格納容器内のガスがフィルタ装置へ導かれていること 

の確認 

①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口放射線モニタ 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

b.フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認 ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り 

(1)格納容器圧力逃がし装置の

使用時 

c.放出されるガスの放射線量の確認 ①フィルタ装置出口放射線モニタ ①は多重性有り 

a.フィルタ装置の除去性能に影響するパラメータの確認 ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り (2)格納容器圧力逃がし装置の

待機時 b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口圧力計 

①②で多様性有り 

①は多重性有り 

a.フィルタ装置内スクラバ水の確認 ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り 

b.フィルタ装置配管内の不活性状態の確認 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置水素濃度計 

①②で多様性有り 

①は多重性有り 

②は入口と出口配管でそれ

ぞれ補完 

(3)格納容器圧力逃がし装置の

使用後 

c.放出されるガスの放射線量の確認 ①フィルタ装置出口放射線モニタ ①は多重性有り 

a.フィルタ装置の水位調整の確認 ①フィルタ装置水位計 

②フィルタ装置ドレン流量計 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

(4)フィルタ装置の水位調整時 

b.フィルタ装置スクラバ水の水質管理 ①フィルタ装置水位計 

②フィルタ装置ドレン流量計 

③フィルタ装置スクラバ水 pH 計 

①②③で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

a.フィルタ装置の閉塞 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口放射線モニタ 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

b.金属フィルタの閉塞 ①金属フィルタ差圧計 

②フィルタ装置入口圧力計 

①②で多様性有り 

②は多重性有り 

c.フィルタ装置入口配管の破断 ①フィルタ装置入口圧力計 

②フィルタ装置出口放射線モニタ 

①②で多様性有り 

①②はそれぞれ多重性有り 

(5)想定される機能障害 

d.フィルタ装置スクラバ水の漏えい ①フィルタ装置水位計 ①は多重性有り 
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第 1－2 表 格納容器圧力逃がし装置及び代替格納容器圧力逃がし装置計測設備の計測範囲の網羅性について 

監視パラメータ※1 計測範囲 計測範囲の根拠 

フィルタ装置水位 

（格納容器圧力逃がし装置） 

0～6000mm スクラバノズル上端を計測範囲のゼロ点とし，フィルタ装置機能維持のための上限

水位：約2500mm，下限水位：約500mmが計測可能な範囲とする。 
① 

フィルタ装置水位 

（代替格納容器圧力逃がし装置）

0～7000mm スクラバノズル上端を計測範囲のゼロ点とし，フィルタ装置機能維持のための上限

水位：約3000mm，下限水位：約500mmが計測可能な範囲とする。 

②フィルタ装置入口圧力 0～1.0MPa[gage] 以下の２つの状態を計測可能な範囲とする。 

・格納容器ベント実施時に，格納容器圧力逃がし装置の 高圧力（0.62MPa[gage]）

が計測可能な範囲とする。 

・待機時に，窒素置換（約0.01MPa[gage]以上）が維持されていることを計測可能な

範囲とする。 

③フィルタ装置出口圧力 -0.1～0.2MPa[gage] 点検後の窒素置換操作を実施した際に，フィルタ装置出口の圧力開放板の設定圧力

（0.1MPa[gage]）を超えないことが計測可能な範囲とする。 

④フィルタ装置出口放射線モニタ 10-2～105mSv/h 格納容器ベント実施時に，想定されるフィルタ装置出口の 大線量当量率（約7×

104mSv/h）を計測可能な範囲とする。 

⑤フィルタ装置水素濃度 0～100% 格納容器ベント停止後の窒素によるパージを実施し，フィルタ装置入口及び出口配

管内に滞留する水素濃度が可燃限界濃度（4%）以下であることを計測可能な範囲と

する。 

⑥フィルタ装置ドレン流量 0～30m3/h ドレンポンプの定格流量（10m3/h）を計測可能な範囲とする。 

⑦フィルタ装置スクラバ水pH pH0～14 フィルタ装置内スクラバ水のpHを計測可能な範囲とする。 

⑧金属フィルタ差圧 0～50kPa  

 

 

 

 

※1 監視パラメータの数字は第 2.3.2.3－1 図及び第 2.3.2.3－2 図の丸数字に対応する。 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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第 1－3 表 「4. 格納容器圧力逃がし装置の設備操作と操作性」との整合について 

プラント状態 2.3.2.2   計測設備の目的 4. 格納容器圧力逃がし装置の設備操作

と操作性 

監視パラメータ 

プラント停止時または通常運

転時 

4.3 ①格納容器圧力逃がし装置点検等 

後の窒素置換 

事故発生～格納容器ベント前 

(1)格納容器圧力逃がし装置の

待機時の状態 

(4)フィルタ装置の水位調整時

の確認 4.1.1 a.格納容器ベント操作前準備 

フィルタ装置入口圧力 

フィルタ装置出口圧力 

フィルタ装置水位 

フィルタ装置ドレン流量 

フィルタ装置スクラバ水 pH 

格納容器ベント開始 4.1.1 b.格納容器ベント開始操作 

格納容器ベント開始後～格納

容器ベント停止前 

格納容器ベント停止 

(2)格納容器圧力逃がし装置の

使用時の状態 

(4)フィルタ装置の水位調整時

の確認 

(5)想定される機能障害の把握

4.1.1 c.格納容器ベント中操作 

フィルタ装置入口圧力 

フィルタ装置水位 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置ドレン流量 

フィルタ装置スクラバ水 pH 

金属フィルタ差圧 

格納容器ベント停止後 (3)格納容器圧力逃がし装置の

使用後の状態 

(4)フィルタ装置の水位調整時

の確認 

4.1.1 d.格納容器ベント停止操作 

4.3 ②格納容器ベント停止後の窒素ガ

スによるパージ 

フィルタ装置入口圧力 

フィルタ装置水位 

フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置ドレン流量 

フィルタ装置スクラバ水 pH 

フィルタ装置水素濃度計 
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別紙２ 格納容器圧力逃がし装置 計測設備の概略構成図 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

代替格納容器圧力逃がし装置についても同様の設計としており，ここでは代

表として格納容器圧力逃がし装置の計測設備について記載する。 

 

(1)   フィルタ装置水位計 

フィルタ装置水位計は，差圧式水位検出器を用いて電気信号として検出

する。検出された電気信号は，演算装置にて水位信号に変換することで，

中央制御室に指示及び記録される。 

 

 

 

 

 

第 1－1 図 フィルタ装置水位計の概略構成図 

 

(2)   フィルタ装置入口圧力計 

フィルタ装置入口圧力計は，圧力検出器を用いて電気信号として検出す

る。検出された電気信号は，演算装置にて圧力信号に変換することで，中

央制御室に指示及び記録される。中央制御室及び現場（二次格納施設外）

にて監視可能な設計としている。 

 

 

 

 

 

第 1－2 図 フィルタ装置入口圧力計の概略構成図 

 

(3)   フィルタ装置出口圧力計 

    フィルタ装置出口圧力計は，機械式圧力検出器を用いて現場で監視可能

な設計としている。 

 

 

 

 

 

第 1－3 図 フィルタ装置出口圧力計の概略構成図 
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(4)   フィルタ装置出口放射線モニタ 

フィルタ装置出口放射線モニタは，フィルタ装置出口配管内のガスに含

まれる放射性物質から放出されるγ線を電離箱を用いて電流信号として

検出する。検出した電流信号を前置増幅器で増幅し，演算装置にて線量当

量率へ変換する処理を行った後，中央制御室に指示及び記録される。 

 

 

 

 

 

 

第 1－4 図 フィルタ装置出口放射線モニタの概略構成図 

 

(5)   フィルタ装置水素濃度計 

フィルタ装置水素濃度計は，フィルタ装置入口配管内のガスをサンプル

ポンプで引き込み，除湿器で水分が除去されて，水素濃度検出器にて測定

されるようにしている。水素濃度検出器により計測した電気信号は演算装

置で水素濃度信号に変換し，中央制御室に記録する。なお，出口側配管に

設置する水素濃度計については，出口配管設計に適した検出方法を選定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－5 図 フィルタ装置水素濃度計 システム概要図 

 

 

 

 

 

第 1－6 図 フィルタ装置水素濃度計の概略構成図 
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(6)   フィルタ装置ドレン流量計 

    フィルタ装置ドレン流量計は，電磁式流量検出器を用いて電気信号とし

て検出する。検出された電気信号は，演算装置にて流量信号に変換するこ

とで，現場に指示する。2 台あるドレンポンプに対してそれぞれ 1 個設け

る設計としている。  

 

 

 

 

 

 

第 1－7 図 フィルタ装置ドレン流量計の概略構成図 

 

(7)   フィルタ装置スクラバ水 pH 計 

フィルタ装置スクラバ水 pH 計は，フィルタ装置ドレン配管からサンプ

リング設備によりサンプリングして，pH 検出器により計測する。計測後の

サンプル水はフィルタ装置に戻す構成とする。フィルタ装置スクラバ水 pH

計は，pH 検出器を用いて電気信号として検出する。検出された電気信号は，

演算装置にて pH 信号に変換することで，現場に指示する。  

     

 

 

 

 

    

 

 

第 1－8 図 フィルタ装置スクラバ水 pH 計 システム概要図 

 

 

 

 

 

第 1－9 図 フィルタ装置スクラバ水 pH 計の概略構成図 
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(8)   金属フィルタ差圧計 

金属フィルタ差圧計は，差圧検出器を用いて電気信号として検出する。

検出された電気信号は，演算装置にて差圧信号に変換することで，中央制

御室に記録される。 

 

 

 

 

 

第 1－10 図 金属フィルタ差圧計の概略構成図 
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参考 格納容器圧力逃がし装置 計測設備の機器配置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－11 図 6 号炉格納容器圧力逃がし装置 計測設備 全体概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－12 図 機器配置図（6 号炉屋外） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 1－13 図 機器配置図（6 号炉屋上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－14 図 機器配置図（6 号炉原子炉建屋地上 3 階） 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 1－15 図 7 号炉格納容器圧力逃がし装置 計測設備 全体概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－16 図 機器配置図（7 号炉屋外） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 1－17 図 機器配置図（7 号炉屋上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－18 図 機器配置図（7 号炉原子炉建屋地上 3 階） 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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第 1－19 図 機器配置図（7 号炉原子炉建屋地上中 4 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠囲みの内容は核物質防護上の機密事項に属しますので公開できません。
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別紙３ 放射線検出器の計測上限及び放射性物質濃度算定の考え方 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

放射線検出器の計測範囲は，想定される 大線量率（mSv/h）の評価結果か

ら上限を設定する設計としている。また，放出された放射性物質濃度の算定に

あたっては，放射線検出器の指示値（mSv/h）から，放射性物質濃度（Bq/cm3）

を算定する方針としている。 

なお，代替格納容器圧力逃がし装置についても同様の設計としており，ここ

では代表として格納容器圧力逃がし装置について記載する。 

 

a.評価条件 

放射線検出器の計測範囲の上限値は，余裕を持った設計とするため，フィル

タ装置出口配管で想定される 大線量率の評価条件は，以下の通り保守的に設

定する。 

・ 想定事故は，炉心内の放射性物質の量が も多く含まれる「炉心状態が平

衡炉心（サイクル末期）」に発生し，原子炉内に内蔵される放射性希ガス

が全て格納容器内に移行し，均一に拡散したものとして設定する。 

・ 格納容器ベントの開始時間は，原子炉停止から 1 時間後に設定する。 

・ フィルタ装置出口配管と放射線検出器の評価モデルは第 1－1 図のとおり

とする。 

・ フィルタ装置出口配管内の放射性物質濃度は格納容器内の放射性物質濃

度と同等として設定する。 

 

 
 

第 1－1 図 評価モデル（フィルタ装置出口配管） 
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b.想定される 大線量率の評価結果 

上記 a.の評価条件に基づき，線量率を評価した結果を第 1－1 表に示す。 

 

第 1－1 表 線量率評価値 

 評価点 1 

（配管表面から 100mm）

評価点 2 

（配管表面から 300mm） 

線量率[mSv/h] 約 7.2×104 約 4.4×104 

 

以上より，保守性を考慮した評価結果から 大線量率は約 7×104mSv/h 程度

と想定しているが，放射線検出器は配管表面より 300mm 離した評価点 2 に設置

する計画としていることから，検出器の計測範囲の上限を 1×105mSv/h として

適切に設計している。 

 

c.放射性物質濃度の算定に関する方針 

放射線検出器を配管表面から 300mm 離した評価点 2 での線量率（mSv/h），

配管内の放射性物質濃度（Bq/cm3）及び換算係数（[Bq/cm3]/[mSv/h]）を評価

した結果を第 1－2 表に示す。格納容器ベントの開始時間は，原子炉停止から 1

時間後および 24 時間後とする。 

 

第 1－2 表 フィルタ装置出口配管内の放射性物質濃度と換算係数 

原子炉停止後，格納容器ベ

ント開始までの時間[h] 

線量率 

[mSv/h] 

放射性物質濃度

[Bq/cm3] 

換算係数 

[[Bq/cm3]/[mSv/h]]

1 約 4.4×104 約 1.1×109 約 2.5×104 

24 約 1.0×104 約 4.8×108 約 4.8×104 

 

以上より，第 1－2 表の換算係数を事前に準備しておくことで，ベント初期

段階での放射性希ガスの放出に対して放射線検出器の指示値（mSv/h）から放

射性物質濃度（Bq/cm3）を算出する方針である。 

 

なお，事故後に当該事故の詳細かつ正確なデータにより，換算係数の再評価

を実施することで，放射線検出器の指示値（mSv/h）から，より精度の高い放

射性物質濃度（Bq/cm3）を評価することが可能である。 
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別紙４ フィルタ装置水素濃度計の計測時間遅れについて 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

フィルタ装置水素濃度計は，格納容器圧力逃がし装置の使用後に配管内に水

素が残留していないことにより不活性状態が維持されていることを把握するた

め，フィルタ装置入口配管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除湿器で水

分が除去されて，水素濃度検出器にて測定されるようにしている。水素計測後

のサンプルガスは格納容器圧力逃がし装置の配管に戻す構成としている。水素

濃度検出器により計測した電気信号は演算装置で水素濃度信号に変換し，中央

制御室に記録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1 図 フィルタ装置水素濃度計システム概要図 

 

なお，フィルタ装置入口配管内のガスのサンプリング点は，フィルタ装置入

口配管の頂部の原子炉建屋 4 階であり，そこから水素濃度検出器までの時間遅

れは以下の通りである。 

・ サンプリング配管長（サンプリング点～水素濃度検出器）：6 号炉：約 26m 

7 号炉：約 20m 

・ サンプリング配管の断面積：359.7mm2（3.597×10-4m2） 

・ サンプルポンプの定格流量：約 1l/min（約 1×10-3 m3/min） 

・ サンプルガス流速（流量÷配管断面積）：約 2.8m/min 

なお，ガスは標準状態（0℃，101.325kPa[abs]）として算出。 

 

第 1－1 表 フィルタ装置水素濃度計の時間遅れ 

号炉 6 号炉 7 号炉 

時間遅れ 約 10 分 約 8 分 
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＜参考＞ 

a.水素濃度計の測定原理 

水素濃度検出器は，熱伝導度式を用いる計画であり，第 1－2 図に示すとお

り，検知素子と補償素子（サーミスタ），及び 2 つの固定抵抗でブリッジ回路

が構成されている。検知素子の部分に，サンプリングされたガスが流れるよう

になっており，補償素子には基準となる標準空気が密閉されており測定対象ガ

スとは接触しない構造になっている。 

水素濃度指示計部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサーミ

スタを約 120℃に加熱した状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流すと，

測定ガスが熱をうばい，検知素子の温度が低下することにより抵抗が低下する。

この検知素子の抵抗が低下するとブリッジ回路の平衡が失われ，第 1－2 図の

ＡＢ間に電位差が生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて，水

素濃度を測定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－2 図 水素濃度計検出回路の概要図 

 

b.水素濃度の測定 

水素濃度検出器は「a．」で示したとおり標準空気に対する測定ガスの熱伝

導の差を検出する方式のものであり，酸素，窒素などの空気中のガスに対し，

水素ガスの熱伝導率の差が大きいことを利用しているものである。水素の熱伝

導率は，約 0.18 W/(m･K)at27℃である一方，酸素，窒素は，約 0.02W/(m･K)at27℃

と水素より 1 桁小さく，これらのガス成分の変動があっても水素濃度計測に対

する大きな誤差にはならない。  
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c.水素濃度測定のシステム構成 

フィルタ装置入口配管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除湿器で水分

が除去されて，ほぼドライ状態で水素濃度検出器にて測定されるようにしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－3 図 フィルタ装置水素濃度計システム概要図 

 

d.水素濃度計の仕様 

 

種   類  熱伝導度式水素濃度検出器 

計 測 範 囲  0～100% 

個   数  1 

設 置 場 所  原子炉建屋 3 階（二次格納施設外） 

 

 

 

 

 

 

第 1－4 図 フィルタ装置水素濃度計の概略構成図 
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別紙５ エアロゾル計測装置の計測原理 
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枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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別紙６ 除去性能試験について 

 

1.  超過流量状態における DF 性能について 

フィルタベント系統の系統概要図を第 1－1 図に示す。 

フィルタベント系統の第二弁については，格納容器ベント操作による急激

な格納容器の減圧による格納容器の破損を防止することと，フィルタベント

系統への急激なガスの流れによる機器の破損を防止することを目的で，ベン

ト実施中は開度を『中間開』とする運用としており，有効性評価においても，

弁の開度はこのような状態として解析を実施している。 

「大ＬＯＣＡ＋全ＥＣＣＳ機能喪失＋ＳＢＯ」シナリオにおける，ベント

ガス流量の評価結果を第 1－2 図に示す。 

一方，第二弁を『全開』とした場合，上記より流量は大きくなり，体積流

量で約 37,000m3/h となる。この場合，性能試験の試験範囲を超過してしまう

ことから，新たに 37,000m3/h の試験を実施した。37,000m3/h 時の除去性能試

験結果をを第 1－3 図に示す。 

性能試験の結果，体積流量 37,000m3/h においても，DF は 1,000 以上とな

ることが確認できた。 
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第 1－1 図  系統概要図 
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第 1－2 図  ベントガス流量評価結果 
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第 1－3 図 除去性能試験結果（流量：37,000m3/h） 
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2.  フィルタ装置内圧力の DF への影響について 

フィルタ装置内圧力の DF への影響を確認するために，フィルタ装置内圧力

を 0.1MPa，0.41MPa，0.72MPa（abs）として実施した除去性能試験の結果を

第 2－1 図に示す。 

試験条件として，試験粒子は PSL 粒子(粒径 0.05～0.5μm),ガス流量は

小流量相当の 13,500m3/h，スクラバ水位は 1m としている。 

試験の結果，粒子径が 0.2μm 以上の粒子においては，フィルタ装置内の圧

力の DF への影響がほぼ認められないことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2－1 図  フィルタ装置内圧力の除染性能への影響 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。
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3.  試験のスケール性について 

【水スクラバ】 

7 号炉の格納容器圧力逃がし装置の実機を用いて各ノズルからのガス噴射

状態を確認する試験を行った。 

試験概要図を第3－1図に示す。図に示すように2象限分のノズルは閉止し，

残り 2 象限にノズル流量計測装置を設置する。これらは 1 象限の半分のノズ

ルに対して計測が可能となっており，ノズル噴射の対称性を考慮すると，全

ノズルの流量状態を確認することと同等になると考えられる。 

試験は，スクラバ水位を 100mm とし，ブロワーにて 4 象限分に換算して約

30,500m3/h 相当の空気を送気した状態で，噴射状態の目視確認と噴射量の計

測を実施した。 

試験結果を第 3－2 図に示す。試験結果より，各ノズルからほぼ均一にガス

が噴射できていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3－1 図  試験概要図 
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第 3－2 図  ノズル噴出状況 
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ここで，実機フィルタ装置と試験装置の比較を第 3－3 図に示す。第 3－3

図に示す通り，試験容器の断面積は実機の 1/140，スクラバノズルは実機が

140 本であるのに対し 1 本設置していることから，実機と試験装置で相似則

が成立している。 

この試験装置を用いて，実機の 1/140 の体積流量のガスを通気し，試験を

実施している。 

実機においては，ガスが各ノズルからほぼ均一に噴射していることから，

実機と試験装置では噴射時のガスの流速は同等になる。そのため，ベントガ

ス噴射直後域では，実機と試験装置でガスの挙動は同様である。また，ベン

トガス浮上域においては，実機と試験装置では容器断面積の相似則が成立し

ていることから，ボイド率は等しくなると考えられるため，実機と試験装置

でガスの挙動は同様となる。 

以上より，フィルタ装置の水スクラバ部においては，本試験装置における

性能試験の結果にて，実機の性能を再現できていると考えられる。 

 

【金属フィルタ】 

   実機フィルタ装置には，金属フィルタは 128 本設置されている。一方，第

3－3 図に示す通り，試験装置は断面積が実機の 1/140 の試験容器に，実機と

同じ金属フィルタを 1 本設置している。この試験装置に，実機の 1/140 の体

積流量のガスを通気し，試験を実施している。 

   そのため，金属フィルタ１本当たりの体積流量は，実機と比較して 128/140

倍となっており，金属フィルタを通過するガスの流速が実機よりも小さいこ

とになる。 

   一方，実機フィルタ装置に流入する放射性微粒子の粒子径分布は 3.2.2.1

に示す通りであり，考慮される粒子径の存在領域においては，慣性力による

捕捉が主たる捕捉メカニズムとなる。慣性力による捕捉メカニズムにおいて

は，ガスの流速が大きい程，粒子の捕捉効率は大きくなる。そのため，今回

の試験は，金属フィルタ部のガスの流速は実機よりも小さいことから，保守

的な評価ができていると考えられる。 
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第 3－3 図  実機と試験装置の比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属フィルタ

ノズル

（１４０本）

気泡細分化

装置

直径０．３５ｍ

（断面積が実機の１／１４０）

気泡細分化装置

実機と同じものを設置

ノズル（１本）

実機と同じものを設置

金属フィルタ（１本）

実機と同じものを設置

金属フィルタ（１本）

実機と同じものを設置

【実機】

約
８
ｍ

４
ｍ

約４ｍ 【試験装置】

実機の体積流量の

１／１４０の空気を送気

【ベントガス噴射直後域】

各ノズルから均一に噴射されて

いることから，実機と試験装置
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【ベントガス浮上域】

ベントガス浮上域では，気泡細分化

装置の整流効果により，気泡が整流

され，実機と試験装置でボイド率は

等しくなると考えられることから，

実機と試験装置で条件は等しいと

考えられる。

【ベントガス浮上域】 

ベントガス浮上域では，気泡

細分化装置の整流効果によ

り，気泡が整流され，実機と

試験装置でボイド率は等しく

なると考えられる。 

なお，可視化試験装置にて気

泡の目視観察を行ったとこ

ろ，気泡細分化装置により装

置内のボイドが均一となって

いることを確認している。 

直径約０．３４ｍ 
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4. 試験ガスの代表性について 

性能試験においては，試験ガスとして空気を用いている。一方，実機におい

ては，水蒸気がベントガスの主成分となる。そのため，性能試験と実機では，

条件が異なることとなる。 

そこで，空気と水蒸気ではいずれの方が粒子の捕捉効果が大きいかを，粒子

の各捕捉メカニズムにおいて確認した。 

 

【慣性力による捕捉】 

  気体中の粒子の慣性力の大きさを表す値として，『ストークス数』がある。

ストークス数（St）は，下記の式により表される。ストークス数が大きい程，

粒子に作用する慣性力は大きく，慣性力による捕捉効果が大きくなると考えら

れる。 

 

)9/()2/( 0
2

fpp DCcuDSt      （１） 

 

  ここで，Dpは粒子径，ρpは粒子密度，ρはガス密度，Ccはスリップ補正係数，

u0はガスの流速，ηはガス粘度，Dfは流体中の代表直径である。また，スリッ

プ補正係数（Cc）は以下の式により表される。 

 







 

 )
1.1

exp(4.0257.11
Kn

KnCc      （２） 

pg DKn /2            （３） 

)/8499.0/( RTMPg        （４） 

 

  となる。なお，T はガス温度，P はガス圧力，M はガス分子量，R は気体定数

である。 

 

  ここで，試験に用いている常温・常圧の空気と，実機で想定される水蒸気に

て，各粒子径におけるストークス数を算出したところ，第 4－1 図，第 4－2

図の通りとなった。第 4－1 図，第 4－2 図の通り，約 0.4μm 以上の粒子径領

域であれば，常温・常圧の空気は，水蒸気よりもストークス数が小さいことが

わかる。つまり，約 0.4μm 以上の領域であれば，空気の方が水蒸気よりも粒

子に作用する慣性力が小さく，空気の方が水蒸気よりも慣性力による粒子捕捉

効果が小さいと考えられる。第 4－1 図，第 4－2 図中には有効性評価シナリオ

（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失，W/W ベント）時にフィルタ装置に流入する粒
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子状放射性物質の粒子径分布を示しているが，粒子径 0.4μm 以上の粒子が大

部分を占めている。また，性能試験においても，粒子径 0.4μm 以上の粒子径

領域の計測もできている。（第 3.2.2.3－1～3 図参照） 

  そのため，空気による性能試験は，実機よりも保守的な条件ということとな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－1 図  粒径とストークス数（水スクラバ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－2 図  粒径とストークス数（金属フィルタ） 
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【重力沈降による捕捉】 

  気体中の粒子の重力沈降速度（vt）の大きさは，下記の式により表される。

重力沈降速度が大きい程，重力沈降による粒子の捕捉効果は大きくなると考え

られる。 

 




18

)(2 gDC
v ppc

t


        （５） 

 

  ここで，Dpは粒子径，ρpは粒子密度，ρはガス密度，g は重力加速度，η

はガス粘度，Ccはスリップ補正係数（（２）式）である。 

 

ここで，試験に用いている常温・常圧の空気と，実機で想定される水蒸気に

て，各粒子径における重力沈降速度を算出したところ，第 4－3 図の通りとな

った。第 4－3 図の通り，約 0.4μm 以上の粒子径領域であれば，常温・常圧の

空気は，水蒸気よりも重力沈降速度が小さいことがわかる。つまり，約 0.4μ

m 以上の領域であれば，空気の方が水蒸気よりも粒子に作用する重力沈降速度

が小さく，空気の方が水蒸気よりも重力沈降による粒子捕捉効果が小さいと考

えられる。第 4－3 図中には有効性評価シナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪

失，W/W ベント）時にフィルタ装置に流入する粒子状放射性物質の粒子径分布

を示しているが，粒子径 0.4μm 以上の粒子が大部分を占めている。また，性

能試験においても，粒子径 0.4μm 以上の粒子径領域の計測もできている。（第

3.2.2.3－1～3 図参照） 

そのため，空気による性能試験は，実機よりも保守的な条件ということとな

る。 
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第 4－3 図  粒径と重力沈降速度 

 

【ブラウン拡散による捕捉】 

  気体中の粒子のブラウン運動の激しさを表す値として，『拡散係数』がある。

拡散係数（D）は，下記の式により表される。拡散係数が大きい程，粒子のブ

ラウン運動は激しくなることから，ブラウン拡散による捕捉効果が大きくなる

と考えられる。 

 

p

c

D

kTC
D

3
        （６） 

 

ここで，k はボルツマン定数，T はガス温度，ηはガス粘度，Ccはスリップ

補正係数（（２）式）である。 

 

ここで，試験に用いている常温・常圧の空気と，実機で想定される水蒸気に

て，各粒子径における拡散係数を算出したところ，第 4－4 図の通りとなった。

第 4－4 図の通り，約 0.1μm 以上の粒子径領域であれば，常温・常圧の空気は，

水蒸気よりも拡散係数が小さいことがわかる。つまり，約 0.1μm 以上の領域

であれば，空気の方が水蒸気よりも粒子のブラウン運動は激しくないことから，

空気の方が水蒸気よりもブラウン拡散による粒子捕捉効果が小さいと考えら

れる。第 4－4 図中には有効性評価シナリオ（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失，

W/W ベント）時にフィルタ装置に流入する粒子状放射性物質の粒子径分布を示
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しているが，粒子径 0.1μm 以上の粒子が大部分を占めている。また，性能試

験においても，粒子径 0.1μm 以上の粒子径領域の計測もできている。（第

3.2.2.3－1～3 図参照） 

  そのため，空気による性能試験は，実機よりも保守的な条件ということとな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－5 図  粒径と拡散係数 

 

【水蒸気凝縮による捕捉】 

水蒸気がスクラバ水中へ流入する時，水蒸気の凝縮が起こり，凝縮による水

蒸気の体積の減少分に相当する粒子が捕捉される。一方，空気は非凝縮性であ

るため，空気を用いた性能試験においては，ガスの凝縮による捕捉効果は見込

めないことから，空気を用いた性能試験は，実機よりも保守的な条件というこ

ととなる。 

 

【熱泳動による捕捉】 

ベントガスは，格納容器から急減圧されてフィルタ装置へ流入するため，過

熱蒸気となっている。一方，スクラバ水はフィルタ装置内の圧力に準じた飽和

温度以上にはならないことから，ベントガスの方がスクラバ水よりも高温の状

態となっている。そのため，この温度勾配による熱泳動により，粒子が捕捉さ

れる。 

性能試験においては，常温の空気を用いていることから，空気とスクラバ水

の温度は等しい。そのため，常温の空気を用いた性能試験においては，熱泳動
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による捕捉効果は見込めないことから，実機よりも保守的な条件ということと

なる。 

 

以上より，フィルタ装置のそれぞれの捕捉メカニズムにおいて，空気の方が

水蒸気よりも粒子の捕捉効果は劣ることから，空気を用いた性能試験は保守的

であると考えられる。 
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別紙７ ベント初期に対向流が発生する可能性について 

 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器ベント実施直後は，水蒸気，窒素，水素等の混合流体がフィルタ装

置に流入するが，水蒸気の一部はスクラバ水に熱を奪われ凝縮する。 

スクラバ水が沸騰するまでにフィルタ装置に流入する水蒸気の全量が凝縮し

続けると仮定した場合でも，沸騰するまでの間（1 時間以内）水素や窒素はフ

ィルタ装置へ継続して流入（1000m3/h 以上）するため，フィルタ装置の下流側

の流量は維持される。また，沸騰した後はフィルタ装置に流入する水蒸気は凝

縮されず，フィルタ装置の下流側の流量は維持される。以上のことより，フィ

ルタ装置の下流側の流量は維持され，対向流は発生しない。 
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別紙８ 格納容器圧力逃がし装置の排気を排気筒ではなく，原子炉建屋の上から

放出する理由について 

 

【格納容器圧力逃がし装置】【代替格納容器圧力逃がし装置】 

格納容器圧力逃がし装置の排気に限らず，放射性物質を含んだ気体を放出す

る場合に排気筒から放出するか，原子炉建屋頂部から放出するかについては，

次ページに示すメリット及びデメリットがある。 

これらを踏まえた上で，当社としては，従前より耐圧強化ベント系による格

納容器ベント時は排気筒より放出することを勘案し，格納容器圧力逃がし装置

の排気については原子炉建屋頂部から放出することを選択している。 

なお，排気高さに関しては，高い位置から放出した場合は薄く広く，低い位

置から放出した場合は濃く狭く，放射性物質が拡散することになるため，長期

土壌汚染の範囲を限定する目的からは低い位置の方が良い。一方， も低い地

上位置から放出した場合は事故対応を行う位置での線量が高くなり，事故対応

が出来なくなる恐れがある。これらを勘案し，原子炉建屋頂部からの放出を選

択している。 
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 排気筒 原子炉建屋頂部 

ﾒﾘｯﾄ （高所放出であるため

拡散範囲が広く） 

各箇所の汚染濃度が薄

くなる。 

（低所放出であるため拡散

範囲が狭く） 

汚染範囲が狭くなる。 

ﾃﾞﾒﾘｯﾄ （高所放出であるため

拡散範囲が広く） 

汚染範囲が広くなる。

（低所放出であるため拡散

範囲が狭く） 

各箇所の汚染濃度が濃くな

る。 

長期土壌汚染

の主原因とな

る放射性物質

（セシウム）

の影響 

同一気象条件と仮定した場合，ＫＫ７であれば 

 排気筒放出拡散半径：原子炉建屋頂部放出拡散半径 

 ≒排気筒高さ（73ｍ）：原子炉建屋高さ（40ｍ）≒2：1 

と考えられるため，原子炉建屋頂部放出の方が排気筒放出に

比べて，拡散範囲は 1/4 程度になり，濃度は 4 倍程度になる

ﾒﾘｯﾄ （高所放出であるため

拡散範囲が広く） 

各箇所での放射性物質

通過時の被ばく量が小

さくなる。 

（低所放出であるため拡散

範囲が狭く） 

放射性物質が通過する範囲

が狭くなる。 

ﾃﾞﾒﾘｯﾄ （高所放出であるため

拡散範囲が広く） 

放射性物質が通過する

範囲が広くなる。 

（低所放出であるため拡散

範囲が狭く） 

各箇所での放射性物質通過

時の被ばく量が大きくな

る。 

短期的な被ば

くの主原因と

なる放射性物

質（希ガス，

よう素）の影

響 

ＫＫ７から放出した場合 

①排気筒高さから放出＋排気筒高さ気象データ 

②原子炉建屋頂部から放出＋地上高さ気象データ（※） 

での大気拡散データを評価すると， 

 希ガスの大気拡散（D/Q）は①：②≒1：2 

 よう素素の大気拡散（χ/Q）は①：②≒1：4 

程度の差があるため，原子炉建屋頂部放出の方が排気筒放出

に比べて，拡散範囲は 1/4 程度になり，希ガスによる外部被

ばく量は 2 倍程度，よう素による内部被ばく量は 4 倍程度に

なる （補足後述） 

 

（※）原子炉建屋頂部高さの気象データが存在しないため，
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 排気筒 原子炉建屋頂部 

保守的に地上高さ気象データとしている 

ﾒﾘｯﾄ － （耐圧強化ベント系が排気

筒放出の場合） 

放出箇所の多様性を確保で

きる。 

多様性 

ﾃﾞﾒﾘｯﾄ （耐圧強化ベント系が

排気筒放出の場合） 

放出箇所の多様性が確

保できない。 

－ 

ﾒﾘｯﾄ － ・ 高さが排気筒に比べる

と低いため，耐震性を確

保しやすい。 

・ 原子炉建屋から排気箇

所までの距離が短いた

め，相対変位による破損

のリスクを低くするこ

とができる。（ただし，

フィルタベント装置が

原子炉建屋から離れて

いる等の場合は，排気筒

と同程度のリスクとな

ることもある。） 

耐震性 

ﾃﾞﾒﾘｯﾄ ・ 非常に高い構築物

のため耐震性の確

保が難しい。（排気

筒そのものの耐震

性を確保している

場合でも，荷重を増

やすことになる。）

・ 原子炉建屋から排

気筒までの間に距

離がある場合，その

－ 
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 排気筒 原子炉建屋頂部 

間も耐震性を確保

しなければならな

いが，相対変位によ

る破損のリスクが

高まる。 

 

（補足）χ/Q，D/Q に関する補足説明 

現行の大気拡散モデルでは鉛直・水平のそれぞれがガウス分布（正規分布）

となっており，その形状は放出点からの距離と大気安定度で決まる拡散パラ

メータを用いて表現されている。 

相対濃度（χ/Q）はある 1 点での濃度なので，放出高さを変えると鉛直方

向のガウス分布をなぞるように変化することになり，放出高さの変化の影響

を直接受ける。 

一方，相対線量（D/Q）は，拡散した全ての放射性物質（線源）からのγ線

による線量の重ね合わせ（無限空間の三重積分）となるため，放出高さの変

化は計算地点と線源との距離を変化させるにとどまる。放出高さが高くなれ

ば，濃度の高い軸が地上（計算地点）から離れるため，相対線量は低下傾向

（立体角で減少）になるが，影響がゼロになるわけではないため，変化は緩

やかになる。 

従って，一般に放出高さの違いの影響は相対濃度（χ/Q）の方が大きくな

る。 
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別紙９ 設備の維持管理についての補足事項 

 

１．機能確認における外観点検の確認内容について 

 機能確認における外観点検の確認内容を下記表に示す。 

表 機能確認における外観点検の確認内容 

対象機器 機能 外観点検の確認内容 

スクラバノズル 表面に強度・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと 

気泡細分化装置 表面に強度・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと 

金属フィルタ 

フィルタ性能

表面に強度・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと 

整流板 整流機能 表面に強度・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと 

オリフィス 流量調整機能 表面に強度・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと 

 

２．フィルタ性能の確認方法 

待機中，定期的に，以下の a～c の項目を確認することでのフィルタ性能

が維持さてれいることを確認する 

 a. 窒素封入圧力確認 

   窒素封入圧力が 0.01MPa[gage]以上を維持することで，容器内部の不活

性状態が維持され，スクラバノズル及び気泡細分化装置，金属フィルタの

腐食の発生を防止していることを確認する。 

 b. スクラバ水位確認 

   スクラバ水位が通常水位（500mm～2500mm）を維持していることを確認す

る。 

 c. スクラバ水質確認試験 

   スクラバ水をサンプリング測定することで，チオ硫酸ナトリウム及び水

酸化ナトリウムが規定の濃度を維持している事を確認する。 

 

３．点検周期の考え方 

   点検周期は，機能や設置環境の類似した既設機器を踏襲して決定する。 

容器及び容器内部構造物に対する，アルカリ性の薬液を注入することによ

る腐食の影響対策としては，本装置が通常待機状態であること，及び，耐腐

食にすぐれた SUS316L 材を使用していることから，窒素封入による不活性状

態を維持することにより容器内部構造物の腐食の発生を防止していることの

確認を定期的に行うことで問題ないと判断する。 
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別紙１０ 弁の操作方法について 

 

 格納容器圧力逃がし装置の一次隔離弁，フィルタ装置入口弁は空気駆動弁（以

下，「ＡＯ弁」）である。また，二次隔離弁は電動駆動弁（以下，「ＭＯ弁」）とな

っている。これらの弁はシビアアクシデント時を考慮し，電源喪失時においても

操作が可能な構成としている。電源喪失時の操作方法は第１表の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 格納容器圧力逃がし装置系統概要図 

 

第 1 表 弁の操作方法 

駆動方式 操作対象弁 電源喪失時の操作方法 操作場所 

ラチェットハンドルに

よる手動操作 
弁直近 

ＡＯ弁 

■一次隔離弁 

（サプレッション・ 

チェンバ側） 

■フィルタ装置入弁 

■一次隔離弁 

（ドライウェル側） 

専用ボンベからの駆動

空気供給による遠隔操

作 

二次格納施設外 

ＭＯ弁 ■二次隔離弁 
エクステンションによ

る遠隔操作 
二次格納施設外 

 

 

主排気筒

二次格納施設 原子炉建屋

ボンベ

原

子

炉

圧

力

容

器

ドライウェル

サプレッション・

チェンバ

AO ・

H2E

水素濃度計

ボンベ

・

・

AO

AO

AO

AO

ボンベ

ボンベ

MO

・

AO

遠隔操作

フィルタ

装置
MO

MO

Ｎ2ベントライン

　　　圧力開放板

放射線モニタ

RE

放射線モニタ

RE6号炉

7号炉

AO

AO

パージ用排風

原子炉建屋区域・タービン区域

換気空調系へ

※6号炉と7号炉で

設置箇所が異なる

原子炉建屋
Ｎ2供給ライン

非常用ガス処理系へ

よう素

フィルタ

一次隔離弁 二次隔離弁 

フィルタ装置入口弁 
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 ＭＯ弁については，エクステンションにより二次格納施設外から人力のみによ

る操作を行うことができる。 

 ＡＯ弁については，ラチェットハンドルにより人力のみによる操作を行うこと

ができる。なお，ラチェットハンドルによる操作は弁に近接して行う必要がある

ことから，弁操作時に操作エリアの放射線量率が高くなる可能性のある一次隔離

弁については遮へいを設置する等，作業員の放射線防護を考慮した設計としてい

る。 

 一方，ＡＯ弁についても，事故時に放射線量率の低い二次格納施設外からの操

作も可能であることが望ましい。そのため，ＡＯ弁については，駆動用の空気供

給配管系の構成を変更し，電源喪失時においても二次格納施設外からＡＯ弁を操

作可能な構成としている。変更前の構成図を第 2 図，変更後の構成図を第 3 図に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 ＡＯ弁 空気供給配管構成図（変更前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 図 ＡＯ弁 空気供給配管構成図（変更後） 

二次格納施設内

・ 計装用圧縮空気系より

専用ボンベ

ＭＯ

二次格納施設外

AＯ

・・
電気信号

× ×

ラチェットハンドル

二次格納施設内

・ 計装用圧縮空気系より

専用ボンベ

ＭＯ

二次格納施設外

AＯ

・・
電気信号

× ×

ラチェットハンドル
電磁弁 

電磁弁へ電気信号が印
可できなければ，駆動空
気をＡＯ弁に供給でき
ない 

電気信号が印可できな
い場合でも開放してい
る電磁弁のＯＵＴ側ポ
ートより，駆動空気をＡ
Ｏ弁に供給できる 

ＡＯ弁開操作不可能 

ＡＯ弁開操作可能 

予備ボンベを配備 

専用ボンベ，空気供給配

管系の構成機器について

Ss機能維持を確認した。 
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第 2 図に示す通り，空気供給配管系の変更前の構成では，電磁弁に電気信号を

印可できなければ，駆動空気をＡＯ弁に供給することができない。そのため，電

源喪失時には，駆動空気によりＡＯ弁を操作することができない。 

 一方，第 3 図に示す通り，空気供給配管系の変更後の構成では，電磁弁に電気

信号を印可できない場合においても開放している電磁弁のＯＵＴ側ポートより，

駆動空気をＡＯ弁に供給することができる。そのため，電源喪失時においても，

駆動空気によりＡＯ弁を操作することができる。また，空気供給配管系に設置し

ている弁は，全て二次格納施設外にて操作が可能である。よって，この空気供給

配管系の変更により，電源喪失時において二次格納施設外より，ＡＯ弁を操作す

ることが可能となる。 

 以下に，電磁弁内の動作のメカニズムについて詳細に記載する。 

 

(1)   電磁弁待機時（無励磁）の状態 

   ＡＯ弁用の電磁弁は，電気信号を印可していない状態（無励磁状態）では

以下の第 4 図のような状態である。「IN 側」には計装用圧縮空気系，「OUT 側」

はＡＯ弁の駆動部に接続されており，「EXH 側」は大気開放となっている。 

 

EXH

OUT IN  

第 4 図 電磁弁（待機時）の概要図 
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(2)   電磁弁動作時（励磁）の状態 

   ＡＯ弁用の電磁弁は，電気信号を印可した状態（励磁状態）となると第 5

図及び第6図のようなメカニズムにより，IN側の計装圧縮空気系の空気をOUT

側のＡＯ弁の駆動部に供給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

第 5 図 励磁時直後の動作概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 図 ダイヤフラム動作～EXH 閉塞までの動作概要図 

 

EXH

OUT IN

②コアがプラグナットに吸引

①コイルが励磁

④ダイアフラムの背圧
が排気

⑤ダイアフラムが背面
に押付けられる

③メインオリフィス（EXH側）を閉塞

EXH

OUT IN

⑥空気をメインオリフィ
スOUT側に供給

⑦OUT側に空気を供給

⑨ダイアフラムが前面に
押付けられる

⑧ダイアフラムの背面を
加圧

⑩ダイアフラムがEXH側

を閉塞
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(3)   専用ボンベの空気を EXH 側から供給する場合 

ＡＯ弁用の電磁弁は，専用ボンベの空気を EXH 側から供給する場合は，第

7 図のようになる。専用ボンベの空気は IN 側にも供給されているため，右

側のダイヤフラムは左右で圧力がバランスし，EXH 側の空気は OUT 側のＡＯ

弁本体の駆動部へ供給される。 

EXH

OUT IN

⑪EXH側から空気を供
給することで，OUT側

まで空気の供給可能

 

第 7 図 専用ボンベの空気を EXH 側から供給する場合の概要図 

 

なお，専用ボンベの空気を EXH 側から供給する場合のＡＯ弁の開閉試験を

実施し，ＡＯ弁が確実に全開及び全閉になることを確認した。 

 

上記(1)～(3)より専用空気ボンベの空気を電磁弁の EXH 側から供給することで，

電磁弁へ悪影響を与えることなく，電源喪失時においても確実にＡＯ弁の駆動部

へ空気を供給することが可能である。 
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 ＡＯ弁を二次格納施設外から遠隔操作する場合には，ＡＯ弁の駆動源として駆

動空気が必要となる。その場合における，駆動空気供給源の信頼性の向上を図る

ため，駆動空気は常設の専用ボンベより供給し，第 8 図に示すように，その専用

ボンベの横に常設の予備ボンベを設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8 図 ＡＯ弁駆動ボンベラック構造図 
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 一方，弁の遠隔操作の駆動源を人力のみとする場合，ＡＯ弁をＭＯ弁に変更し，

弁駆動力（人力によるトルク）をエクステンションジョイントによりＭＯ弁まで

伝達する構造に変更することも考えられる。 

 そこで，ＡＯ弁の専用ボンベによる遠隔操作機構と，ＭＯ弁のエクステンショ

ンジョイントによる遠隔操作機構について第 2 表に示す通り比較を行った。 

 

第 2 表 弁の遠隔操作機構の比較 

 

ＭＯ弁の遠隔操作機構には，取り回しの容易なフレキシブルジョイントを用い

る構成を仮定した。フレキシブルジョイントには駆動ロスがあり，駆動ロスの分，

操作には大きなトルクが必要となることから，減速機を用いて操作トルクを低減

する構造となっている場合が多い。一方，駆動ロスはフレキシブルジョイントの

敷設長さや敷設時の曲げ箇所の個数，曲げ箇所の曲率半径により決まることから，

敷設ルートが決まらなければ駆動ロスは求められない。そこで，今回は駆動ロス

を仮定し，減速比 5 の減速機を設置する。（一次隔離弁はラビリンス構造の部屋に

設置されており，必ず曲げ箇所を設置する必要があるため，駆動ロスは大きくな

ると考えられる） 

 ＡＯ弁については空気供給弁と排気弁の操作のみであり，これらは 25A 以下の

小口径の弁かつ一箇所に集中して設置されていることから，1 名約 2 分で操作可

能である。 

 一方，ＭＯ弁については，減速機の設置により必要回転数が５倍となることか

ら，減速機が無ければ約 4 分の作業であるが，5 倍の約 20 分かかると想定し，こ

れまでの訓練の実績を踏まえ，操作には 低 3 名は必要と考えられる。 

 これらの条件のもと評価した，遠隔操作機構の信頼性は，ＡＯ弁，ＭＯ弁とも

に 10-8[/h]オーダーであり，非常用の電動ポンプの故障率が 1.3×10-7[/h]よりも

小さく，代替機器としてはいすれの機構も十分な信頼性を有している。 

 遠隔操作機構の信頼性については，以下の通り算定している。 

項目 
専用ボンベを用いた 

ＡＯ弁の遠隔操作 

エクステンションジョイント

を用いたＭＯ弁の遠隔操作 

操作に必要な 

駆動源 
常設専用ボンベの空気圧力 人力 

弁操作時間 約 2 分 約 20 分 

作業負荷 

空気供給弁と排気弁の操作。これ

らの弁は 25A 以下の小口径の弁で

あるため操作は容易。 

駆動トルク：約 40～50Nm 

全開→全閉回転数：約 1500 回転

必要操作人員 1 名 3 名 

信頼性 故障確率 7.3×10-8 故障確率 3.4×10-8 
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【信頼性の算定】 

各機器の故障率を，有限責任中間法人 日本原子力技術協会（現 原子力安

全推進協会）が 2009 年にとりまとめた「故障件数の不確実さを考慮した国

内一般機器故障率の推定」における国内一般故障率（21 ヵ年データ）時間

故障率（平均値）から想定すると，以下の通りとなる。 

 

 (1)   専用ボンベを用いた遠隔操作 

    専用ボンベを用いた操作について，系統概要図を第 9 図に，故障率を第

3 表に示す。第 3 表の故障率から系統全体の故障率を算出すると「7.3×

10-8[/h]」となる。 

AO

①手動弁

MO

③電動弁

⑦逆止弁

⑩配管

一次隔離弁

④安全弁

計装用
圧縮空気系

⑥手動弁

②減圧弁

空気ボンベ

⑤手動弁

全開
全開

全閉

⑧電磁弁

 
第 9 図 専用ボンベを用いた操作の系統概要図 

 

第 3 表 専用ボンベを用いた操作の故障率 

No. 機器名称 想定故障モード 想定機器と故障モード 故障率 [/h]

① 手動弁 外部リーク 手動弁（外部リーク） 1.7×10-9 

② 減圧弁 減圧 安全弁（開閉失敗） 1.4×10-8 

閉固着 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 
③ 電動弁（純水） 

外部リーク 電動弁（外部リーク） 2.5×10-9 

④ 安全弁 内部リーク 安全弁（内部リーク） 2.2×10-8 

閉固着 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 
⑤ 手動弁 

外部リーク 手動弁（外部リーク） 1.7×10-9 

開固着 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 
⑥ 手動弁 

内部リーク 手動弁（内部リーク） 3.7×10-9 

⑦ 逆止弁 内部リーク 逆止弁（内部リーク） 7.1×10-9 

⑧ 電磁弁 外部リーク 電磁弁（外部リーク） 4.4×10-9 

⑨ 配管 リーク 配管（リーク） 6.6×10-9 

当該システムの故障率 7.3×10-8 
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 (2)   エクステンションを用いた遠隔操作 

    エクステンションを用いた操作について，系統概要図を第 10 図に，故障

率を第4表に示す。第3表の故障率から系統全体の故障率を算出すると「3.4

×10-8[/h]」となる。 

 

MO

⑩減速機

⑬駆動機構（減速機）
⑫フレキシブル
　　ジョイント

ハンドル

⑪L型ジョイント

サポート サポート

 

第 10 図 エクステンションを用いた操作の系統概要図 

 

第 4 表 エクステンションを用いた操作の故障率 

  機器名称 想定故障モード 想定機器と故障モード 故障率[/h]

⑩ 減速機 動力伝達不可 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 

⑪ L 型ジョイント 動力伝達不可 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 

⑫ 
フレキシブルジ

ョイント 
動力伝達不可 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 

⑬ MO 弁（減速機） 動力伝達不可 手動弁（開閉失敗） 8.3×10-9 

当該システムの故障率 3.4×10-8 

 

 以上より，操作の実現性や機構の信頼性を考慮すると，ＡＯ弁，ＭＯ弁いずれ

も成立性があると考えられる。 

 

 第 1 図の構造図に記載の通り，一次隔離弁については不活性ガス系の弁と共用

しており，当該弁は通常運転時も操作を実施する弁である。一方，格納容器隔離

機能に着目すると，格納容器隔離信号発生時には，当該弁については確実に閉鎖

する必要がある。そのため，電源喪失時に確実にフェイルクローズとなるＡＯ弁

の方が，フェイルアズイズとなるＭＯ弁よりも適していると考えられる。 
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また，福島第一原子力発電所の事故では，空気駆動のベント弁の開操作が困難

を極めたことから，「専用ボンベからの駆動空気供給による遠隔操作」においては，

福島第一原子力発電所事故時の問題を考慮し，以下の第 5 表の対策を施している。 

 

第 5 表 福島第一原子力発電所事故時の問題点と圧力逃がし装置における対策 

比較項目 １Ｆでの問題点 ＫＫ圧力逃がし装置での

対応策 

放射線量 ・ＡＯ弁操作のために現場に向かうも

500mSv/h 以上あり 10 分で引き返した。

(1 号機) 

放射線量率の低い二次格

納施設外にて操作が可能

電磁弁 

(電源) 

・電磁弁が地絡や他号機の爆発の影響に

より操作不能であった。(2 号機) 

・仮設で用意した小型発電機が故障した。

(3 号機) 

電磁弁の排気ポートから

空気を供給することで，

強制的にベント弁の開操

作を行うことができる。

作動空気 ・ＩＡ喪失により仮設コンプレッサーを

用意したが，別途接続治具が必要であ

った。(1 号機) 

・駆動用空気の残圧不足により，ベント

弁の開状態の維持が困難であった。(2，

3 号機) 

専用の駆動用空気ボンベ

を現場に常設する。 

 

 




